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まえがき 

この 規格 は， 工業 標準化 法 第 14 条 によって 準用す る 第 12 条第 1 項の 規定に 基づき， 社団法人 日本 機械 
工業 連合会 (JMF) から， 工業 標準 原案 を 具して 日本工業規格 を 改正す べきとの 申出が あり， 日本 工業 標準 調 
査 会の 審議 を 経て， 厚生 労働大臣 及び 経済 産業 大臣が 改正した 日本工業規格 である。 

これによ つて， JIS B 9960-1 ： 1 999 は 改正 され， この 規格 に 置き換えられた。 

この 規格 は， 著作権法で 保護 対象と なって いる 著作物で ある。 

この 規格の 一部が， 特許権， 出願 公開 後の 特許 出願， 実用新案 権 又は 出願 公開 後の 実用新案 登録 出願に 
抵触す る 可能性が ある ことに 注意 を 喚起す る。 厚生 労働大臣， 経済 産業 大臣 及び 日本 工業 標準 調査 会 は， 
このような 特許権， 出願 公開 後の 特許 出願， 実用新案 権 又は 出願 公開 後の 実用新案 登録 出願に 係る 確認に 
ついて， 責任 はもたない。 

JISB9960 の 規格 群に は， 次に 示す 部 編成が ある。 
JISB 9960-1 第 1 部： 一般 要求 事項 

JISB 9960-11 第 11 部： 交流 1 000 V 又は 直流 1 500 V を 超え 36 kV 以下の 高電圧 装置に 対する 要求 

事項 

JISB 9960-31 第 31 部： 縫製 機械， 縫製 ユニット 及び 縫製 システムの 安全性と EMC に対する 要求 事 
項 

JISB 9960-32 第 32 部： 巻 上 機械に 対する 要求 事項 
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機械 類の 安全性 一 機械の 電気装置 - 
第 1 部： 一般 要求 事項 

Safety of machinery— Electrical equipment of machines- 
Part 1: General requirements 

序文 

この 規格 は， 2005 年に 第 5 版と して 発行され た IEC 60204-1 を 基に 作成した 日本工業規格 であるが， 技 
術 的 内容 を 変更して 作成した 日本工業規格 である。 

なお， この 規格で 側線 及び 点線の 下線 を 施して ある 箇所 並びに 附属 書 JA 〜附属 書 J1 は， 対応 国際規格 
に はない 事項で ある。 変更の 一覧表に その 説明 を 付けて， 附属 書 JI に 示す。 

この 規格の 適用に 関する 指針 を， 附属 書 F に 示す。 

図 1 は， 機械の 諸 要素 及び 関連 装置の 相互関係の 理解 を 助ける ものである。 図 1 は， 典型的な 機械に 関 
連す る 装置 及び 機器の ブロック 図で あり， この 規格が 扱う 電気装置の 各 要素 を 示して いる。 （ ） 内の 番号 
は， この 規格の 箇条 番号で ある。 図 1 によって， 機械の 構成に は， 安全 防護 物， 附属の 用具' 固定 具， ソフ 
トウ ヱァ， 文書 を 含む すべての 要素が 含まれる こと， 及び 通常 少なく とも 一つの 監視 制御 レベルの もとで 
1 台 又は 連携 し て 稼働す る 複数の 機械が 製造 セ ル 又は 製造 シ ス テム を 構成す る こと が 理解で き る 。 
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物理的 環境 
(4.4) 



警告 標識 及び 略号 （箇条 16) 
技術 文書 （箇条 17) 



システム 又は セルの 
制御装置 



ム 



電源 （4.3) 



I PE ]— 

(外部 保護 導体 接続） 



導体 及び ケーブル 

(箇条 12) 
配線 （箇条 I 3 ) 
検証 （箇条 18) 



電源 断路 器 （5.3) 

感電 保 K (箇条 6) 

装置の 保護 （箇条 7) 

接地 (PE) 端子 （5.2) 

保護 ボンディ ング 回路 （8.2) 

制御 回路 及び 制御機 能 (箇条 9) 

非常 停止 機能 （9.2.5. 4 ) 

制御装置 （箇条 11) 

附属 品 及び 照明 （箇条 15) 



4- 



データリンク 



非常 停止 用 機器 
(10.7) 




電動機 （箇条 14) 

及び 
トランス デュー サ 



安全 防護 物 
及び 警報機 器 



加工 装置 



図 1 一 典型的 機械の ブロック 図 
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1 適用 範囲 

この 規格 は， 機械の 電気装置 に関して， 次の こと を 達成す るた めの 要求 事項 及び 推奨 事項 を 規定す る。 
― 人 及び 財産の 安全 
- 制御 応答の 一貫性 
一 保全の 容易 性 

この 規格 は， 稼働 中には 手で 運搬で きない 機械に 用いる， 電気 '電子' プログラマ ブル 電子の， 装置 及び 
システム について 規定す る。 連携して 稼働す る 一群の 機械 も 適用 範囲に 含む。 

注記 1 この 規格 は， 技術 を 応用 （適用） する 規格であって， 技術の 進歩 を 制限 又は 禁止す る もので 
はない。 

注記 2 この 規格で は， "電気の" という 用語 は， 電気， 電子 及び プログラマ ブル 電子に 関する 事項 を 

含む （すなわち， 電気装置 は， 電気装置， 電子 装置 及び プログラマ ブル 電子 装置 を 含む。）。 
注記 3 この 規格で は， "人" という 用語 はすべ ての 個人 をい い， 機械の 使用者 又は その 代理者から， 
当該 機械の 使用 及び 手入れ を 仕事と して 割り当てられ， 指示され た 人 を 含む。 
この 規格 は， 機械の 電気装置の 電源 接続 点から 内側の 部分に ついて 規定す る （5.1 参照)。 
注記 4 建築物の 電源 設備に 関する 要求 事項 は， JISC 60364 規格 群に 規定され ている。 
この 規格 は， 公称 電源 電圧が 交流 1 000 V 以下， 直流 1500 V 以下， 公称 周波数 200 Hz 以下で 作動す る 
電気装置に 適用す る。 

注記 5 これよ り 高い 電圧に 関して は JISB 9960-11 に 規定され ている。 
こ の 規格 は， 電気 的 危険 源 以外の 危険 源 か ら 人 を 保護す るた め に 必要な 他の 規格 又は 規則が 要求す る 事 
項 （例えば， ガード， イン 夕 ロック 又は 制御） のす ベて を扱ゔ わけで はない。 機械に は， 適切な 安全性 を 
備える ために， 機械の 種類 ごとに 特有の 要求 事項が ある。 

この 規格の 適用 対象に は， 特に 3.35 で 定義す る 機械の 電気装置 を 含む が， これ だけに は 限定し ない。 

注記 6 附属 書 C は， この 規格 を 適用で きる 電気装置 を 用いる 機械の 例 を 示す。 
この 規格 は， 例えば， 次に 示す 機械の 電気装置に 適用す るよう な 追加 及び 特別の 要求 事項 は 規定し ない。 
一 屋外 （すなわち， 建物 又は 他の 保護 構造 物の 外） で 用いる 機械。 

― 爆発す る 可能性の ある もの （例えば， 塗料 又は 削りく ず） を， 使用， 加工， 又は 製造す る 機械。 

- 爆発性 又は 可燃性の 雰囲気 内で 用いる 機械。 

- 特定の 材料 を 製造 又は 使用 するとき に 特別な リスクが ある 機械。 

一 鉱坑 内で 用いる 機械。 

- 縫製 機械， 縫製 ユニット， 及び 縫製 システム （JISB 9960-31 で 規定。）。 
一 巻 上 機械 （JISB 9960-32 で 規定。）。 
電気 エネルギー を 加工 手段と して 直接 用いる 電力 回路 は， この 規格で は 規定し ない。 
注記 7 この 規格の 対応 国際規格 及び その 対応の 程度 を 表す 記号 を， 次に 示す。 

IEC 60204-1:2005, Safety of machinery ― Electrical equipment of machines — Part 1 : General 
requirements (MOD) 

なお， 対応の 程度 を 表す 記号 (MOD) は， ISO/IECGuide21 に 基づき， 修正して いる こと を 
示す。 

2 引用 規格 

次に 掲げる 規格 は， この 規格に 引用され る ことによって， この 規格の 規定の 一部 を 構成す る。 

著作権法 により 無断での 複製， 転載 等 は 素 止されて お り ます。 
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これらの 引用 規格のう ちで， 西暦 年 を 付記して ある もの は， 記載の 年の 版 を 適用し， その後の 改正 版 （追 
補 を 含む。） に は 適用し ない。 西暦 年の 付記がない 引用 規格 は， その 最新 版 （追 補 を 含む。） を 適用す る。 



JISB 9700-1:2004 機械 類の 安全性 一 設計の ための 基本概念， 一般 原則 一 第 1 部： 基本 用語， 方法論 
注記 対応 国際規格 ： ISO 12100-1:2003， Safety of machinery -Basic concepts, general principles for 
design 一 Part 1 : Basic terminology, methodology (IDT) 
JIS B 9700-2:2004 機械 類の 安全性— 設計の ための 基本概念， 一般 原則 一 第 2 部： 技術 原則 

注記 対応 国際規格 ： ISO 12100-2:2003, Safety of machinery - Basic concepts, general principles for 
design — Part 2: Technical principles (IDT) 
JIS B 9703:2000 機械 類の 安全性 ― 非常 停止 ― 設計 原則 

注記 対応 国際規格 ： ISO 13850:1996, Safety of machinery - Emergency stop — Principles for design 
(IDT) 

JISB 9705-1:2000 機械 類の 安全性— 制御システムの 安全 関連 部— 第 1 部 ： 設計の ための 一般 原則 
注記 対応 国際規格 ： ISO 13849-1:1999, Safety of machinery - Safety-related parts of control systems - 
Part 1 : General principles for design (IDT) 
JIS B 9706-1:2001 機械 類の 安全性 一 表示， マ一 キング 及び 作動— 第 1 部 ： 視覚， 聴覚 及び 触覚 シグ 

ナルの 要求 事項 

注記 対応 国際規格： IEC 61310-1:1995， Safety of machinery -Indication, marking and actuation - 
Part 1 : Requirements for visual, auditory and tactile signals (IDT) 
JISB 9706-2:2001 機械 類の 安全性— 表示， マーキング 及び 作動— 第 2 部： マーキングの 要求 事項 
注記 対応 国際規格 ： IEC 61310-2:1995, Safety of machinery - Indication, marking and actuation - 
Part 2: Requirements for marking (IDT) 
JIS B 9706-3:2001 機械 類の 安全性— 表示， マ一 キング 及び 作動— 第 3 部： ァ クチ ユエ一 夕の 配置 及 
び 操作に 対する 要求 事項 
注記 対応 国際規格 ： IEC 61310-3:1999, Safety of machinery - Indication, marking and actuation - 
Part 3: Requirements for the location and operation of actuators (IDT) 
JIS B 9961:2008 機械 類の 安全性— 安全 関連の 電気 • 電子 'プログラマ ブル 電子 制御システムの 機能 



注記 対応 国際規格 ：IEC 62061:2005, Safety of machinery - Functional safety of safety-related electrical, 

electronic and programmable electronic control systems (IDT) 
JIS C 0365 感電 保護 - 設備 及び 機器の 共通 事項 

注 言 己 対応 国際規格 ： IEC 61140， Protection against electric shock — Common aspects for installation and 

equipment (IDT) 

JIS C 0445 文字 数字の 表記に 関する 一般 則 を 含む 機器の 端子 及び 識別 指定され た 電線 端末の 識別 法 
注記 対応 国際規格 ： IEC 60445, Basic and safety principles for man-machine interface, marking and 
identification ― Identification of equipment terminals and of terminations of certain designated 
conductors, including general rules for an alphanumeric system (IDT) 
JIS C 0447 マンマシンインタフェース （MMI) —操作の 基準 

注記 対応 国際規格 ： IEC 60447, Man-machine interface (MMI) -Actuating principles (IDT) 
JIS C 0448 表示 装置 （表示 部） 及び 操作 機器 （操作 部） のた めの 色 及び 補助 手段に 関する 規準 
注記 対応 国際規格 ： IEC 60073, Basic and safety principles for man-macnme interface, marking and 



安全 
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identification 一 Coding principles for indication devices and actuators (IDT) 
JIS C 0452-1:2004 電気 及び 関連 分野 一 工業用 システム， 設備 及び 装置， 並びに 工業製品 一 構造 化 原 
理 及び 参照 指定 一 第 1 部 ： 基本 原則 
/ild 対応 111 際 規格 ： IEC 61346-1:1996, Industrial systems, installations and equipment and industrial 
products ― Structuring principles and reference designations ― Part 1 : Basic rules (IDT) 
JIS C 0452-2:2005 電気 及び 関連 分野 一 工業用 システム， 設備 及び 装置， 並びに 工業製品 一 構造 化 原 
理 及び 参照 指定— 第 2 部： オブジェクトの 分類 （クラス） 及び 分類 コード 
注記 対応 国際規格 ： IEC 61346-2:2000, Industrial systems, installations and equipment and industrial 
products ― Structuring principles and reference designations ― Part 2: Classification of objects and 
codes for classes (IDT) 
JIS C 0453:2005 電気 及び 関連 分野— 部品 リストの 作成 

注記 対応 国際規格 ： IEC 62027:2000, Preparation of parts lists (IDT) 
JIS C 0457:2006 電気 及び 関連 分野 - 取扱説明書の 作成 一 構成， 内容 及び 表示 方法 

注記 対応 国際規格 ： IEC 62079:2001， Preparation of instructions ― Structuring, content and presentation 
(IDT) 

JIS C 0617 ( 規格 群） 電気 用 図 記号 

注記 対応 国際規格 ： IEC 60617(all parts), Graphical symbols for diagrams (IDT) 
JIS C 0664:2003 低圧 系統 内 機器の 絶縁 協調 第 1 部： 原理， 要求 事項 及び 試験 

注記 対応 国際規格 ： IEC 60664-1:1992, Insulation coordination for equipment within low-voltage 
systems —Part 1 : Principles, requirements and tests (MOD) 
JIS C 0920:2003 電気 機械 器具の 外郭に よ る 保護 等級 （IP コ 一 ド） 

注記 対応 国際規格 ： IEC 60529:2001， Degrees of protection provided by enclosures (IP Code) (IDT) 
JIS C 1082-1:1999 電気 技術 文書 一 第 1 部 ： 一般 要求 事項 

注記 対応 国際規格 ： IEC 61082-1:1991, Preparation of documents used in electrotechnology - Part 1: 
General requirements (Amendment 1， Amendment 2 を 含む。) (MOD) 
JIS C 1082-2:1999 電気 技術 文書— 第 2 部： 機能 図 

注記 対応 国際規格 ： IEC 61082-2:1993， Preparation of documents used in electrotechnology - Part 2: 
Function-oriented diagrams (IDT) 
JIS C 1082-3:1999 電気 技術 文書— 第 3 部： 接続 図， 表 及び リスト 

注記 対応 国際規格 ： IEC 61082-3:1993, Preparation of documents used in electrotechnology - Part 3: 
Connection diagrams, tables and lists (IDT) 
JIS C 1082-4:1999 電気 技術 文書— 第 4 部 ： 配置 及び 据 付け文 書 

注記 対応 国際規格 ： IEC 61082-4:1996, Preparation of documents used in electrotechnology - Part 4: 
Location and installation documents (IDT) 
JIS C 2811 工業用 端子 台 

注記 対応 国際規格 ： IEC 60947-7-1:1989, Low-voltage switchgear and controlgear-Part 7-1: Ancillary 
equipment ― Terminal blocks for copper conductors (MOD) 
JIS C 4034-1 回転 電気 機械— 第 1 部： 定格 及び 特性 

注記 対応 国際規格 ： IEC 60034-1， Rotating electrical machines - Part 1: Rating and performance (NEQ) 
JIS C 4034-5 回転 電気 機械 - 第 5 部 ： 外被 構造に よ る 保護 方式の 分類 
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注- ョ C 対応 国際規格 ： IEC 60034-5, Rotating electrical machines— Part 5: Degrees of protection provided 
by the integral design of rotating electrical machines (IP code) ― Classification (IDT) 
JISC 4203:2001 一般 用 単相 誘導電動機 
注記 対応 国際規格： 

IEC 60072-1:1991, Dimensions and output series for rotating electrical machines— Part 1: Frame 
numbers 56 to 400 and flange numbers 55 to 1080 (MOD) 

IEC 60034-1: 1996， Rotating electrical machines — Part 1 : Rating and performance (MOD) 
JIS C 4210:2001 一般 用 低圧 三相 か ご 形 誘導電動機 
注記 対応 国際規格： 

IEC 60072-1:1991, Dimensions and output series for rotating electrical machines — Part 1: Frame 
numbers 56 to 400 and flange numbers 55 to 1080 (MOD) 

IEC 60034-1:1996， Rotating electrical machines— Part 1: Rating and performance (MOD) 
IEC 60034-2:1972, Rotating electrical machines ― Part 2: Methods for determining losses and 
efficiency of rotating electrical machinery from tests (MOD) 
IEC 60034-9:1997, Rotating electrical machines— Part 9: Noise limits (MOD) 
IEC 60034-12:1972， Rotating electrical machines — Part 12: Starting performance of single-speed 
three-phase cage induction motors for voltage up to and including 660 V (MOD) 
JISC 4212:2000 高 効率 低圧 三相 かご 形 誘導電動機 

注 言 己 対応 国際規格 ： IEC 60072-1:1991, Dimensions and output series for rotating electrical machines 

— Part 1: Frame numbers 56 to 400 and flange numbers 55 to 1080 (MOD) 
JIS C 60364-4-41:2006 建築 電気 設備 一 第 4-41 部 ： 安全 保護— 感電 保護 

注記 対応 国際規格 ： IEC 60364-4-41:2001, Electrical installations of buildings -Part 4-41 : Protection for 
safety ― Protection against electric shock (IDT) 
JIS C 60364-4-43:2006 建築 電気 設備 一 第 4-43 部 ： 安全 保護— 過 電流 保護 

注記 対応 国際規格 ： IEC 60364-4-43:2001， Electrical installations of buildings -Part 4-43: Protection for 
safety ― Protection against overcurrent (IDT) 
JISC 60364-5-52:2006 建築 電気 設備 一 第 5-52 部： 電気機器の 選定 及び 施工- 配線 設備 

注記 対応 国際規格 ： IEC 60364-5-52:2001, Electrical installations of buildings -Part 5-52: Selection and 
erection of electrical equipment ― Wiring systems (IDT) 
JIS C 60364-5-53:2006 建築 電気 設備-第 5-53 部 ： 電気機器の 選定 及び 施工— 断路， 開閉 及び 制御 
注記 対応 国際規格 ： IEC 60364-5-53:2001, Electrical installations of buildings— Part 5-53: Selection and 
erection of electrical equipment ― Isolation, switching and control (IDT) 
JIS C 60364-5-54:2006 建築 電気 設備— 第 5-54 部： 電気機器の 選定 及び 施工 一 接地 設備， 保護 導体 及 
び 保護 ボンディング 導体 

注記 対応 国際規格 ： IEC 60364-5-54:2002, Electrical installations of buildings -Part 5-54: Selection and 
erection of electrical equipment ― Earthing arrangements, protective conductors and protective 
bonding conductors (IDT) 
JIS C 60364-6-61:2006 建築 電気 設備— 第 6-61 部 ： 検証 一 最初の 検証 

注記 対応 国際規格 ： IEC 60364-6-61:2001, Electrical installations of buildings -Part 6-61: Verification 

— Initial verification (IDT) 
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JIS C 8201-1 低圧 開閉 装置 及び 制御装置 一 第 1 部 ： 通則 

注記 対応 国際規格 ： IEC 60947-1, Low-voltage switchgear and controlgear — Part 1: General rules 
(MOD) 

JIS C 8201-2-1:2004 低圧 開閉 装置 及び 制御装置— 第 2-1 部： 回路 遮断器 （配線 用 遮断器 及び その他の 
遮断器） 

注記 対応 国際規格 ： IEC 60947-2:2003, Low-voltage switchgear and controlgear - Part 2: Circuit 
-breakers (MOD) 

JIS C 8201-2-2:2004 低圧 開閉 装置 及び 制御装置 一 第 2-2 部 ： 漏電 遮断器 

注記 対応 国際規格 ： IEC 60947-2:2003, Low-voltage switchgear and controlgear - Part 2: Circuit 
-breakers (Annex B) (MOD) 
JIS C 8201-3 低圧 開閉 装置 及び 制御装置— 第 3 部 ： 開閉器， 断路 器， 断路 用 開閉器 及び ヒューズ 組み 
ュニッ ト 

注記 対応 国際規格 ： IEC 60947-3, Low-voltage switchgear and controlgear Part 3: Switches, 
disconnectors, switch-disconnectors and fuse-combination units (MOD) 
JIS C 8201-5-1 低圧 開閉 装置 及び 制御装置 一 第 5 部 ： 制御 回路 機器 及び 開閉 素子 一 第 1 節 ： 電気 機械 
制御 回路 機器 

注記 対応 国際規格 ： IEC 60947-5-1, Low-voltage switchgear and controlgear -Part 5-1: Control circuit 
devices and switching elements ― Electromechanical control circuit devices (MOD) 
JIS C 8285-1 工業用 プラグ， コンセント 及び カプラー 第 1 部： 通則 

ミ主言 己 対応 国際規格 ： IEC 60309-1, Plugs, socket-outlets, and couplers for industrial purposes -Part 1: 
General requirements (MOD) 
ISO 7000:2004, Graphical symbols for use on equipment ― Index and synopsis 
ISO 13849-2:2003, Safety of machinery — Safety-related parts of control systems —Part 2: Validation 
IEC 60034-11, Rotating electrical machines— Part 11: Thermal protection 

IEC 60072-2:1990, Dimensions and output series for rotating electrical machines — Part 2: Frame numbers 355 

to 1 000 and flange numbers 1180 to 2360 
IEC 60417-DB:2002, Graphical symbols for use on equipment 

IEC 60439-1:1999, Low-voltage switchgear and controlgear assemblies— Part 1: Type-tested and partially 
type-tested assemblies 

IEC 60445:1999, Basic and safety principles for man-machine interface, marking and identification ― 

Identification of equipment terminals and of terminations of certain designated conductors, including 

general rules for an alphanumeric system 
IEC 60446:1999, Basic and safety principles for man-machine interface, marking and identification ― 

Identification of conductors by colours or numerals 
IEC 60898:1995, Electrical accesories ― Circuit-breakers for overcurrent protection for household and similar 

installations 

IEC 60621-3:1979, Electrical installations for outdoor sites under heavy conditions (including open-cast mines 
and quarries). Part 3: General requirements for equipment and ancillaries 

IEC 60947-3:1999, Low-voltage switchgear and controlgear ― Part 3: Switches, disconnectors, switch- 
disconnectors, and fuse combination units 
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IEC 61557-3:1997, Electrical safety in low voltage distribution systems up to 1000 V a.c, and 1500 V d.c. ― 
Equipment for testing, measuring or monitoring of protective measures — Part 3: Loop impedance 

IE し 61558-1:1997, Safety of power transformers, power supply units and similar ― Part 1: General 
requirements and tests, Amendment 1 (1998) 

IEC 61558-2-6, Safety of power transformers, power supply units and similar — Part 2-6: Particular 
requirements for safety isolating transformers for general use 

IEC 61984:200 1 ， Connectors ― Safety requirements and tests 

IEC 62023:2000, Structuring of technical information and documentation 

3 用語 及び 定義 

この 規格で 用いる 主な 用語 及び 定義 は， 次に よる。 

3.1 

ァ クチ ユエ ータ (actuator) 

外部から 人が 操作す る 機器の 部分。 

注記 1 ァ クチ ユエ 一夕に は， ハンドル， ノブ， 押しボタン， ローラ， プラン ジャ などが ある。 
注記 2 制御 手段に は， 人体の 部位 （手， 足な ど） の 動きだけ で 作動し， 外部からの 作動 力 を 必要と 

しない もの も ある。 ' 
注記 3 3.34 も 参照。 

3.2 

周囲お 度 vambient temperature) 

装置 使用 場所の 空気 又は 媒体の 温度。 
3.3 

バリア （barrier) 

通常の 方向からの 接近に よる 直接接触 を 防護す る 部分 （IEV 826-03-13 による。） "。 

注 り IEV ： International Electrotechnical Vocabulary (国際 電気 標準 用語) は， IEC 60050 で 規定され て 
いる。 IEV 826-03-13 は， IEC 60050-826-03-13 を 意味す る （以下， 同様。）。 

3.4 

ケープ J レ トレ 1 (cable tray) 

ケーブル を 支持す る ものであって， 底 部 は 連続して いて， 盛り上がった 縁が あり， カバ一 がない もの （IEV 
826-15-08 による。）。 

注記 ケーブル ト レイに は， 孔の ある ものと 孔 のない ものと が ある。 

3.5 

ケーブル ト ランキング システム （cable trunking system) 

絶縁 導体， ケーブル 及び コ一ド を 完全に 覆うた めの， 及び その他の 電気装置 を 収容す るた めの， 底 部 及 
び 取 外し 可能な カバ一 からなる 閉じた ェン クロージャ システム。 
3.6 

並行 作 (concurrent actuation) 

並行して 操作す る こと。 二つ 以上の 制御機 器が 同時に （同期して いな くて よい。） 操作され る 状況 をい う 
ときに 用いる。 
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3.7 

コ ンジッ ト （conduit) 

電気 設備 において， 絶縁 導体 又 は ケーブル を 通し， 交換で きる 円形 又は 非 円形の 断面 を もつ 閉 じ た 配線 
用 部品 （IEV 826-06-03 による。）。 

注記 コン ジット は， 絶縁 導体 又は ケーブル を 軸 方向から だけ 引き込む ことができ， 軸と 直角 方向 か 
ら 挿入す るすき 間が できない よう にし， 互いに 密着して 接合す る こ とが 望ま しい。 

3.8 

(機械の） 制御 回路 [control circuit (of a machine)] 

機械 及び 電気装置の 制御 （ 監視 を 含む。） のた めの 回路。 
3.9 

制御機 器 （control device) 

制御 回路に 接続して 機械の 運転 制御の ために 用いる 機器 （例えば， 位置 センサ， 手動 操作 スィッチ， リ 
レー， コン タク 夕， 電磁 弁な ど。）。 
3.10 

制御装置 （controlgear) 

電気 エネルギー を 消費す る 装置の 制御 を 主な 目的と する， 開閉機 器 及び これに 付随す る 制御， 計測， 保 
護， 調節の ための 装置との 組合せ。 また， これらの 機器 及び 装置と 内部 （相互） 接続， 附属 品， ェン クロ 
ージ ャ 及び 支持 構造 と の 組合せ 品 （IEV 441-11-03 を 修正) 。 
3.11 

制御 停止 (controlled stop) 

機械の 停止 プロセス を 実行して いる 間， 機械 ァ クチ ユエ 一夕への 電力供給 を 維持す る 機械の 停止。 
3.12 

直接 接 角 虫 (direct contact) 

人 又は 家畜 と 充電 部 と の 接触 （IEV 826-12-03 による。）。 
3.13 

(接点の） 直接 開路 動作 機能 [direct opening action (of a contact element)] 

操作 部の 一定の 動きに よって 非 弾性 構造 材 （例えば， ばねに 依存し ない もの） を 経由して 達成す る 接点 
開 離 機能 （JIS C 8201-5-1 の K.2.2 による。）。 
3.14 

ダク 卜 （duct) 

導体， ケーブル 及び ブス バー を 保持 又は 保護す るた めの チャネル。 

注記 コン ジット （3.7 参照）， ケーブル ト ランキング システム （3.5 参照） 及び 床下 チャネル は， ダク 
卜の 一形 式で ある。 

3.15 

電気 設備 区域 (electrical operating area) 

かぎ （鍵） 又は 道具 を 用いずに 扉 を 開ける ことによって， 又は バリア を 取り除く ことによって， 電気 作 
業 員 又は 電気 取扱 者 だけが アクセス でき るよう にした， 明 り よ う な 警告 標識の ある 電気 設備 室 又は 区域。 
3.16 

電子 装 ii ^electronic equipment) 

主と し て 電子 機器 及び 電子 部品に よ つ て 作動す る 回路 を 含む 電気装置の 部分。 
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3.17 

非常 停止 機器 (emergency stop device) 

非常 停止 機能 を 作動させる 手動の 制御機 器 （JISB 9703 の 3.2 による。）。 
注記 附属 書 E を 参照。 

3.18 

非常 スィ ツチ ング オフ 機器 (emergency switching off device) 

感電の リ ス ク 又は その他の 電気 的 リ スクが 発生した 設備の 全体 又は 部分への 電気 エネルギーの 供給 を 遮 
断す るた めの 手動の 制御機 器。 
注記 附属 書 E を 参照。 

3.19 

囲い 力、 ある 電; saiS 備 区域 (enclosed electrical operating area) 

かぎ （鍵） 又は 道具 を 用いて 扉 を 開ける ことによって， 又は バリア を 取り除く ことによって， 電気 作業 
員 又は 電気 取扱 者 だけが アクセス できる ようにした， 明りよう な 警告 標識の ある 電気 設備 室 又は 区域。 
3.20 

ェン クロージャ （enclosure) 

外部の 影響から 電気装置 を 保護す る 機能 及びす ベて の 方向 か ら の 直接接触 を 防止す る 機能 を も つ 部分。 
注記 現行の IEV から 引用した この 定義 を この 規格に 適用す るた めに， 次の 説明 を 追加す る。 

a) ェン クロージャ は， 人 又は 家畜が 危険な 部分へ 接近し ないように 保護す る。 

b) バリア， 異物が 侵入し にくい ような 形に した 開口部， その他 これらの 類で， 特定の テスト プ 
ローブ を 差し込めな いように 又は 差し込み にく く した もの も， それらが ェン クロージャに 取 
り 付けられて いるか ェン クロージャ 内の 装置で 形成され ている かに かかわらず， ェン クロー 
ジャの 一部と みなす。 ただし， かぎ （鍵） 又は 工具 を 用いずに 外せる もの は 除く。 

c) 次の もの もェン クロージャ とみな す。 

一 キャビネット 又は 箱。 機械に 装着され ている もの も 機械から 分離して いるもの も 含む。 
- 機械の 構造 内の 囲われた 空間に よ つ て 構成 される 区画... 照 

3.21 

装 匾 (equipment) 

機械の 電気装置の 部分と して， 又は 機械の 電気装置に 関連して 用いる， 材料， 取 付け 器具， 機器， 構成 
品， 部品， 器具な ど。 
3.22 

等 電位 ボンディング （equipotential bonding) 

導電性 部分 間の 電気 的 接続で あ つて， これによ つて 等 電位 を 達成す る こと を 意図す る もの （IEV 195-1-10 
による。）。 
3.23 

露出 導電性 部分 （exposed conductive part) 

正常 運転 状態で は 充電され ない が， 障害 （絶縁 故障） 時に 充電 状態と なり 得る， 電気装置の， 人が 接触 
可能な 導電性 部分 （IEV 826-12-10 を 修正) 。 
3.24 

外部 導電性 部分 （extraneous conductive part) 

電気 設備の 構成に 含まれない 導電性 部分であって， 電位 を もち 得る が 一般に 接地 電位と なる もの （IEV 
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826-12-11 を 修正）。 
3.25 

故障 （failure) 

要求され る 機能 を 遂行す る 能力が アイテム 2) になく なること。 

注 2) アイテム （品目） と は， ディ ペン ダビ リ ティの 対象と なる， 部品， 構成 品， デバイス， 装置， 
機能 ユニット， 機器， サブシステム， システムの 総称， 又はい ずれ か をい う。 アイテム は， ハ 
一 ドウ エア， ソフトウェア， 又は その 両方から 構成され る。 
注記 1 故障 後， アイテム は 障害 （状態） になる。 

注記 2 "故障" は 事象であって， 状態 を 意味す る "障害" と は 区別され る。 

注記 3 ここに 定義す る 概念 は， ソフトウェア だけで 構成され る アイテムに は 適用し ない （IEV 
191-04-01 による。）。 

注記 4 実際に は， "障害" 及び" 故障" という 用語 は， しばしば 同義語と して 用いられる。 

3.26 

障害 （不具合） （fault) 

予防 保全 若し く は 計画的 行動 又は 外部 資源の 不足に よって 機能 を 実行で きない 状態 を 除き， 要求され る 
機能 を 実行で きない アイテムの 状態。 

注記 1 障害 は， しばしば アイテム 自体の 故障の 結果で ある 力、 事前の 故障がなくても 存在す る こと 
が ある。 

注記 2 英語の "fault" は， 絶縁 故障， 地 絡 を 意味す る こと も ある。 IEC 60204-1 では， "fault" が こ 

の 意味で 多用され ている。 

3.27 

機能 ポンティング （functional bonding) 

電気装置が 正常に 機能す るた めに 必要な 等 電位 ボンディング。 
3.28 

危険 源 (hazard) 

身体 的 傷害 又は 健康 障害 を 引き起こす 根源。 

注記 1 危険 源と いう 用語 は， 危険の 発生 源 （例えば， 機械的 危険 源， 電気 的 危険 源な ど） を 明確に 
し， 又は 潜在的な 危害の 性質 を 明確に する ために 修飾語 を 付けて 用いられる ことがある （例 
えば， 感電の 危険 源， 切断の 危険 源， 毒性に よる 危険 源， 火災に よる 危険 源な ど。）。 
注記 2 この 定義に おいて， 危険 源 は， 次の もの を 想定して いる。 

- 機械の "意図す る 使用" の 期間 中， 恒久的に 存在す る もの （例えば， 危険な 動き をす る 要 

素の 運動， 溶接工 程 中の 電弧， 不健康 的な 姿勢， 騷音 放射， 高温な ど)， 又は， 
一 予期せ ずに 現れ 得る もの （例えば， 爆発， 意図し ない 起動 及び 予期し ない 起動の 結果と し 
ての 押しつ ぶしの 危険， 破損の 結果と しての 放出， 加速度 又は 減速 度の 結果と しての 落下 
など。） 

(JIS B 9700-1, 3.6 を 修正） 
3.29 

間接 接触 （indirect contact) 

絶縁 故障に よ つ て 充電 状態 と な つ た 露出 導電性 部分に 人 又は 家畜が 触れる こ と （IEV 826-12-04 による。）。 
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3.30 

誘導 式 電力 供 ソス テム (inductive power supply system) 

軌道 変換器 及び 軌道 導体から なり， ピック アップ （1 個 又は 複数） 及び 関連す る ピック アップ 変換器 は 
移動 可能で， 移動 機械な どへの 給電 を 電気 的 又は 機械的な 接触な し に 行う 誘導 式の 電力供給 システム。 
注記 軌道 導体と ピック アップと は， それぞれ 変圧器の 一次 巻 線と 二次 巻 線と に 相似して いる。 

3.31 

電 力 作業 貝 "electrically, instructed person] 

電気が 引き起こす リスクに 気付き， 危険 源 を 回避で きる ように， 電気 取扱 者から 適切な 助言 又は 指示 を 
受けた 者 （IEV826-18-02 を 修正）。 
3.32 

(安全 防護の ための） インタ ロック [interlock (for safeguarding) ] 

制御システム 及び/又は 機械に 供給す る 電源の 全部 又は 一部と ガード 又は 機器と を 関連させる 仕組み。 
3.33 

充電 部 （live part) 

通常の 使用 状態で 電圧が 印 加され ている 導体 及び 導電性 部分。 中性 線 を 含む が， 通常， PEN 導体 は 含ま 
ない。 

注記 この 用語 は， 必ずしも 感電の リスク を もつ 導体 を 意味す る もので はない。 

3.34 

機械 ァ クチ ユエ ータ (machine actuator) 

機械 を 作動させる 駆動機 構。 
3.35 

機械 類 vmachinery, machine) 

連結され た 部分 又は 構成 品の 組合せで， そのうちの 少なくとも 一つ は 適切な 機械 ァ クチ ユエ 一夕， 制御 
回路 及び 動力 回路 を 備えて 動く ものであって， 特に， 材料の 加工， 処理， 移動， こん （梱） 包な どの 用途 
に 合うよう に 結合され たもの。 

また， "機械 類" という 用語 は， 同一の 目的 を 達成す るた めに 完全な 統一 体と して 機能す るよう に 配置 さ 
れ， 制御され る 複数の 機械の 集合体に 対しても 用いる （JISB9700-1, 3.1 を 修正)。 

注記 この 定義に おける 構成 品と いう 用語 は， 広い 意味の 構成 品であって， 電気 的 構成 品 だけ を 意味 
する もので はない。 

3.36 

マーキング （marking) 

装置， 構成 品 及び/又は 機器の 識別 （特徴の 識別 を 含む。） を 主 目的と する 標示。 刻印 を 含む。 
3.37 

中性 線 （記号 N) (neutral conductor, N) 

電源 系統の 中性 点と 接続され， 電気 エネルギーの 伝送に 寄与で きる 導体 （IE V 826-14-07 を 修正)。 
3.38 

ォ ブス タク ル （obstacle) 

不用意な 直接接触 を 防止す るた めの 構造 物。 意図的 動作に よる 直接接触 を 防止す る もので はない。 
3.39 

過 電流 (overcurrent) 
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定格 値 を 超える 電流。 導体の 定格 値と は 許容 電流 値 をい う （IEV 826-11-14 を 修正)。 
3.40 

(回路の） 過 負荷 [overload (of a circuit)] 

回路に お け る 電流 と 時間 と に 関係す る 量 む)… であって， 回路に 障害が な いとき に そ れが 回路の 定格 負 
荷 を 超えて いる こと。 

注記 過 負荷 を 過 電流の 同義語と して 用いる こと は 望ましくない。 

3.41 

プラク • ソケッ 卜 対 (plug/socket combination) 

二つ 以上の の 導体の 接続 及び 切 離 し をす るた め に 導体の 終端に 用 いる 構成 品 及び こ れに かん （嵌） 合す 
る 構成 品。 

注記 プラグ， ソケット 対の 例に は， 次の ものが ある。 
― IEC 61984 の 要求 事項 を 満た す コネクタ。 

一 J1SC 8285-1 による プラグ 及び コンセント， ケーブル 力 ブラ 又は 機器 用 力 ブラ。 

― IEC 60884-1 による プラグ 及び コンセント， 又 は IEC 60320-1 による 機器 用 力 ブラ （電源 接続 

器）。 

3.42 

電力 回路 (power circuit) 

生産 用 装置の 各部 分 及び 制御 用 変圧器に， 電源 網から 電力 を 供給す る 回路。 
3.43 

保 1^爪 ンデ イング ^protective bonding) 

感電 保護の ための 等 電位 ボンディ ング。 

注記 感電 保護 手段 は， やけど， 火災の リスク を 低減す る こと も ある。 

3.44 

保護 ボンディ ング 回路 （protective bonding circuit) 

絶縁 故障 （漏電） 時の 感電 保護の ために 接続され る 保護 導体 及び 導電性 部分。 
3.45 

保護 4 体 v protective conductor) 

感電 保護の ために， 次の 部分 を 電気 的に 接続す る 保護 ボンディング 用 導体。 
一 露出 導電性 部分 
- 外部 導電性 部分 

― 主 接地 端子 （PE) ' 

(IEV 826-13-22 を 修正） 
3.46 

几:^ 性 ^redundancy ノ 

一つが 機能 を 失った とき， 他の 一つが 同じ 機能 を 確保す る 目的で， 機器， システム 又は それらの 一部 を 
少なくとも 二重 化する こと。 
3.47 

略ラ (reference designation) 

文書 及 び 装置 上 に 記載して アイテム を 識別 する 記号。 

注記 この 規格が 用いる "略号" という 用語 は， JISC0452-1 の "参照 指定" という 用語に 相当す る。. _. 
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3.48 

リスク （risk) 

危害 （傷害 又は 健康 障害） の 発生 確率 及び その 危害の ひど さとの 組合せ （JISB 9700-1 の 3.11 を 修正）。 
3.49 

安全 防護 物 （safeguard) 

危険 源から 人 を 保護す るた めの ガード 又は 保護 機器。 
3.50 

5c 全 防護 (safeguarding) 

本質的 安全 設計 方策 によって 合理的 に 除去 できない リスク， 又は 十分に 低減で きない リスクから 人 を 保 
護す るた めの， 安全 防護 物の 使用に よる 保護 方策 （JISB 9700-1 の 3.20 による。）。 
3.51 

作業 H】 (servicing level) 

電気装置の 操作 又は 保全 作業 をす る 人が 立つ 位置 （面)。 
3.52 

短絡 電流 (short-circuit current) 

電気回路 における 障害 又は 誤 接続に よる 短絡の 結果と して 発生す る 過 電流 （IEV 441-11-07 による。）。 
3.53 

電気 取扱 者 [(electrically) skilled person] 

電気に 起因す る 危険 源 を 回避で き るよう に 教育 • 訓練 を 受け， 従事 経験 を もつ 者 (IEV 826-18-01 を 修正)。 
3.54 

供給者 (supplier) 

機械に 関連す る 装置 又は 役務 （サービス） を 提供す る 者 （例えば， 製造業 者， 請負 者， 据付 者， イン テ 
グレー タ。 ）。 

注記 使用者 も 自ら 供給者になる ことがある。 

3.55 

開閉機 器 (switching device; 

一つ 以上の 電気回路の 電流 を オン 及び Z 又は オフす るよう に 作られた 機器 （IEV 441-14-01 を 修正)。 
注記 開閉機 器 は， 電流の オン 又は オフの どちら か一 つの 機能 を もつ こと も あり， 両方の 機能 を もつ 
こ とも ある。 

3.56 

非 制御 停止 （uncontrolled stop) 

機械 ァ クチ ユエ ータ への 電力供給 を 断つ ことによ る 機械 停止。 

注記 この 定義 は， 他の 停止 装置 （例えば， 摩擦 ブレーキ 又は 油圧 ブレーキ） が どのような 状態に な 
るか は 示唆して いない。 

3.57 

fe 用 者 vuser) 

機械 及び 機械に 関連す る 電気装置 を 用いる 者 （個人 又は 団体)。 

4 一般 要求 事項 
4.1 一般 考慮 事項 
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こ の 規格 は， 各種の 機械 及び 連携 し て 稼働す る 一群の 機械に 用いる 電気装置に 適用す る 。 
電気装置 関連の 危険 源に よる リスク は， 機械の リスク アセスメントの 全 要求 事項の 一部と して 評価し な 
ければ ならない。 それによ つて， 機械 及び 装置の 性能 を 許容で きる レベルに 保ちながら 適切な リスク 低減 
を 達成す る 方策 を 策定し， 危険 源に さらされる 人に 必要な 保護 方策 を 決定す る こ とがで きる。 

危険 状態 は 次の 原因から 起こ り 得る 力、 これらに 限定され る もので はない。 
一 感電 又は 電気 火災 を 引き起こす 可能性 を もつ， 電気装置の 故障 又は 障害。 
- 機械の 機能 不良 を 引き起こす， 制御 回路 （又は， その 構成 品 及び 機器） の 故障 又は 障害。 
一 機械の 機能 不良 を 引き起こす， 電力 回路の 故障 又は 障害， 及び 電源の 変動 又は 停電。 
一 安全 機能の 故障 を 引き起こす， 滑り 接触 回路 又は 転がり 接触 回路の 導通 不良。 

- 機械の 機能 不良 を 引き起こす， 電気装置の 外部 又は 内部で 発生す る 電気 的 妨害 （例えば， 電磁 妨害， 

静電気)。 ' 
― 蓄積 エネルギーの 解放 （電気 的 又は 機械的）。 例えば， 感電 又は 傷害 を もたらす ような 予期し ない 機械 

的 動き を 引き起こす。 
- 人の 健康 を 害する レベルの 騷音。 
- 傷害 を 引き起こし 得る 表面 温度。 

安全 方策 は， 電気装置 供給者が 装置の 設計 段階で 組み込む ものと， 使用者が 実施し なければ ならない も 
のとの 組合せで ある。 

設計 及び 開発の 過程で， 危険 源 及び その 危険 源から 生じる リスク を 同定し なければ ならない。 本質的 安 
全 設計に よって 危険 源 を 取り除く ことができない 場合 及び/又は リスク を 十分に 低減で きない 場合 は， リ 
スク 低減の ために 保護 方策 （例えば， 安全 防護 物） を 備えなければ ならない。 さらに リスク 低減 を 必要と 
する 場合 は， 追加 手段 (例えば， 警告 手段） を 備えなければ ならない。 これらの 保護 方策と 保護 手段と に 
加えて， リスク を 低く する ような 作業 手順が 必要と なる 場合が ある。 

電気装置の 使用者と 供給者と が， 電気装置 に関する 基本条件 及び 使用者の 追加 仕様に ついて 適切な 合意 
をす るた めに， 附属 書 B に 示す 調査 書 を 用いる こと を 推奨す る。 調査 書で 追加 仕様 を 指定す る 目的 は， 次 
のとお りで ある。 

一 その 機械 （又は 一群の 機械） の 種類 及び 用途に 応じて 必要な 追加の 特性 を 備える。 
― 保全 及び 修理 を 容易に する。 
- 信頼性 及び 操作 性 を 向上す る。 
4.2 装置の 選択 
4.2.1 —般 事項 

機械の 電気装置に 用いる 電気 部品 及び 電気機器 は， 次の すべて を 満足し なければ ならない。 
一 意図す る 用途に 適して いる。 

- 関連す る. gUli 格 ヌ^ IEC 規格が あれば， それらに 適合す る。 
- 供給者の 使用 上の 指示に 従って 用いる。 
4.2.2 IEC 60439 規格 群に 適合す る 電気装置 

機械の 電気装置 は， リスク アセスメント によって 同定され た 機械の 安全 要求 事項 を 満足 し な ければ な ら 
ない。 機械， 機械の 意図す る 用途， 及び その 機械の 電気装置の 仕様に 応じて， 機械の 設計者 は， 機械の 電 
気 装置の 部品 として IEC 60439 規格 群に 適合す る も の を 選択す る こと がで き る （附属 書 F 参照) 。 

注記 IEC 60439 規格 群 は， 低圧 開閉 装置 及び 制御装置の 広範囲の 用途 を カバーす る 機器の 要求 事項 
を 規定して いる。 
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4.3 電源 
4.3.1 —般 事項 

電気装置 は， 次の いずれ かの 電源 条件で， 正しく 作動す るよう に 設計し なければ ならない。 
― 4.3.2 又は 4.3.3 に 規定す る 電源。 
― 使用者が 指定す る 電源 （附属 書 B 参照)。 

一 供給者が 指定す る 電源 （機上 搭載 発電機の ような 特殊な 種類の 電源 を 用いる 場合)。 
4.3.2 交流 電源 

電圧 定常 時の 電圧が 公称 電圧の 0.9〜1.1 倍 

周波数 公称 電源 周波数の 0.99〜1,01 倍 （連続） 又は 0.98〜1.02 倍 （短時間） 

高調 波 高調 波 ひずみ （含有率） は， 第 2 高調 波から 第 5 高調 波までの 合計が 充電 導体 間の 総電 

圧 実効 値の 10 % 以下。 第 6 高調 波から 第 30 高調 波までの 合計が 充電 導体 間の 総 電圧 実 

効 値の 2 % 以下。 

電圧 不平 衡 三相 電源の 逆 相 分の 電圧 及び 零 相 分の 電圧 は， いずれも 正 相 分の 2 % 以下。 

瞬時 停電 電源の 中断 又は 無電 圧 状態 は， 供給 電源の サイクル のどの 時点で も 3 ms 以下で， 次の 中 

断までの 間隔 は 1 秒 を 超える。 
電圧 降下 降下 量 は 電源の 波高 値の 20 % 以下で， 降下 持続 時間 は 1 サイクルの 長さ を 超えず， 次 

の 降下までの 間隔 は 1 秒 を 超える。 

4.3.3 直流 電源 
電池 電源 

電圧 公称 電圧の 0.85〜1.15 倍 

電池 駆動 車両の 場合 は， 公称 電圧の 0.7〜1.2 倍。 
瞬時 停電 5 ms 以下 
コンバータ 電源 
電圧 公称 電圧の 0.9〜1.1 倍 

瞬時 停電 20ms 以下。 次の 中断までの 間隔 は， 1 秒 を 超える ものと する。 

注記 電子 機器の 適切な 作動 を 保証す るた め， IEC Guide 106 J タ種 .11値__5_^]^_)___ を 変更 している。 
リ ッ プル （p-p 値） 公称 電圧の 0.15 倍 以下 
4.3.4 特殊 電源 系統 

搭載 発電機の よう な 特殊な 電源供給 系統で は， 装置が 正し く 作動す るよ う に 設計され ている 場合に は， 
4.3.2 及び 4.3.3 に 規定す る 限界 値 を 超えて も よ い。 
4.4 物理的 環境 及び 運転 条件 
4.4.1 一般 事項 

電気装置 は， 運転 を 意図す る 場所の 物理的 環境 及び 運転 条件に 適して いなければ ならない。 4.4.2〜4,4,8 
の 要求 事項 は， こ の 規格が 対象 とする ほ とん どの 機械に 適用で きる 物理的 環境 及び 運転 条件 を 規定す る。 
特殊 条件 を 適用す る 場合， 又は 環境 条件 及び 運転 条件の 限度が この 規格の 規定値 を 超える とき は， 供給者 
と 使用者との 合意 （4.1 参照） が 必要になる ことがある。 
4.4.2 電磁 両立 性 （EMC) 

電気装置 は， その 意図す る 運転 環境に おいて 適正で あると される レベル を 超える 電磁 妨害 を 発生して は 
ならない。 さらに， 意図す る 運転 環境に おいて 正しく 機能す るよう に， 電磁 妨害に 対する 適切な イミ ュニ 
ティ を もたなければ ならない。 
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注記 1 包括的な EMC 規格 JIS C 61000-6-1 及び JIS C 61000-6-2, 並びに， CISPR 61000-6-3 及び IEC 

61000-6-4 は， EMC のィ ミ ュニ ティ 及び エミ ッシ ヨンの 一般的な 限度 値 を 規定して いる。 
注記 2 IEC/TR 61000-5-2 は， 電磁 両立 性の 確保 を 目的と する， 電気 • 電子 シス テ ム の 接地 及び 配線 
の 指針 を 示して いる。 個別 製品 規格 （例えば， JISB9704-1, IEC 61800-3, JIS C 8201-5-2) 

が あ る 場合 は， そ の 個別 規格が これら の 包括的 EMC 規格に 優先す る 。 
電磁 妨害の 発生， すなわち 伝導 及び 放射に よる ェ ミッション を 抑制す る 方策に は， 次の ものが ある。 
- 電源 フィルタ 
- 配線の シールド 

- RP 放射 を 最小 にす るよう に 設計した ェン クロー ジ ャ 。 
- RP 放射 抑制 技術 

伝導 及び 放射に よる RF 妨害に 対する 装置の ィ ミュニ ティ を 向上させる 方策に は， 次の ものが ある。 
一 次の こと を 考慮した， 機能 ボンディング システムの 設計。 

• 高感度の 電気回路 は， シャーシに 接続す る。 そのための 接続 端子に は， 次の 図 記号 IEC 60417-5020 
(DB:2002-10) を 表示す る 力、， 又は ラベル を 付けなければ ならない。 




• シャーシ を， RF インピーダンスの 小さい， 可能な 限り 最短の 導体で 接地 （PE) 導体に 接続す る。 
一 コモン モード 妨害 を 最小に する ため， 高感度の 電気装置 及び 電気回路 を， 直接 PE 導体 又は 機能 接地 
導体 (FE) (図 2 参照） に 接続す る。 FE 端子に は， 次の 図 記号 IEC 60417-5018 (DB:2002-10) を 表示 

する 力、， 又は ラベル を 付けなければ ならない。 




一 妨害 源から 高感度 回路 を 遠ざける。 

― RF 伝達 を 最小に する ように 設計した ェン クロージャ を 用いる。 
― EMC に 効果的な 配線 方法 を 採用す る。 

• ディ ファレン シャル （ノーマル） モード 妨害の 影響 を 低減す るた めに ツイ スト 線 を 用いる。 

• 妨害 を 放射す る 導体と 高感度 回路の 導体との 充分な 間隔 を 確保す る。 

• ケーブル 交差 は， ケーブルの 方向が できるだけ 90° に 近くなる ようにす る。 

• 導体 を できるだけ 接地 面に 近づけて 配線す る。 

• 低い RP インピーダンスで 終端した 静電 スクリーン 及び/又は 電磁 シールド を 用いる。 
4.4.3 周囲 温度 

電気装置 は， 意図す る 周囲 温度に おいて 正常に 作動し なければ ならない。 すべての 電気装置 は， 最低 条 
件と して， 周囲 温度が 5 °C〜40 °C の 間で 正常に 作動し なければ ならない。 

著しい 高温 環境 （例えば， 高温の 気候， 製鉄所， 製紙 所） 及び 低温 環境に 対して は， 特別な 要求が 必要 
となる （附属 書 B 参照)。 
4.4.4 湿度 

電気装置 は， 最高 周囲 温度 + 40 °C において 相対湿度が 50 % 以下のと き， 正常に 作動し なければ ならな 
い。 温度が 低い 場合に は 高い 湿度 （例えば， +20 °C では 90 %) も 許容す る。 

結露に よる 悪影^ は， 設計に よって 防止す る ものと し， 必要な 場合 は， 追加の 方策 （例えば， 内蔵 ヒー 
夕， エアコン， 水 抜き 孔） を 用いて これ を 防止し なければ ならない。 
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4.4.5 高度 

電気装置 は， 海抜 1 000 m までの 高度で 正常に 作動し なければ ならない。 «酸 者 t 楚 it 者ぶ-》 歐で 丄輕 
4.4.6 汚染 物 

電気装置 は， 固体 及び 液体の 侵入から 適切に 保護し なければ ならない （11.3 参照)。 

電気装置 は， 据 付け 場所の 環境に 汚染 物 （例えば， ほこり， 酸， 腐食 性 ガス， 塩分） が ある 場合に は， 
それらから 適切に 保護し なければ ならない （附属 書 B 参照）。 
4.4.7 電離 性 • 非 電離 性の 放射線 

電気装置が， 放射線 （例えば， マイクロ波， 紫外線， レーザ， X 線） を 受ける 場合， 追加 方策に よって 
装置の 機能 不良 及び 急速な 絶縁 劣化 を 防止し なければ な ら ない。 この こと について 供給者と 使用者との 間 
に 特別な 合意が 必要になる ことがある （附属 書 B 参照)。 
4.4.8 振動， 衝撃 及び バンプ 

振動， 衝撃 及び バンプ （機械 及び その 関連 装置に よって 発生す る もの， 並びに 環境から 生じる もの を 含 
む。） による 悪影^ は， 適切な 装置 を 選ぶ こと， 装置 を 機械から 十分 離して 据え付ける こと， 又は 防 振 器具 
を 用いる ことによって 回避し なければ ならない。 振動， 衝撃， バンプの 対策に ついて， 供給者と 使用者と 
の 間に 特別な 合： S が 必要になる ことがある （附属 書 B 参照）。 
4.5 輸送 及び 保管 

電気装置 は， 输送中 及び 保管 中に， 長時間で は — 25 Q C 〜+ 55°C， 24 時間 を 超えない 短時間で は +70 °C 
までの 温度の 影響に 耐える ように 設計す る 力、， 又は 適切な 温度 対策 を とらなければ ならない。 輸送 中 及び 
保管 中の 湿度， 振動， 衝撃に よる 損傷 を 防止す るた めの 適切な 手段 を 用いなければ ならない。 これにつ い 
て， 供給者と 使用者との 間に 特別な 合意が 必要になる ことがある （附属 書 B 参照)。 

注記 低温で 損傷 を 受け やすい ものに， ビニル （PVC) 絶縁 ケーブルが ある。 
4.6 運搬の 便宜の ための 手段 

重く， かさばる 電気装置であって， 輸送の ために 機械から 取り外さなければ ならない もの 又は 機械から 
独立して いるもの は， ク レーンな どで 取り扱え るよ う な 適切な 手段… (fj え (も…:? __り」5^ ヒ!: 上 を 備えな けれ 
ばなら ない。 
4.7 据 付け 

電気装置の 据 付け は， 電気装置 供給者の 指示に 従って 行わなければ ならない。 

5 入力 電源 導体の 接続， 断路 器 及び 開 路用 機器 
5.1 入力 電源 導体の 接続 

機械の 電気装置 は， 可能な 限り 単一の 電源に 接続す る ことが 望ましい。 入力 電源と 異なる 電源 を 装置の 
特定 部分 （例えば， 入力 電源 電圧と 異なる 電圧で 作動す る 電子 機器） に 用いる 必要が ある 場合に は， この 
電源 は， 可能な 限り 機械の 電気装置 を 構成す る 機器 （例えば， 変圧器， 変換器） から 供給す る ことが 望ま 
しい。 広い 範囲に 配置して 連携 稼働す る 多くの 機械で 構成す る 大形の 複合 機械 類に 対して は， 現場の 電源 
設備 配置に よって は， 複数の 入力 電源から 供給しても よい （5.3.1 参照)。 

入力 電源 導体の 接続に おいて は， プラグ 接続 [5.3.2 e) 参照] による 場合を除き， 電源 導体 を 電源 断路 
器に 直接 接続す る ことが 望ましい。 

中性 線 を 用いる 場合に は， そのこと を据 付図， 回路図な どの 機械の 技術 文書に 明記し， 16.1 に 従って N 
の 表示 ラベル を 付けた 絶縁 端子 を 中性 線 専用に 設けなければ ならない （附属 書 B 参照）。 
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電気装置の 内部で 中性 線 （N) と 保護 ボンディング 回路 （PE) との 間 を 接続して はならない。 また， PE 
端子 と N 端子 と を 一つで 兼用 す る PEN 端子 を 設けて はならない。 

例外 TN-C 接地 系統 3) において は， 電源と 機械との 接続 点で， N 端子と PE 端子と を 接続しても よい。 
注 3) TN-C 接地 系統 は， 電源の 接地 系統の 一つで あり， TN 接地 系統に おいて PE 導体と N 導体 を PEN 
導体で 兼用す る ものである。 我が国の 商用 電源に は TT 接地 系統が 用い られ ており， TN 接地 系 
統は 用いられない。 電源の 接地 系統に ついては 絰済 産業 省の 公表 文書 "電気 設備の 技術 基準の 
解釈に ついて" の 第 272 条に 記述が ある。 
入力 電源 接続 用の すべての 端子 は， 4ぉ..ら9.4_4 さ. ヌ. ゆ.. IEC 60445， 及び 16.1 に 従って 明確に 識別し なけれ 
ばなら ない。 外部 保護 導体 用 端子の 識別に ついては， 5.2 を 参照。 

注記 JIS C 0445:1999 (IEC 60445:1988 に 一致） は， IEC 60204-1:2005 が 引用す る IEC 60445:1999 と 
少し 異なる （JISC 0445:1999 に は， FE 端子， FB 端子の 規定がない。）。 
5.2 外部の 保護 接地 システム を 接続す る 端子 

電源の 接地 系統に 応じて， 機械 を 外部の 保護 接地 システム 又は 外部 保護 導体に 接続す るた めの 端子 を， 
入力 電源 ごとに 電圧 相 導体 用 端子の 近くに 設けなければ ならない。 

端子 サイ ズは， 表 1 に 示す 断面 積 を もつ 外部の 保護 用 銅 導体 を 接続で きる ものと しな ければ な ら ない。 
銅 以外の 外部 保護 接地 導体 を 用いる 場合に は， その 接地 導体に 適する 寸法の 端子 を 選ばなければ ならな 
い （8.2.2 参照）。 

注記 外部 保護 導体 接続 用 端子 (PE 端子） の サイズ は， 次の 手順で 決める ことになる。 
一 表 1 によって， 電源の 相 導体 断面 積から 外部 保護 導体の 断面 積 を 決める。 
一 決まった 外部 保護 導体の 断面 積から， この 保護 導体 を 接続す る PE 端子の サイズ を 決める。 



表 1— 外部 保護 導体 (銅） の 最小 断面 積 



装置に 給電す る 電源の 相 導体の 断面 積 

5 (mm 2 ) 


外部 保護 導体 （銅） の 最小 断面 積み (mm 2 ) 
(左 欄の S に 対応 してみ を 決める。） 


S ^ \6 


S 


16 く S ^ 35 


16 


S > 35 


S/2 



各 電源 入力 点で は， 外部 保護 接地 システム 又は 外部 保護 導体 用の 端子 を 文字 PE の マーク 又は ラベルで 
識別 表示し なければ ならない （ぬきぶ 丄4_ お. 60"5 を 参照。）。 
5.3 入力 電源 断路 器 
5.3.1 一般 事項 

入力 電源 断路 器 は， 次の 電源に 対して 設置し なければ ならない。 
- 機械への 各 入力 電源。 

注記 1 入力 電源 は， 機械に 直接 接続す る こと も あり， 給電 シ ス テム を 介し て 接続す る こと も ある。 
給電 システムに は， 導体 ワイヤ， 導体 バー ，スリップ リング 機構， 可とう ケーブル シス テ 
ム （リール 巻き， 懸架 式)， 誘導 式 電源供給 システム などが ある。 
- 機械に 搭載して いる 各 電源。 

入力 電源 断路 器 は， 機械の 電気装置 を， 必要な とき （例えば， 電気装置 又は 機械に 介入して 作業 をす る 
とき） に 電源から 断路 （切り離し） できなければ ならない。 

複数の 電源 断路 器 を 備える 場合 は， 危険 状態 （機械 又は 加工 中の 工作物の 損傷 を 含む。 a|B.2#Mo) を 

防止す るた めに， それらの 電源 断路 器が 正しく 作動す るた めの 保護 ィ ン タロック を 設けなければ ならない。 
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注記 2 "危険 状態 （hazardous situation)" の 定義 は， J1S B 9700-1 の 3.9 に 次の よ う に 記載され てい 
る。 "人が 少なく とも 一つの 危険 源に 暴露され る （さらされる） 状況。 暴露され る こと 力、 直 
ちに 又は 長期 間に わたり 危害 を 引き起こす 可能性が ある。" 

5.3.2 種類 

入力 電源 断路 器に は， 次の いずれ かの 種類 を 用いなければ ならない。 

a) flS.C?. お 3.HIEC60947-3 に 適合す る， 使用 負荷 種別 AC-23B 又は DC-23B の， ヒューズ 付き 又は 
ヒューズ なし 断路 用 開閉器。 

注記 JIS C 8201-3:200] は， IEC 60947-3:1990 に 対応して いる （MOD) 。 IEC 60204-1:2005 が 引用 
する IEC 60947-3:1999 と 同じで はない。 次の b) についても 同様。 

b) J お. にお. QA: さ 又. は.. IEC 60947-3 に 適合す る， ヒューズ 付き 又は ヒューズ なし 断路 器であって， 常に 断 
路 器の 主 接点が 開く 前に 別の 開閉機 器に よって 負荷 回路 を 遮断させる ための 補助 接点 を もつ もの。 

c) 回路 遮断器であって， JISC 8201-2-1 又は JISC 8201-2-2 に 適合し， 断路に 適する もの。 

d) その他の 開閉機 器であって， その 製品の _ ぼ 本 _5； 塞 _卷_ 搭ヌ _^IEC 規格に 適合し， J1SC 8201-1 の 断路の 
要求 事項 を 満たし， かつ， 電動機 又は 他の 誘導 負荷 を 負荷 状態で 開閉す る 用途に 適する ことが， その 
製品 規格の 使用 負荷 種別で 規定され ている もの。 

e) 給電 用 可とう ケ一 ブルに 用いる プラグ' ソケッ ト対。 
5.3.3 要求 事項 

入力 電源 断路 器 は， 5.3.2 の a) 〜d) に 規定す る 種類の いずれ かで ある 場合 は， 次の 要求 事項 をす ベて 満 
足しなければ ならない。 

― 電源から 電気装置 を 断路で き， 一つの オフ （断路） 位置と 一つの オン （閉路） 位置 を もち， 各位 置 を， 
記号 "〇，， 及び " I " で 明示す る [記号 は， IEC 60417-5008 (DB:2002-10) 及び IEC 60417-5007 
(DB:2002-10) による。 10.2.2 参照。]。 

― 接点 間 ギャップ を目視 できる。 又は， 全 接点が 実際に 開いて 断路 機能の 要求 事項が 達成され るまで ォ 
フ （断路） を 表示で きない 位置 表示 器 を もつ。 

- 断路 機器の ェン クロージャ 外面 部に 操作 手段 （例えば， ハンドル） を もつ （例外 電動式の 開閉器で 
あって， これ を オフす るた めの 他の 操作 手段 を 開閉器と は 別に 備える 場合 は， 開閉器 ェン クロージャ 
の 外面 部で 直接 操作で きな ぐても よい。）。 外面 部の 操作 手段が 非常 操作 を 目的と する もので ない 場合， 
ハンドルの 色 は， 黒 又は 灰色と する こと を 推奨す る （10.7.4 及び 10.8.4 参照。）。 

- オフ （断路） 位置に ロックで きる 手段 （例えば， 南京錠） を 備えて いる。 オフに ロックされ ている と 
き は， 手元 操作 及び 遠隔操作 による 閉路 を 防止で きる。 

- 電源 回路の すべて の 充電 導体 を 断路で き る 。 た^ k ，…霊 蹶 をし T 丑-え 摸 堆系^ i で fftlt き ft ^ft 合 A も…. 

注 4) TN-S 接地 系統 は， TN 接地 系統に おいて PE 導体と N 導体 （中性 線） が 分離され る もので あ 
る。 我が国の 商用 電源に は TN-S 接地 系統 は 用いられない。 
一 機械の 電気装置の 中で 最大の 負荷 容量 を もつ 電動機の 拘束 電流と その他の すべての 電動機 及び ノ 又は 
負荷の 通常の 作動 電流との 総和の 電流 を 遮断で き る 遮断 容量 を もつ。 

なお， 単純 合計に よ る 遮断 容量 は， 実績に 基づ く 係数に よって 減じても よい。 
入力 電源 断路 器が プラグ' ソケッ ト対 である 場合 は， 次の 要求 事項 をす ベて 満足し なければ ならない。 
- 機械の 電気装置の 中で 最大の 負荷 容量 を もつ 電動機の 拘束 電流と その他の すべての 電動機 及び ノ 又は 
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負荷の 通常の 作動 電流 と の 総和の 電流 を 遮断す るた めに 十分な 遮断 容量 を プラグ' ソケット 対 自体が 
も つか， そのよう な 遮断 容量 を も つ 開閉機 器に ブラ グ* ソケット 対 を インタ ロックす る。 

なお， 単純 合計に よる 遮断 容量 は， 実績に 基づく 係数に よって 減じても よい。 インタ ロックす る 開 
閉 機器が 電気 制御 式の もの （例えば， コンタ クタ） である 場合 は， 適切な 使用 負荷 種別の もので なけ 
れ ばなら ない。 
― 13.4.5 の a) 〜f) まで。 

注記 適切な 定格で 用いる プラグ 及び コンセント， 並びに JISC 8285-1 に 適合す るケ一 ブル 力 ブラ 
又は 機器 用 力 ブラ は， これらの 要求 事項 をす ベて 満足で きる。 
入力 電源 断路 器が ブラ グ' ソケ ッ ト 対で ある 場合， 機械 を オンオフ する 目的に は 適切な 使用 負荷 種別 を も 
つ 開閉機 器 を 用いなければ ならない。 この こと は， 前述の インタ ロック 開閉機 器 を 併用す る ことによって 
達成しても よい。 
5.3.4 操作 手段 

入力 電源 断路 器の 操作 手段 （例えば， ハンドル） は， 作業 面から 0.6 m 以上 1.9 m 以下の， 容易に 手が 
届く 位置に 設けなければ ならない。 上限 は 1.7m を 推奨す る。 

注記 操作の 方向に ついては， JISB 9706-3 に 規定され ている。 
5.3.5 例外 回路 

次の 回路 は， 入力 電源 断路 器で 断路し なくても よい。 
一 保全 又は 修理の 作業 中に 必要な 照明の ための 電源 回路。 

一 修理 用 又は 保全 用の 工具 及び 装置 （例えば， ハンド ドリル， 試験 装置） の 接続 だけに 用いる プラグ 及 
びコ ン セン ト。 

一 電源 故障の ときの 自動 引き 外し だけの 目的に 用いる 不足 電圧 保護 回路。 

一 装置 を 正しく 作動させる ために 常に 電源供給 状態 にしておく 装置に 給電す る 回路 [例えば， 温度 制御 

して 用いる 測定装置， 製品 （作業 中の 工作物） 保温 用 ヒータ， プログラム 記憶装置]。 
一 インタ ロック 用 制御 回路。 
ただし， これらの 回路に は， 個別に 断路 器 を 備える こと を 推奨す る。 

これらの 回路 を 入力 電源 断路 器で 断路し ない 場合に は， 次の 要求 事項 を 満足し なければ ならない。 
一 恒久的な 警告 ラベル を， 入力 電源 断路 器の 近くの 適切な 場所に はり 付ける。 
― 対応す る 説明文 を 保全 マニュアルに 記載し， 次の 幾つか を 適用す る。 
• 16.1 による 恒久的な 警告 ラベル を 各 例外 回路の 近く に はり 付ける。 
• 例外 回路 を 他の 回路から 分離す る。 
• 13丄4 の 勧告 を 考慮して， 導体 を 色で 識別す る。 
5.4 予期し ない 起動 を 防止す るた めの 開 路用 機器 

機械の 電気装置に は， 予期し ない 起動 を 防止す るた めの 開 路用 機器 を 備えなければ ならない （例えば， 
保全 作業 中に 機械 又は 機械の 一部が 起動す る と 危険 を 招く よ う な 場合)。 

これらの 機器 は， 意図す る 用途に 適し 使いやす いものと し， 適切に 配置し， それらの 機能と 目的と を容 
易に 識別で きる ようにし なければ ならない （例えば， 16.1 による 耐久性の ある マーキングに よって。）。 
注記 1 予期し ない 起動 防止の 詳細 は， JISB 9714 に 規定され ている。 この 規格 は， 予期し ない 起動 

を 防止す るた めの すべての 施策 を 規定して いる わけで はない。 
注記 2 予期し ない 起動の 定義 及び 説明 は， JISB 9700-1 の 3.29 にも 記載され ている。 保全 作業員が 
機械に 介入して いる こと を 知らずに オペレータが 操作盤の 起動 スィ ツチ を 押す こ とに よる 起 
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動 は， 保全 作業員の 立場から は 予期し ない 起動で ある。 予期し ない 起動 を 防止す るた めの 開 
路用 機器 は， これが 開いて いる 間 は 機械 を 起動で きないよ うにす る ものである， 例えば， 保 
全 作業 中 これ を 開いて おけば 誰かが 誤って 起動 スィ ツチ を 押しても 機械 は 起動し ない。 
注記 3 5.4 は， 予期し ない 起動 を 防止す るた めの 開 路用 機器 を， 5.3 に 規定す る 入力 電源 断路 器の ほ 
力、 に 更に 別に 設ける こと をす ベての 機械に 要求して いる わけで はない。 機械 （電気装置） に 
よって は， 入力 電源 断路 器 を 開く ことによって 予期し ない 起動 を 防止で きる こと も ある。 
予期し ない 起動 を 防止す るた めの 開 路用 機器が， 操作盤 又は 他の 場所から， 不注意に 又は 誤って 閉じら 
れる こと を 防止す る 手段 を 備えなければ ならない （5.6 も 参照)。 

断路 機能 を 満たす 次の 機器 は， 予期し ない 起動 を 防止す るた めの 開 路用 機器と して 用いても よい。 
― 5.3.2 に 示す 機器。 

― その他の 断路 器， 引抜き 形 ヒューズ リ ンク 又は 引抜き 形 リンク。 ただし， 囲いが ある 電気 設備 区域 (3.19 
参照） 内に 設置す る 場合に 限る。 
断路 機能 を 満足し ない 機器 （例えば， 制御 回路に よって 開閉 制御され るコン タク 夕） は， 次の ような 状 
況で 用いる こと を 意図す る 場合 以外に 用いて はならない。 
- 検査 
- 調整 

一 電気装置に 介入す る 作業で 次の 条件 を 満たす もの。 
• 感電 （箇条 6 参照） 及び やけどの 危険がない。 
• スイッチング オフ 手段が 作業 中ず つと 有効で ある。 

• 作業が 軽度で ある （例えば， 配線 変更 を 伴わない プラグ イン 機器の 交換)。 

iiB4 予期し ない 起動 を 防止す るた めの 開 路用 機器に どのような 機器 を 選択す るか は， 意図 
する 使用 を 考慮して 行う リスク アセスメントに 依存す る。 例えば， 清掃 作業員が 用い 
る こと を 意図す るなら， 囲いが ある 電気 設備 区域 内に 断路 器， 引抜き 形 ヒューズ リン 

ク 又は 引抜き 形リ ンクを この 目的で 配置す る こと は 適切で ない こ とも ある [17.2 b) 12) 

参照]。 

5.5 電気装置 を 断路す る 機器 

注記 5.5 で 規定す る "電気装置" と は， 機械の すべての 電気 品 を 含む 集合体と しての 電気装置 ではな 
く， 例えば， 各 電力 回路， 変圧器， 電動機， 制御 回路な どの 個別 部分の ことで ある （3.21 参照)。 
ここで 要求す る "電気装置 を 断路す る 機器" は， 基本的に 5.3 で 規定す る 入力 電源 断路 器と は 
別に 備える こと を 想定して いる 力、 単純な 機械 （電気装置） において は， 入力 電源 断路 器と 別 
に 設けなくても 入力 電源 断路 器が この 機能 を 果たす こ とがで きる こと も ある。 独立した 断路 器 
の 要 否 は， リスク アセスメントに 依存す る。 
機械の 電気装置 を 充電 部 か ら 切り離して 無電 圧 状態 で 作業が で きる ように， 電気装置 を 断路す る 機器 を 

備えなければ ならない。 これらの 機器 は， 

- 意図した 用途に 適し， 使いやすく， 

- 適切に 配置され， 

― 当該 装置の どの 部分 又は どの 回路 を 断路す る もので あるか を 容易に 識別で きなければ ならない （例え 
ば， 耐久性の ある マーキングに よって。）。 
これらの 機器が， 操作盤 又は 他の 場所から 不注意に 又は 誤って 閉じられる こと を 防止す る 手段 を 備えな 
ければ ならない （5.6 も 参照)。 
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入力 電源 断路 器 （5.3 参照） は， 場合によって は 5.5 で 規定す る 断路の 機能 を 果たす ことができる。 ただ 
し， 機械の 電気装置の 独立した 部分， 又は 共通の 導体 バー， 導体 ワイヤ 若しくは 誘導 式 電源 システムから 
一緒に 給電す る 複数の 機械 群のう ちの 1 台で 作業す る 必要が ある 場合 は， 個別に 断路 を 必要と する 各部 分 
又は 各 機械に 断路 器 を 備えなければ ならない。 

個別 回路 を 断路す る 目的の ために， 入力 電源 断路 器に 加えて， 断路 機能 を 満足す る 次の 機器 を 用いる こ 
とがで きる。 
― 5.3.2 に 示す 機器。 

一 その他の 断路 器， 引抜き 形 ヒューズ リンク 又は 引抜き 形 リンク。 ただし， 電気 設備 区域 （3,15 参照） 
内に 配置す る 場合に 限る ものと し， 電気装置に 関連す る 情報が 提供され る ものと する [17.2b)9) 及び 
17.2 b) 12) 参照。]。 

注記 6.2.2c) に 従って 感電 保護 を 備える 場合， この 目的に 用いる 引抜き 形 ヒューズ リンク 又は 引 
抜き 形 リンク は， 電気 作業員 又は 電気 取扱 者が 用いる ように 意図され ている。 
5.6 禁止され ている 投入 及び 不注意 • 過誤に よる 投入に 対する 保護 

5.4 及び 5.5 に 規定す る 機器で， 囲いが ある 電気 設備 区域の 外に 配置され る ものに は， オフ 位置 （断路 状 
態） に ロックす る 手段 （例えば， 南京錠， キー 抜 取り 式の キ一 インタ ロック） を 備えなければ ならない。 
ロッ ク 状態に おいて は， 遠隔操作 及び 手元 操作の いずれに よる 再 投入 も 防止し なければ ならない。 

ロック 不可能な 断路 器 （例えば， 引抜き 形 ヒューズ リンク， 引抜き 形 リンク） を， 囲いが ある 電気 設備 
区域 内に 配置す る 場合に は， 再 投入 を 防止す る 他の 保護 手段 （例えば， 16.1 による 警告 ラベル） を 用いな 
ければ ならない。 

5.3.2 e) に 規定す る プラグ • ソケッ ト対を 断路 器と して 用いる 場合， な >_?_g 纏が &ぉ なヒ i う」? _ 
作業 者が 間近で 監視で き る 場所に 配置して いる とき は， 断路 側に ロッ ク する 手段 を 備えなくても よい。 

6 感電 保護 
6.1 —般 事項 

電気装置 は， 次に よる 感電から 人 を 保護す る 対策 を 備えなければ ならない。 
一 直接接触 （6.2 及び 6.4 参照）。 
- 間接 接触 （6.3 及び 6.4 参照)。 

JISC 60364-4-41 から 選定した 感電 保護の 推奨 手段 を 6.2， 6.3 及び 6.4 (PELV 使用に よる 保護） に 規定 
す る 。 物理的 制約 又は 運転 条件の 制約が あ つて これら の 推奨 手段が 実際的で ない 場合 は， JIS C 60364-4-41 
から 他の 方策 を 採用しても よい。 
6.2 直接接触 に対する 保護 
6.2.1 —般 事項 

電気装置の 各 回路 又は 各部 分に は， 6.2.2 又は 6.2.3 のい ずれ かの 方策， 及び 適用 可能な ら ば 6.2.4 の 方策 
を 採用し なければ ならない。 

例外 これらの 方策が 実際的で ない 場合 は， JIS C 60364-4-41 に 規定され ている 直接接触 に対する 他 
の 保護 方策 （例えば， バリアの 使用， 手が 届かない ような 配置， ォ ブス 夕 クルの 使用， 人の 接 
近 を 防止す る 構造 又は 取 付けな ど） を 採用しても よい （6.2.S 及び 6.2.6 参照）。 
装置が， 子供 を 含む すべての 人が 近づける 場所に ある 場合 は， 直接接触 に対する 保護 （等級） が 少なく 
とも IP4X 又は IPXXD (JISC0920 参照） に 相当す る 6.2.2 の 方策， 又は 6.2.3 の 方策 を 採用し なければ な 
ら ない。 
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ま 記-… 壬.. ヒ么 E 二え ケ^ 择遞等 趣 に2 ヒ T 丄も… 附扈 誓-が i こき-ち… 

6.2.2 ェン クロージャ による 保護 

充電 部 は， 箇条 4， 箇条 11 及び 箇条 14 の 関連す る 要求 事項に 適合し， 直接接触 に対する 保護 （等級） 
が少 なくと も IP2X 又 は IPXXB のェン クロージャ 内に 配置し なければ ならない。 

ェン クロージャの 上面に 容易に 人が 近づく ことができる 場合， その上 面 は， 直接接触 に対する 保護 （等 
級） が 少な く と も IP4X 又は IPXXD でなければ な ら ない。 

次の a) 〜りの いずれ かの 条件 を 満たさない 限り， ェン クロージャ を 開ける （すなわち， 扉， ふた， カバ 
一な ど を 開く） ことが 可能であって はならない。 

a) ェン クロージャ 内に アクセス する ために は， かぎ （鍵） 又は 工具 を 必要と する。 囲いが ある 電気 設備 
区域 （3.19 参照） 内の 場合に は， JISC 60364-4-41 又は IEC 60439-1 を 参照。 

注記 1 かぎ （鍵） 又は 工具 を 使用す る 意図 は， ェン クロージャ 内へ アクセス する 人 を 電気 取扱 者 
又は 電気 作業員に 限る ことで ある [17.2 b) 12) 参照]。 

装置 を 電源に 接続した 状態で 機器の 再 設定 又は 調整 を 行う ときに， 人が 触れる おそれが ある 充電 部 
は， 直接接触 に対する 保護 （等級） が, 少なく とも 1P2X 又は IPXXB でなければ ならない。 扉の 内部 
にある その他の 充電 部の 直接接触 に対する 保護 （等級） は， 少なくとも IP1X 又は IPXXA でなければ 
ならない。 

b) ェン クロージャ を 開ける 前に， 既に 内部の 充電 部 は 電源から 切り離され， 無電 圧に なって いる。 

この こと は， 断路 器が オフ 状態に あるとき だけ 扉が 開き， 扉が 閉じて いると き だけ 断路 器 を オンに 
する ことができる ように， 断路 器 （例えば， 入力 電源 用の 断路 器） とェン クロージャ 扉 を インタ ロッ 
ク する ことによって 達成して もよ レ、 
例外 この インタ ロック は， 次の 条件 を 満たす 場合 は， 供給者が 指定す る 特別な 機器 又は 工具 _ 丄 t 
_ 参照) _. を 用いて 無効 化 （パイ パス） できる もので あっても よい。 
一 インタ ロックが 無効 化されて いる 間 は， いつでも 断路 器 を オフし， 力つ， オフ 状態に ロック 
できる ようにす る。 又は， 別な 方法に よって， 部外者が 勝手に 断路 器 を オンで きないよ うに 
する。 

一 扉 を 閉じた とき は， ィ ンタロ ッ クが 自動的に 復帰す る… (；ゃぶ 丄に 主:? _ェ ，…^に P き _匿 はた. 

一 装置 を 電源に 接続した 状態で 機器の 再 設定 又は 調整 を 行う ときに， 人が 触れる おそれが ある 

充電 部 は， 直接接触に 対し 少なく とも IP2X 又は IPXXB で 保護され ている。 扉の 内部に ある 
その他の 充電 部の 直接接触 に対して は， 少なく とも 1P1X 又は IPXXA で 保護され ている。 
― 感電 保護に 関連す る 情報が 電気装置に 備えられ ている [17.2 b) 9) 及び 17.2 b) 12) 参照]。 
注記 2 特別な 機器 又は 工具 は， 電気 取扱 者 又は 電気 作業員 だけが 用いる ことが 意図され ている 
[17.2 b) 12) 参照]。 

断路 器に 直接 ィ ン タロック されて いない 扉の 背後に ある 充電 部に アクセス する こ と は， 電気 取扱 者 
又は 電気 作業員 に 限る ような 対策 を 実施し な ければ な ら ない [17.2 b) 12) 参照] 。 ' 

断路 器 を オフした 後 も 充電して いるすべ ての 部分 （5.3.5 参照） は， 直接接触 に対する 保護 （等級） 
が 少なく とも IP2X 又は IPXXB でなければ ならない。 このような 部分に は， 16.2.1 に 規定す る 警告 標 
識を マーキングし なければ ならない （色に よる 導体の 識別に ついては 13.2.4 も 参照。）。 

16.2.1 に 規定す る 警告 標識 マーキングの 要求 は， 次の 場合 は 除外して よい。 
- インタ ロック 回路 を 通して だけ 充電す る 可能性が あり， かつ, 充電の 可能性が ある ことが 13.2.4 
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による 色に よって 見分けられる 部分。 
- 分離 した ェン クロージャ 内に 単独で 取 り 付けられ ている 入力 電源 断路 器の 電源 端子。 
c) ェン クロージャ を 開けた 状態で も， すべての 充電 部が， 直接接触に 対し 少なくとも IP2X 又は IPXXB 
の 保護 等級で 保護され ている。 この場合に 限り， かぎ （鍵） 又は 工具 を 用いずに， 及び 充電 部 を 断路 
せずに ェン クロージャ を 開く ことができても よい。 この 保護 手段と して バリア を 設ける 場合に は， そ 
の 取 外 し に 工具 を 必要 とする ようにす る 力、 又は 工具な し で 取 り 外せる 場合 はバ リア を 取り外し たと 
きに その バリアで 保護され ていた 充電 部 を 自動的に 電源から 切り離す かの いずれ かと しなければ なら 
ない。 

注記 3 直接接触 に対する 保護 を 6.2.2 c) によって 達成す る 場合， 機器の 手動 操作 (例えば， コン夕 
クタ， リレーの 接点 を 手で 閉じる。） によって 危険 源が 発生す る ことがあるならば， その 
ような 操作 は， かぎ （鍵） 又は 工具 を 必要と する バリア 又は ォ ブス タク ル によって 防止す 
る ことが 望ましい。 
6.2.3 絶縁 物に よる 充電 部の 保護 

絶縁 物で 保護す る 充電 部 は， 破壊し なければ 除去で きない 絶縁 物で 完全に 覆わなければ ならない。 その 
ための 絶縁 物 は， 通常の 使用 状態で 受ける 機械的， 化学的， 電気 的 及び 熱 的 ストレスに 耐える もので なけ 
れ ばなら ない。 

注記 塗料， ワニス， ラッカーの 塗布 及び これらに 類す る 方法 を 用いる だけで は， 通常の 運転 条件に 
対する 感電 保護 は， 一般に 不十分で あると 考えられる。 
6.2.4 残留 電圧に 対する 保護 

電源を切り 離した 後の 残留 電圧が 60 V を 超える 充電 部品 は， 放電が 速す ぎる こと 力 《装置の 正常な 機能に 
影響し ない 限り， 電源 切り離し 後 5 秒 以内に 60V 以下になる ように 放電し なければ ならない。 ただし， 充 
電 電荷が 60 以下の 部品に はこの 要求 事項 は 適用し ない。 5 秒 以下の 放電 速度が 装置の 正常な 機能に 影 
響す る 場合 は， その コンデンサ を 収納す るェン クロージャ 自体 又は その 近傍の よ く 見える 場所に， 感電の 
警告， 及び ェン クロージャ を 開ける 前に 必要な 放電 時間 を 示す 警告 文 を， 恒久的に 消えない 方法で 表示し 
なければ ならない。 

引き抜いた ときに 導体 （例えば， ピン） が 露出す る プラグ 又は 同類の 器具の 場合に は， 放電 時間 は 1 秒 
以下で なければ ならない。 これが 満たされない 場合 は， その 導体の 直接接触 に対する 保護が 少なくとも 
1P2X 又は IPXXB でなければ ならない。 

1 秒 間で 放電せ ず， また， IP2X 又は IPXXB 以上の 保護が できない 場合 （例えば， 導体 ワイヤ， 導体 パ 

一又 は スリップ リング 機構 上の 取り外し 可能 形 集 電子の 場合。 は 7 . 4 参照。） は， 蓄麓霪 mypi スィ 

ツチ を 追加す る 力、， 適切な 警告 手段 （例えば， 16.1 による 警告 標識） を 設けなければ ならない。 
6.2.5 バリアに よる 保護 

バリアに よる 保護に 対して は， JISC 60364-4-41 の 412.2 を 適用す る。 

注記 JIS C 60364-4-41 の 412.2.1〜412.2.4 に， ノくリ ァ 又は ェンク ロージャ による 保護の 規定が ある。 
この 規格の 6.2.5 に は， このうち の パリアに 対する 規定 を 適用す る。 
6.2.6 人体が 届かない ところへの 配置に よる 保護 又は ォ ブス タク ル による 保護 

人体が 届かない ところへ 配置す る こ とに よる 保護に 対して は， JISC 60364-4-41 の 412.4 を 適用す る。 ォ 
ブス タク ル に よ る 保護 に対して は JIS C 60364-4-41 の 412.3 を 適用 す る 。 

IP2X よ り 低い 保護 等級の 導体 ワイヤ システム 又は 導体 パー システム に対して は， 12.7.1 を 参照。 
6.3 間接 接触に 対する 保護 
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6.3.1 一般 事項 

間接 接触 （3.29 参照） に対する 保護 は， 充電 部と 露出 導電性 部分との 間で 絶縁 破壊が 発生した 場合の 危 
険 状態 を 防止す る ことが 目的で ある。 

電気装置の 各 回路 又は 部分に は， 次の 方策のう ち， 少なくとも 一つ を 採用し なければ ならない。 
― 接触 電圧の 発生 を 防止す る 方策 (6.3.2 に 規定)。 
一 危険な 接触 電圧になる 前の 電源の 自動 遮断 （6.3.3 に 規定)。 

注記 1 接触 電圧が 人体に 及ぼす 傷害の リスク は， 接触 電圧の 大き さ と 接触 時間に 依存す る。 
注記 2 装置の クラスと その 保護 基準に ついては， JISC0365 を 参照。 さぶ.?；? お. が 現定_1：_§_ 二え 

えろ 二.. 9. 室 養き. M 属晝 こ _ 悉: 

6.3.2 接触 電圧の 発生 防止 
6.3.2.1 —般 事項 

危険な 接触 電圧の 発生 を 防止す る 方策に は， 次の ものが ある。 
― クラス II 装置. 丄附_ 辱 畫：^薆 照 )_.. の 使用 又は これと 同等の 絶縁 （ 6 . 3 . 2 .2 による。）。 
― 電気 的 分離 （6.3.2.3 による。） 

6.3.2.2 クラス II 装置の 使用 又は 同等の 絶縁に よる 保護 

こ の 保護 方策 は， 人が 接触で き る 部分に 危険な 接触 電圧 力 ? 基礎 絶縁の 破壊に よって 発生す る こ と を 防止 
する ことが 目的で ある。 

この 保護 は， 次の 方策の 幾つか を 実施す る ことによって 備える ことができる。 
一 クラス II の 電気機器 又は 器具 （二重 絶縁， 強化 絶縁 又は JIS C 0365 に 適合す る 同等の 絶縁 性能 を も つ 
機器 類） の 使用。 

― IEC60439-1 に 適合す る 全体 絶縁 を 施した 開閉 装置 及び 制御装置の 使用。 
― JISC 60364-4-41 の 413.2 に 適合す る 追加 絶縁 又は 強化 絶縁 の 使用。 
6.3.2.3 電気 的 分離に よる 保護 

個々 の 回路 を 電気 的に 分離す る こ と は， 回路の 充電 部の 基礎 絶縁が 破壊され て 露出 導電性 部分に 接触 電 
圧が 発生す る こと を 防止す る ことが 目的で ある。 

電気 的 分離に よる 保護に 対して は， JIS C 60364-4-41 の 413.5 の 要求 事項 を 適用す る。 
6.3.3 電源の 自動 遮断に よる 保護 

この 保護 方策 は， 絶縁 不良 （漏電） 発生 時に 保護 機器の 自動 作動に よって 導体 を 電源から 遮断す る もの 
である。 この 遮断 は， 接触 電圧が 危険 を 及ぼす 前に 十分 短い 時間 内に 行わなければ ならない。：!^ 接 _ 塊 系. 
f おこ ilfitH 容連組 時間 を 附属 書 a に 示す。 T1 機 液 秀^」 き^ 圏-で ま _ しレ .11 ヒぇ^ §J …に 適 fflJTA 

この 方策 は， 次の 事項の 協調 を 必要と する。 
― 電源 形式 及び 接地 系統 
- 保護 ボンディング 系 各部の インピーダンス。 
- 絶縁 不良 を 検出す る 保護 機器の 特性。 

絶縁 不良の 発生に よって 影響 を 受ける 回路の 電源の 自動 遮断 は， 接触 電圧から 生じる 危険 状態 を 防止す 
る ことが 目的で ある。 

この 保護 方策 は， 次の 二つから なる。 

― 露出 導電性 部分の 保護 ボンディング （8.2.3 参照)。 
― 次の a)〜c) のい ずれ か 一つ。 
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a) TN 接地 系統の 場合， 絶縁 不良 発生 時に 電源 を 自動的に 遮断す る 過 電流 保護 機器の 使用。 

b) TT 接地 系統の 場合， 充電 部から 露出 導体 又は 接地への 絶縁 不良 発生 時に 電源 を 自動的に 遮断す る 
漏電 保護 機器 （漏電 遮断器） の 使用。 

注記 1 TT 接地 系統の 場合， 漏電 遮断器 を 設ける 場所に ついて， 電気装置の 使用者と 供給者と 
が 事前に 合意す る 必要が あると 考えられる （附属 書 B 参照)。 電気装置への 電源供給 
回路 （電気装置の 外） に 漏電 遮断器が 設けられ ていない 場合， 又は 設けられ ている 漏 
電 遮断器が 附属 書 JA の 規定 を 満足し ない 場合 は， 漏電 遮断器 を 電気装置 内に 設ける 
ことが 必要になる。 電源 系統に 二つ 以上の 漏電 遮断器が 存在す る 場合 は， 各 保護 機器 
の 特性 （感度 電流， 遮断 時間な ど） の 協調が 必要になる。 

注記 2 6.3.2 の 方策 を 採用して， 接触 電圧の 発生 を 防止で きる 場合 は， 漏電 遮断器 を 用いても 
用いなくても よい （6.3.1 参照)。 

c) IT 接地 系統の 場合， 絶縁 不良 発生 時に 自動的 電源 遮断 を 促す 絶縁 監視 機器 又は 漏電 保護 機器の 使 
用。 最初の 地 絡のと きに 電源 を 遮断す る 保護 機器 を 備えて いないと き は， 充電 部から 露出 導体 又 
は 接地への 最初の 漏電 を 検出す るた めの 絶縁 監視 機器 を 備えなければ ならない。 この 絶縁 監視 機 
器 は， 視覚 又は 聴覚に よる 警報 信号 を， 漏電が 続いて いる 限り 発し 続けなければ ならない。 

注記 3 大きな 機械に おいて は， 地 絡 ボイ ン ト を 発見す る 手段 を 備える こ とが 保全 作業に 有益 
である。 

TN 接地 系統の 場合， 上記の a) による 自動 遮断 を 備えて いても， A.1 に 規定す る 時間 内に 切り離す こと 
力 《保障で きないと き は， A.3 の 規定 を 満た す 追加 の ポ ン デ ィ ン グを 備え な ければ な ら ない。 - 
6.4 PELV 使用に よる 保護 

注記 PELV (保護 特別 低 電圧） と は， 定常状態 及び 単一 故障 状態 （他の 回路の 地 絡 故障 を 除く。） に 
おいて ELV (特別 低 電圧） を 超えない 電圧 をい う。 PELV 回路 は 接地され ている。 接地され な 
い ELV 回路 は SELV という。 ELV の 電圧 値 は， IEC 60449 の 定義で は 交流 50 V 未満， 直流 120 
V 未満で ある 力、 応用 規格に よって は， PELV の 要求 値が これと 異なる こと も ある。 この 規格 
の 6.4.1 では， これより 厳しい 値 を 規定して いる。 
6.4.1 —般 要求 事項 

PELV の 使用 は， 間接 接触 及び 限られた 接触 面積の 直接接触 による 感電から 人 を 保護す る ことで ある 
(8.2.5 参照)。 

PELV 回路 は， 次の a)〜e) の 条件 をす ベて 満足し なければ ならない。 

a) 公称 電圧 は， 次の 値 を 超えない。 

一 装置 を 通常 乾燥した 場所で 用いる とき， 及び 人体と 充電 部との 間に 広い 面接 触が 予想され ない とき 

は， 交流 25V (実効 値） 又は 直流 60 V (リップル なし）。 
- その他の 場合 は， 交流 6V (実効 値） 又は 直流 15 V (リップル なし）。 

注記 "リップル なし" は， ここで は リップル 電圧の 基本 波 成分 実効 値が 10 % を 超えない リツ 
プル 量と 定義す る。 

b) 回路の 一方の 側 又は 回路の 供給 電源の 1 点 を 保護 ボンディ ング 回路と 接続す る。 

c) PELV 回路の 充電 部 は， 他の 充電 回路から 電気 的に 分離す る。 この 電気 的 分離 は， 少なく とも 安全 絶 
縁 変圧器 （IEC 61558-1 及び IEC 61558-2-6 参照） の 一次 回路と 二次 回路との 間に 要求され る 分離 条件 
を 満たさなければ ならない。 

d) 各 PELV 回路の 導体 は， 他の いかなる 回路の 導体から も 物理的に 分離す る。 この 要求 事項が 実際的で 
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ない とき は， 13.1.3 の 絶縁 手段 を 適用す る。 
e) PELV 回路 用 プラグ 及び コンセント は， 次の 事項 を 満足す る。 

1) プラグ は， 他の 電圧 系統の コンセントに 挿入で きない。 

2) コンセント は， 他の 電圧 系統の プラグの 揷入を 許さない。 
6.4.2 PELV の 電源 

PELV の 電源 は， 次の いずれ かで なければ ならない。 
一 IEC 61558-1 及び IEC 61558-2-6 に 適合す る 安全 絶縁 変圧器。 

― 安全 絶縁 変圧器と 同等の 安全 度 を もつ 電源 （例えば， 絶縁 変圧器と 同等の 絶縁 巻 線 を もつ 電動 発電 

機。）。 

一 電気化学 的 電源 (例えば， 電池)， 又は PELV より 高い 電圧 回路から 独立して いる その他の 電源 （例え 
ば， ディーゼル 発電機)。 

一 出力端子の 電圧が， 内部に 障害が あった 場合に も 常に 6.4.1 の 規定値 を 超えない よう にす る 方策 を 規定 
している 適切な 規格に 適合す る 電子回路 電源。 

7 装置の 保護 

注記 箇条 7 で 規定す る "装置" と は， 主として 単体の 装置 （変圧器， 電動機， 導体な ど） を 意味す 
る （3.21 参照）。 
7.1 一般 事項 

箇条 7 は， 次の 影響から 装置 を 保護す る ためにと るべき 方策に ついて 規定す る。 
一 短絡 事故に よる 過 電流 
― 電動機の 過 負荷 及び, 又は 冷却 障害 
― 異常な 温度 
― 電源 電圧の 低下 又は 停電 
一 機械 及び 機械 要素の 過 速度 
― 地 絡 電流 又は 漏電 電流 
― 正しくない 相 順 

一 雷 サージ 及び 開閉 サージに よる 過 電圧 
7.2 過 電流 保護 
7.2.1 一般 事項 

機械 （電気装置） 内の 回路 電流が， 構成 品の 定格 値 又は 導体の 許容 電流 容量の いずれ か 小さい 方 を 超え 
る 可能性が ある 場合に は， 過 電流 保護 を 備えなければ ならない。 選定すべき 定格 値 又は 設定 値に 関して は， 
7.2.10 に 規定す る。 
7.2,2 電源 導体 

注記 7.2.2 で 規定す る 電源 導体と は， 電気装置の 入力 端子 外の， 一般に は 電気装置の 構成に 含まれな 
い （電気装置 使用者が 用意す る） 電源 線 をい う。 
電気装置の 供給者 は， 使用者の 指定がない 限り， 電気装置への 電源 導体の ための 過 電流 保護 機器 を 備え 
る 必要 はない （附属 書 B 参照)。 

電気装置の 供給者 は， 電源 導体の ための 過 電流 保護 機器の 選定に 必要な データ を据付 接続 図に 記述し な 
ければ ならない （7.2.10 及び 17.4 参照）。 
7.2.3 電力 回路 
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電力 回路の 各 充電 導体に は， 7.2.10 に 従って 選定した， 過 電流 を検 知して これ を 遮断す る 機器 を 設けな 

ければ ならない。 

次の 導体 は， それに 関連す る 充電 導体が 断路す る 前に 断路して はならない。 
一 交流 電源 回路の 中性 線。 
― 直流 電源 回路の 接地 側 導体。 

- 移動 機械の 露出 導体に ボンディング された 直流 電源の 導体。 

中性 線の 断面 積が その 相 導体の 断面 積と 同等 以上で ある 場合に は， この 中性 線に は 過 電流 検出器 及び 遮 
断 器 を 設けな くて よい。 断面 積が 関連 相 導体よ り 小さい 中性 線の 過 電流 保護に は， JIS C 60364-5-52 の 524 
を 適用す る。 

IT 系統で は 中性 線 を 用いない こ とが 望ま しい。 中性 線 を 用いる 場合 は， JIS C 60364-4-43 の 431.2.2 に規 
定 する 方策 を 適用し なければ ならない。 
7.2.4 制御 回路 

制御 回路 を 入力 電源に 直接 接続す る 導体 及び 制御 回路 用 変圧器に 電源 を 供給す る 導体 は 7.2.3 に 従って 
過 電流から 保護し なければ ならない。 

制御 回路 用 変圧器 又は 直流 電源から 電源 を 供給す る 制御 回路の 導体 は， 次に よって 過 電流 保護 を 実施し 
なければ ならない （9.4.3.1 も 参照）。 

一 保護 ボンディング 回路に 接続した 制御 回路で は， 開閉され る 導体に 過 電流 保護 装置 を 挿入す る。 
一 保護 ボンディング 回路に 接続し ない 制御 回路に は， 次 を 適用す る。 

• すべての 制御 回路に 同じ 断面 積の 導体 を 用いる 場合に は， 開閉され る 導体に 過 電流 保護 機器 を 挿 
入す る。 

• 異なる サブ 回路に 異なる 断面 積の 導体 を 用いる 場合に は， 各 サブ 回路の 開閉され る 導体 及び 共通 
導体の 両方に 過 電流 保護 機器 を 挿入す る。 
7.2.5 コンセント 及び それに 給電す る 導体 

主として 保全 用の 装置に 電源 を 供給す るた めの はん ひ 凡） 用 コンセントに 給電す る 回路に は， 過 電流 保 
護 を 備えなければ ならない。 過 電流 保護 機器 は， この コンセントに 給電す る 各 回路の 接地し ない 充電 導体 
に 設けなければ はならない。 
7.2.6 照明 回路 

照明 用 電源 回路の すべての 非 接地 導体 は， 他の 回路 を 保護す る も の と は 別に， 照 日 1 埋霊 _1§ 燕専 _墳9 過 
電流 保護 機器 を用レ 3 て 短絡の 影響 か ら 保護 し な ければ な ら ない。 
7.2.7 変圧器 

変圧器 は， その 製造業 者の 指示に 従って 保護し なければ ならない。 変圧器の 保護 は， 次の こと を 満たす 
もので なければ ならない （7.2.10 も 参照）。 
一 変圧器の 突入 電流に よる 不要 トリップ を 防止す る。 

一 二次 側の 端子 間が 短絡した とき， 卷線 温度が 変圧器の 絶縁 種別に よる 許容 値 を 超える こと を 防止す る。 

過 電流 保護 機器の 種類 及び 作動 電流. 丄凰 路 星 ffi 罱ゃ 上」 と、 乙ズ霉 燕，…. ヒそニ ざ 澄 M_ 電^な 互)… 9. 設定 値 
は， 変圧器 供給者の 推奨に 従う ことが 望ましい。 
7.2.8 過 電流 保護 機器の 配置 

過 電流 保護 機器 は， 次の すべての 条件 を 満足し ない 限り， 導体 断面 積の 減少 又は その他の 変化に よって 
導体 電流 容量が 減少す る 場所に 配置 し な ければ な ら ない。 
一 すべての 導体の 電流 容量が， 少なくとも 負荷の 電流 容量 以上で ある。 
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一 電流 容量が 減少す る 導体から 過 電流 保護 機器までの 導体 長が 3m を 超えない。 

― 短絡す る 可能性が 少ない 方法で 導体 を布設 する。 例えば， ェン クロージャ 又は ダクトで 保護す る。 

7.2.9 過 電流 保護 機器 

定格 短絡 遮断 容量 は， 過 電流 保護 機器の 設置 点 に おいて 想定 される 故障 電流 以上 としな ければ な ら ない。 
過 電流 保護 機器に 流れる 短絡 電流に， 電源 以外 （例えば， 電動機， 力 率 改善 用 コンデンサ） から 流れ込む 
電流が 含まれる 場合 は， これらの 電流 を 考慮し なければ ならない。 

必要な 遮断 容量 を もつ 別の 過 電流 保護 機器， 例えば， 電源 導体の 保護の ための 過 電流 保護 機器 （7.2.2 参 
照） 力、 その 電気装置の 入力 端子から 見て 電源 側に 設置され ている 場合に は， 電気装置の 過 電流 保護 機器 
の 遮断 容量 は， その外 部 過 電流 保護 機器の 遮断 容量より 小さくても よい。 この場合， 直列に なった 二つの 
過 電流 保護 機器の 通過 エネルギー （/り が, 負荷 側の 過 電流 保護 機器 及び それによ つて 保護され る 導体 を 
損傷し ない 範囲 内になる ように 二つの 保護 機器の 特性の 協調 を とらなければ ならない （JIS C 8201-2-1 の 
附属 書 A 参照)。 

注記 このよう に 過 電流 保護 機器の 協調 を とる ことによって， 両方の 過 電流 保護 機器が 正 し く 作動す 

る。 

ヒューズ を 過 電流 保護 機器と して 用いる 場合に は， 容易に 入手で きる 種類 を 選ぶ 力、， 又は 使用者が 予備 
品と して 入手で きる ようにし なければ ならない。 
7.2.10 過 電流 保護 機器の 定格 及び 作動 電流 設定 値 

ヒューズの 定格 電流， 又は その他の 過 電流 保護 機器の 作動 電流の 設定 値 は， 可能な 限り 小さく しな けれ 
ばなら ない が， 予想され る 過 電流 （例えば， 電動機の 始動 時 及び 変圧器の 励磁 時） に対して 適切な 値で な 
ければ ならない。 これらの 保護 機器 を 選定す る 場合に は， 過 電流に よる 損傷 （例えば， 接点 溶 着） 力、 ら開 
閉 機器 を 保護す る こと を 考慮し なければ ならない。 

過 電流 保護 機器の 定格 電流 又は 作動 電流 設定 値 は， 保護す る 導体の 許容 電流と 最大 許容 遮断 時間/ とか 
ら 決定す る。 導体の 許容 電流 は， 12.4 及び D.2 によって 決定で きる。 最大 許容 遮断 時間/は， D.3 によって 
決定で きる。 この場合， 保護す る 回路 内の 他の 電気機器との 協調の 必要性 を 考慮に 入れる。 
7.3 電動機の 温度 上昇 保護 
7.3.1 一般 事項 

定格が 0.5kW を 超える 電動機に は， 温度 上昇 保護 を 設けなければ ならない。 

例外 電動機 を 自動 停止して はならない 用途 （例えば， 消防 ポンプ 用） では， オペレータが 反応で き 
るよう な 警報 信号 を 温度 検出 手段から 発する よ う にしなければ な ら ない。 
電動機の 温度 上昇 保護 は， 次に よって 達成で きる。 
一 過 負荷 保護 （7.3.2 で 規定)， 

注記 1 過 負荷 保護 機器 は， 回路の 全 負荷 定格 を 超えて いる 時間と 電流と で 決まる 量 、H を 検出 
し， 必要な 制御 応答 を 開始させる。 
― 温度 保護 （7.3.3 で 規定)， 又は， 

注記 2 温度 検出器 は， 異常 温度 を 検出し 必要な 制御 応答 を 開始させる。 
― 電流 制限に よる 保護 （7.3.4 で 規定)。 

温度 保護 機能が 作動した 後の 電動機の 自動 再起動が， 危険 状態 を 招く， 機械 を 損傷す る， 又は 工程 中の 
工作物 を 損傷す る 可能性が ある 場合 は， このような 自動 再起動 を 防止し なければ ならない。 
7.3.2 過 負荷 保護 

過 負荷 保護 を 備える 場合 は， 中性 線 を 除く すべての 充電 導体の 過 負荷 を 検出し なければ ならない。 ただ 
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し， 電動機の 過 負荷 検出器が ケーブル 保護 を 目的と する もので ない 場合 は， 使用者の 要求に よって は， 過 
負荷 検出器 を 一部の 充電 導体に 限定して 設ける ことによって， 過 負荷 検出器の 数 を 減らしても よい （D.2 
も 参照）。 単相 電動機 又は 直流 電動機の 場合に は， 検出器 は 一つの 非 接地 充電 導体 だけに 設ければ よい。 

過 負荷 保護 を 開閉機 器に よって 行う 場合 は， 開閉機 器 は， 過 負荷 時に すべての 充電 導体 を開路 しな けれ 
ばなら ない。 中性 線 導体 は， 過 負荷 保護の ために 開路 しな ぐても よい。 

頻繁に 起動 又は 制動す る 用途に 用いる 特別な デュー ティの 電動機 （例えば， 高速 トラバース， ロッキ ン 
グ， 早 戻し， 頻繁な 孔 あけに 用いる 電動機） の 場合 は， 保護す る 巻 線の 時 定数に 見合う 過 負荷 保護 を 備え 
る ことが 難しい ことがある。 この場合 は， 特別な デュー ティの 電動機 又は 特別な 温度 保護 （7.3.3 参照） に 
適する ように 設計した 適切な 保護 機器 を 用いる 必要 も あり 得る。 

過 負荷に なり 得ない 電動機 （例えば， トルク 電動機， 機械的な 過 負荷 保護 機器で 保護され る 駆動 電動機） 
に は， 電気 的な 過 負荷 保護 機器 を 備える 必要 はない。 
7.3.3 温度 保護 

冷却 効果が 阻害され る 状況 （例えば， ほこりの 多い 環境） では， 電動機に 温度 保護 （IEC 60034-11 参照） 

を 設ける こと を 推奨す る。 電動機の 種類に よって は， 温度 保護に よって 拘束 状態 又は 欠 相 状態に 対する 保 
護が 達成され ると は 限らない。 このために は 追加の 保護 を 備える ことが 望ま しい。 

温度 保護 は， 過 負荷に なり 得ない 電動機 （例えば， トルク 電動機， 機械的な 過 負荷 保護 機器で 保護され 
る 駆動 電動機） にも， 温度 超過になる 可能性が ある 場合 （例えば， 冷却 不足に よる） に は 備える こと を 推 
奨 する。 

7.3.4 電流 制限に よる 保護 

三相 電動機の 温度 上昇の 影響に 対する 保護 は， 電流 制限に よって 達成で きる。 三相 電動機の 電流 制限 器 
の 数 は， 3 個から 2 個に 減らしても よい （7.3.2 参照）。 直流 電源 又は 単相 交流 電源で 作動す る 電動機で は， 
電流 制 限 を 接地され ない 充電 導体 だけに 行っても よい。 
7.4 異常 温度 保護 

発熱す る 抵抗 その他の 回路で， 著しく 高温と なり 危険 状態 を 招く 可能性が ある もの （例えば， 短時間 定 
格 部品の 使用 又は 冷却 媒体の 喪失に よる。） に は， 適切な 制御 応答 を 伴う 検出 手段 を 設けなければ ならない。 
7.5 停電， 電圧 低下 及び その 復旧 時の 保護 

停電， 電圧 低下 及び それらの 復旧 時に， 危険 状態， 機械の 損傷， 又は 加工 中の 工作物の 損傷 を 招く 可能 
性が ある 場合 は， あらかじめ 設定した 電圧で 作動す る 不足 電圧 保護 （例えば， 機械への 供給 電源の 遮断） 
を 備えなければ ならない。 

機械の 運転が， 短時間の 停電 又は 電圧 降下 を 許容す る 場合 は， 遅延 形 不足 電圧 保護 機器 を 備えて も よい。 
こ の 場合， 遅延 形 不足 電圧 保護 機器の 作動が 機械の 停止 機能 を 妨 げて はならない。 

電圧の 回復 又は 供給 電源 側の 再 投入に よって， 機械が 自動的 又は 予期し ない 再起動 をす ると 危険 状態 を 
招く ことがある 場合 は， そのような 再起動 を 防止し なければ ならない。 

機械の 一部 又は 連携して 稼働 中の 機械 群の 一部 だけが 電圧 低下 又は 停電の 影響 を 受ける 場合に は， 不足 

電圧 保護 は， 保護 機能 力^! 実に 協調して 作動す るよう に 適切な 制御 応答 を 開始 させなければ ならない。 

7.6 電動機の 過 速度 保護 

速度 超過が 危険 状態 を 招く 可能性が ある 場合に は， 9.3.2 の 方策 を 考慮して， 過 速度 保護 を 設けなければ 
ならない。 過 速度 保護 は， 適切な 制御 応答 を 促し， かつ, 自動的 再起動 を 防止す る もので なければ ならな 
い。 

過 速度 保護 は， 電動機 又は 負荷が その 機械的 限界 速度 を 超えない よう に 作動す る こ とが 望ま しい。 
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注記 過 速度 保護に は， 例えば， 遠心力 スィッチ 又は 限界 速度 モニタ を 用いる ことがある。 
7.7 地 絡 （漏電） 電流 保護 

6.3 で 規定した 自動 遮断の ための 過 電流 保護に 加えて， 過 電流 保護の 検知 レベルよ り 小さい 地 絡 （漏電） 
電流に よる 装置の 損傷 を 低減す るた めに， 地 絡 （漏電） 電流 保護 を 備える ことができる。 

保護 機器の 電流 設定 値 は， 装置の 正 しい 作動と 矛盾せ ずに， できる だけ 小さい 値に し な ければ な ら ない。 
7.8 相 順の 保護 

電源の 正し く ない 相 順が， 危険 状態 又は 機械の 損傷 を 招く 可能性が ある 場合に は， 相 順 保護 を 備えな け 
れ ばなら ない。 

注記 正しくない 相 順によ る 運転が 行われる 事例に は， 次の ものが ある。 
― 一つの 電源から 別の 電源に 接続 を 換えて 用いる 機械。 

- 外部 電源への 接続 手段 _ せ if:. なぶ 1. を も つ 移動 機械。 

7.9 雷 サージ 及び 開閉 サージの 過 電圧 保護 

雷 サージ 及び 開閉 サージに よる 過 電圧の 影響から 保護す るた めに， 保護 機器 を 設けても よい。 

保護 機器 を 設ける 場合 は， 
- 雷 サージに よる 過 電圧 を 抑制す る 機器 は， 電源 断路 器の 入力 側 端子に 接続し なければ ならない。 
― 開閉 サージに よる 過 電圧 を 抑制す る 機器 は， その 保護 を 必要と する すべての 機器の 端子 間に 接続し な 
ければ ならない。 

8 等 電位 ボンディング 
8.1 一般 事項 

箇条 8 は， 保護 ボンディング 及び 機能 ボンディング について 規定す る。 図 2 は， これらの 概念 を 示す。 
注記 保護 ボンディング （3.43 参照)， 機能 ボンディング （3.27 参照） は， いずれも 等 電位 ボン ディン 
グ （3.22 参照） である。 

保護 ボンディ ング は， 漏電 時の 間接 接触に よる 感電から 人 を 保護す るた めの 基礎と なる ものである （6.3.3 
及び 8.2 を 参照）。 

機能 ボンディング は， 次の こと を 最小に する こと を 目的と する ものである。 
- 絶縁 不良が 機械の 作動に 与える 悪影響。 
一 敏感な 電気装置への 電磁 妨害が 機械の 作動に 与える 悪影響。 

通常， 機能 ボンディ ング は， 保護 ボンディ ング 回路に 接続す る ことによって 達成され る。 しかしながら， 
保護 ボンディ ング 回路に 加えられる 電気 的 妨害の レベルが， 電気装置の 正しい 作動に 対して 十分 低くない 
場合 は， 機能 ボンディ ング 回路 を 別の 機能 接地 用 導体に 接続す る ことが 必要に なるこ と も ある (図 2 参照)。 
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電気装置 を 含む 機械 



構造 物 

ボンディング 
(8.2.1) 




制御 回路 電源 
！ (8,3， 9.4.3.1) 



敏感な 電気装置の シャーシ 



敏感な 電気装置 



| (^) 保護 

！ w ボンディング 



(8.2) 



電気装置の PE 端子 及び 
保護 ボンディングが 要求 
される 他の 導体 部 （8.2) 




外部 保護 導体 接続の ための 
、機械の PE 端子 （5.2) 



機能 

ボン ディンく 
j (8.3) 



' M 



外部の 機能 接地 線 
接続 用 FE 端子 一 



一— 丄 ——，/一— 



必要に より 接続 

機能 ボンディング （8.3) と 
保護 ボンディング （8.2) の 兼用 



^ 機能 ボンディング だけ （8.3) 

^ 保護 接地 用 導体 又は 機能 接地 用 導体に 接続 

注記 "機能 接地 導体" は， 以前 は "ノイズレス 接地 導体" と 呼び， "FE 端子" は， 以前 は "TE" と 表記し 
た （JISC 0445 及び IEC 60445 参照）。 



図 2 — 機械の 電気装置の ための 等 電位 ボンディ ングの 例 
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8.2 保護 ボンディング 回路 
8.2.1 一般 事項 

保護 ボンディング 回路 は， 次の もので 構成す る。 
― PE 端子 （5.2 参照)。 

― 機械の 装置 内の 保護 導体 （しゅう 動 接点が 保護 ボンディング 回路の 一部で ある 場合 は， しゅう 動 接点 

も 含む。 ）。 

一 露出 導電性 部分 及び 電気装置の 導電性 構造 部分。 
- 機械の 構造 を 形成す る 外部 導電性 部分 （3.24 参照)。 

保護 ボンディ ング 回路の すべての 部分 は， そこ を 流れる 地 絡 電流に よって 生じる 最大の 熱的ス ト レス 及 
び 機械 的 ストレスに 耐える ように 設計し な け れ ば ならない。 

電気装置 又は 機械の 構造 部分の コンダ クタ ンス （導電度） 力、 露出 導電性 部分に 接続され る 最小 保護 導 
体の コンダ クタ ンスょ り も 小さい 場合 は， 追加の ボンディ ング 導体 を 備えなければ ならない。 追加 保護 導 
体の 断面 積 は， 主 保護 導体の 断面 積の 50 % 以上と しなければ ならない。 

IT 系統の 電源 を 用いる 場合 は， 機械の 構造 部 は 保護 ボンディング 回路の 一部と なる ようにして， 更に 絶 
縁 監視 機器 を 備えなければ ならない。 6.3.3c) を 参照。 

6.3.2.2 に 従う 装置の 導電性 構造 部分 は， 保護 ボンディ ング 回路に 接続す る 必要 はない。 すべての 装置が 
6.3.2.2 に 従う ものである 場合 は， 機械の 構造 を 形成す る 外部 導電性 部分 を， 保護 ボンディング 回路に 接続 
する 必要 はない。 

6.3.2.3 に 従う 装置の 露出 導電性 部分 は， 保護 ボンディ ング 回路に 接続して はならない。 
8.2.2 保護 導体 

保護 導体 は， 13.2.2 によって 識別し なければ ならない。 

保護 導体 は， 銅 導体と する ことが 望ましい。 銅 以外の 導体 を 用いる 場合 は， その 導体の 単位 長の 電気 抵 
杭が， 許容され る 銅 導体の 単位 長の 抵抗 値 を 超えて はならない。 また， その 導体の 断面 積 は 16 mm 2 以上 
としなければ ならない。 

保護 導体の 断面 積 は， 次の 要求 事項に よって 決定し なければ ならない。 
一 J1S C 60364-5-54 の 543， 又は， 
― 該当する ならば， IEC 60439-1 の 7.4.3.1.7。 

決定した 保護 導体 断面 積と， 対応す る 相 導体の 断面 積との 関係が 表 1 を 満足 すれば， この 要求 事項 は， 
ほとんどの 場合 満足され る （5.2 参照）。 

8.2.8 も 参照す る。 
8.2.3 保護 ボンディング 回路の 導通 性 

すべての 露出 導電性 部分 は， 8.2.1 に 従って 保護 ボンディ ング 回路に 接続し なければ ならない。 
例外 8.2.5 に 該当する もの は， この 限りで ない。 

どのような 理由 （例えば， 定期 保全） で 電気装置の 部分 を 取り外した 場合に も， 残った 部分の 保護 ボン 
ディ ング 回路の 導通が 失われて はならない。 

ボンディング 接続 部 は， 電流 容量が， 機械的， 化学的， 電気化学 的な 影響に よって 劣化し ないように 設 
計し なければ ならない。 アルミニウム 又は アルミニウム 合金の ェン クロージャ 及び 導体 を 用いる 場合 は， 
電 食の 可能性に ついて 特に 考慮す る ことが 望ま しい。 

金属製の 可とう 性 ダクト 又は 非 可とう 性 ダクト， 並びに 金属の ケーブル 外装 は， 保護 導体と して 用いて 
はならない。 ただし， 金属 ダクト 及びす ベての 接続 ケーブルの 金属 外装 （例えば， ケーブル 外装， 鉛 被） 
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は， 保護 ボンディング 回路に 接続し なければ ならない。 

電気機器が， ふた， 扉， カバー プレートに 取り付けられ ている 場合， 保護 ボンディング 回路の 導通 性 を 
確保し なければ ならない。 このために 保護 導体 (8.2.2 参照） を 用いる こと を 推奨す る。 保護 導体 を 用いな 
い 場合 は， 低い 抵抗になる ように 設計した 締結 部品， 丁番 又はし ゆう 動 接点 を 用いなければ ならない （18.2.2 
の 試験 1 参照。）。 

損傷の 危険に さらされる ケーブル （例えば， 可とう 性の 引きずり ケーブル） の 中の 保護 導体 は， その 導 
通性 を 適 七 刀な 方策 （例えば， モニタ） によって 確保し なければ ならない。 

導体 ワイヤ， 導体 ノ 《 一及び スリ ッ プ リ ン グ 機構 に 用いる 保護 導体の 導通 性 に対する 要求 事項 について は， 
12.7.2 を 参照。 

8.2.4 保護 ボンディ ング 回路からの 開閉機 器の 排除 

保護 ボンディング 回路に は， 開閉機 器 及び 過 電流 保護 機器 （例えば， スィッチ， ヒューズ） を 挿入して 
はならない。 

保護 ボンディ ング 導体 を 切り離す いかなる 手段 も 備えて はならない。 

例外 囲いが ある 電気 設備 区域 内に あり， 工具 を 用いなければ 切り離せない 試験 用 又は 測定 用の リ ン 
クは 例外と する。 

保護 ボンディ ン グ 回路の 導通が， 取 り 外し 可能な 集 電子 又は ブラ グ' ソケ ッ ト 対で 切 り 離しで きる 場合に 
は， 保護 ボンディング 回路 用 接点 は， 充電 導体 用 接点よりも 接続 時には 先に 閉じ， 切り離し 時には 後に 開 
かなければ ならない。 この こと は， 取り外し 可能の プラグ イン ユニット にも 適用す る （13.4.5 参照）。 
8.2.5 保護 ボンディング 回路に 接続す る 必要の ない 部分 

次の いずれ かの 理由で， 危険 源に ならない ように 取り付けられ ている 露出 導電性 部分 は， 保護 ボンディ 
ング 回路に 接続す る 必要 はない。 

一 接触 部分が 少ない， 又は 握る ことができない ほど 小さい （約 50 mm X 50 mm 未満)。 
一 充電 部との 接触 及び 絶縁 不良 力^ 3 きないよ うに 配置して ある。 

この 規定 は， ねじ， リベット， 銘板の ような 小 部品に も 適用し， ェン クロージャ 内の 部品 （例えば， コ 
ンタ クタ 又は リレーの 電磁石， 及び 機器の 機械的 部分） にも， 大きさに 関係な く 適用す る （JIS C 60364-4-41 
<D 410.3.3.5 も 参照）。 
8.2.6 保護 導体の 接続 点 

すべての 保護 導体 は， 13.1.1 に 従って 接続し なければ ならない。 保護 導体 接続 点 を その他の 用途に， 例 
えば， 器具 又は 部品の 取 付け 又は 接続の ために， 用いて はならない。 
各 保護 導体 接続 点 は， 次の 図 記号 IEC 60417-5019 (DB:2002-10) 又は 文字 PE を （図 記号 を 優先す る。） 

マーキング 又は ラベルに よって 表示す る 力、， 緑と 黄の 2 色 組合せの 色 表示 をす るか， 又は これらの 組合せ 
によって 表示し な ければ な ら ない。 



8.2.7 移動 機械 

電源 を 搭載す る 移動 機械で は， 感電 保護の ために， 保護 導体， 電気装置の 導電性 構造 部分， 及び 機械の 
構造 を 形成す る 外部 導電性 部分の すべて を， 一つの 保護 ボンディング 端子に 接続し なければ ならない。 移 
動 機械 を 外部 電源に も 接続 するとき は， 外部 保護 導体 を この 保護 ボンディ ング 端子に 接続し なければ なら 
ない。 
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注記 据置 形， 移動 形 又は 可搬 形の 装置が， 電気 エネルギー を 内部 電源から 供給す る も ので あ ると き， 
及び 外部 電源 を 接続し ない （例えば， 搭載の バッ テリ チャージ ャを 外部 電源に 接続し ない。） も 
ので あるとき は， そのような 装置に 外部 保護 導体 を 接続す る 必要 はない。 
8.2.8 接地 漏え い 電流が 10 mA (交流 及び 直流） を 超える 電気装置の 追加 保護 ボンディ ング 要求 

注記 1 接地 漏え い 電流 は， "絶縁 故障がない 状態で 設備の 充電 部から 接地 回路に 流れる 電流" と 定義 
される （IEV 442-01-24 参照）。 この 電流 は， 使用して いる コンデンサ によって 発生す る 容量 
性 成分 を もつ ことがある。 
注記 2 IEC 61800 規格 群の 関連 規定 を 満たす 可変 速 電動機 システムの ほとんど は， 接地 漏え い 電流 
が 交流 3.5 mA を 超える。 可変 速 電動機 システムの 接地 漏え い 電流 を 確認す るた めに， IEC 
61800-5-1 に タイ プ 試験と して 接触 電流 測定法が 定義され ている。 
接地 漏え い 電流が 10mA (交流 及び 直流） を 超える 電気装置 （例えば， 可変 速 電動機 システム 及び 情報 
技術 装置） は， 次の a) 〜りの 条件の 幾つか を 満たさなければ ならない。 

a) 保護 導体の 断面 積 を 全長に わたって， 銅 導体で は 10mm 2 以上， アルミ 導体で は 16 mm 2 以上と する。 

b) 保護 導体の 断面 積が 銅 導体で 10mm 2 ，アルミ 導体で 16 mm 2 に 満たない 部分に は， 少なく とも その 保 
護 導体 と 同じ 断面 積の 追加 保護 導体 を 備え な ければ な ら ない。 

注記 3 このために， 追加 保護 導体 用の 接続 端子が 必要に なること も ある。 

c) 保護 導体の 導通 性が 失われた とき は， 電源 を 自動 遮断す る。 

電磁 妨害に よ る 支障 を 防止す る た め， 二重の 保護 導体 を も つ 設備に も 4.4.2 の 要求 を 適用す る 。 

さらに， PE 端子の 近傍に， 必要なら 電気装置の 銘板 上に も， 警告 ラベル を 付けなければ ならない。 17.2 

b) 1) に 規定す る 情報に は， 接地 漏え い 電流 及び 外部 保護 導体の 最小 断面 積に 関する 情報 を 含めなければ な 

ら ない。 

8.3 機能 ボンディング 

9.4.3.1 に 従って， 制御 回路の 共通 導体 を 接地す る ことによって， 制御 回路の 絶縁 故障に よる 誤作動から 
の 保護 を 達成で きる。 

電磁 妨害に よる 異常 作動 を 回避す るた めの ボンディ ング に関して は， 4.4.2 を 参照す る。 
8.4 大きな 漏え い 電流の 影響 を 制限す る 方策 

大きな 漏え い 電流の 影響 は， 大きな 漏え い 電流 を もつ 装置の 入力 電源 を， 分離 巻 線 を もつ 専用の 電源 変 
圧 器から 供給す る ことによって， 影響 を その 装置 内 だけに 制限す る ことができる。 この場合， 保護 ボン デ 
イング 回路 は， 装置の 露出 導電性 部分 及び 変圧器の 二次 巻 線の 両方に 接続し なければ なち ない。 装置と 変 
圧 器 二次 巻 線との 間の 保護 導体 は， 8.2.8 の a)〜c) の 要求 事項の 幾つか を 満たさなければ ならない。 

9 制御 回路 及び 制御機 能 
9.1 制御 回路 
9.1.1 制御 回路 電源 

制御 回路に 交流 電源 を 供給す る 場合 は， 制御 回路 用の 変圧器 を 用いなければ ならない。 この 変圧器 は， 
分離 巻 線形 （複 巻） でなければ ならない。 複数の 変圧器 を 用いる 場合に は， 各 二次 側 電圧が 同相と なる よ 
うに 接続す る ことが 望ましい。 

交流 電源から 変換した 直流 電源 を 用いる 制御 回路 力 《保護 ボンディング 回路 （8.2.1 参照） に 接続され る 場 
合 は， その 制御 用 直流 電源 回路へ 供給す る 交流 電源 は， 交流の 制御 回路に 用いる 変圧器の 分離 巻 線から （変 
圧 器 を 共用して） 供給す るか， 別の 制御 回路 用 変圧器から 供給し なければ ならない。 
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注記 IEC 61558-2-17 の 分離 巻 線 （複 巻） 変圧器 を 用いる スイッチング 電源 は， この 要求 事項 を 満た 

す。 

電動機 始動 器が 一つ だけ， 及び Z 又は 制御機 器 （例えば， インタ ロック 機器， 起動 停止 操作 機器） が 2 
組 以内の 機械に おいて は， 制御 電源 用 変圧器 を 用いなくても よい。 
9.1.2 制御 回路 電圧 

制御 回路の 公称 電圧 は， 制御 回路が 正常に 機能す る 値と しなければ ならない。 変圧器から 供給す る 回路 
の 公称 電圧 は， 2 フフ V を 超えて はならない。 
9.1.3 保護 

制御 回路に は， 7.2.4 及び 7.2.10 に よ る 過 電流 保護 を 備えな ければ な ら ない。 
9.2 制御機 能 

注記 1 制御機 能の 安全性に 関する 情報 は， JISB9705-1, JISB 9961 及び ISO 13849-2 に 示されて い 
る。 

注記 2 9.2 は， 制御機 能 を 作動させる ために 用いる 制御機 器 そのものの 要求 事項 は 規定して いない。 
これらの 要求 事項の 例 は 箇条 10 に 示す。 
9.2.1 起動機 能 

起動機 能 は， 関連 回路に 電気 を 通じる ことによって 作動す る もので なければ ならない （9.2.5.2 参照)。 
9.2.2 停止 機能 

停止 機能に は， 次の 三つの カテゴリが ある。 
—停止 カテゴリ 機械 ァ クチ ユエ 一夕の 電源. を 即時に 遮断す る ことによ る 停止 （すなわち， 非 制御 停 
止の こと。 3.56 参照。）。 

― 停止 カテゴリ 1 停止す るた めに 機械 ァ クチ ユエ 一夕が 電源 を 使える 状態で 停止し， 停止が 完了して 

から 電源 を 遮断す る 制御 停止 （3.11 参照)。 
― 停止 カテゴリ 2 停止 完了後 も 機械 ァ クチ ユエ 一夕に 電源 を 供給した ままに する 制御 停止。 
9.2.3 運転 モード 

機械 は， その 種類 及び 用途に 応じて 幾つかの 運転 モード を もつ ことがある。 モード 選択に よって 危険 状 
態が 起こり 得る 場合 は， 適切な 手段 （例えば， キー スィッチ， アクセス コード） によって， 無 許可 及び/ 
又は 不注意に よる モード 選択 カ珩 われる こと を 防止し なければ ならない。 

モード を 選択した だけで 機械 力ま 運転 を 開始して ならない。 機械の 起動に は， モード 選択と は 別の 起動 制 
御 を 必要と しなければ ならない。 

各 運転 モードに おいて， 関連す る 安全 機能 及び/又は 保護 方策が 働かなければ ならない。 

選択した モード は， 表示し なければ ならない （例えば， モード 選択 器の 選択 位置 表示， 表示灯， デ イス 
プレイ 画面に よって。 ）。 

9.2.4 安全 機能 及び/又は 保護 方策の 中断 

安全 機能 及び/又は 保護 方策 を （例えば， 段取り 又は 保全の ために） 中断す る 必要が ある 場合 は， 次の 
ことによって 保護 を 確実に 達成し なければ ならない。 
― 他の すべての 運転 （制御） モード を 作動 不能に する。 

― 他の 関連 手段 （JISB 9700-2 の 4.11.9 参照） を 用いる。 例えば， 次に 示す 手段の 幾つか を 用いる。 
• ホールド ッゥ ラン 機器 又は 類似の 制御機 器に よる 運転の 始動。 

• 非常 停止 付きの 携行 式 操作盤 （用いる ことが 適切なら ば， ィ ネーブル 機器 も 備える。）。 

携行 式 操作盤が 使用され ている とき は， 機械の 可動 部の 始動 は， その 操作盤 だけから 可能で ある 
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ようにし なければ ならない。 
• 9.2.7.3 による 停止 機能 を 指令す る 機器 を もつ ケーブル レス 操作盤 （用いる ことが 適切なら ば， ィ 
ネーブル 機器 も 備える。）。 ケーブル レス 操作盤 力 《 使用され ている とき は， 機械の 可動 部の 始動 は， 
その 操作盤 だけから 可能で あるよう にしなければ ならない。 
• 機械の 動きの 速度 又は 力 を 制限す る 手段。 
• 機械の 可動 範囲 を 制限す る 手段。 
9.2.5 運転 
9.2.5.1 —般 事項 

安全な 運転の ために， 必要な 安全 機能 及び/又は 保護 方策 [例えば， インタ ロック （9.3 参照)] を 設け 
なければ ならない。 

機械が どのような 理由 （例えば， ロックアウト， 電源 障害， バッテリー 交換， ケーブル レス 制御に おけ 
る 信号の 断絶） で 停止した 場合で も， 停止 後に 意図し ない 動き 又は 予期し ない 動き を 始める こと を 防止す 
る 方策 を とらなければ ならない。 

複数の 操作盤 を もつ 機械に おいて は， 異なる 操作盤からの 指令が 危険 状態 を 引き起こさな いような 確実 
な 方策 を とらなければ ならない。 
9.2.5.2 起動 

運転の 起動 は， 9.2.4 に 示す 特定の 場合 以外， 関連す るすべ ての 安全 機能 及び/又は 保護 方策が 有効に 機 
能して いると き だけ 可能と なる ようにし なければ ならない。 

特定の 運転 条件に 対して 安全 機能 及び Z 又は 保護 方策 を 設ける こ とがで きない 機械 （例えば， 移動 機械） 
では， これらの 運転の 手動 操作 は， ホールド ッゥ ラン 制御 （イネ 一 ブル 機器 を 併用す る ことが 適切で あ 
る 場合 は， これ も 用いる。） によらなければ ならない。 

正 し い 順序で 起動す るよう に， 適切な ィ ン タロッ ク 機能 を 設け な ければ な ら ない。 

起動 を 指令す るた めに 複数の 操作盤が 必要な 機械の 場合， これらの 各 操作盤に は， 起動 専用の 制御器 を 
設けなければ ならない。 起動す る 条件 は， 次のと おりで なければ ならない。 
― 機械の 運転に 必要な 条件が すべて 満たされ ており， 
- すべての 起動 制御器が オフ 位置に あり， その 状態から， 
- すべての 起動 制御器 を 並行して 操作 (3.6 参照） する。 
9.2.5.3 停止 

リスク アセスメント 及び 機械の 機能 要求 （4.1 参照） に 従い， 停止 カテゴリ 0， 停止 カテゴリ 1， 停止 力 
テゴリ 2 の， 必要な 停止 機能 （一つ 又は 複数） を 備えなければ ならない。 

注記 電源 断路 器 （5.3 参照） を 停止 機能に も 用いる とき は， カテゴリ の 停止 機能と なる。 

停止 機能 は， 起動機 能に 優先 （割り込み） して 作動し なければ ならない （9.2.5.2 参照）。 

必要な 場合， 保護 機器 及び インタ ロック 機器 を 接続す る 手段 を 備えなければ ならない。 保護 機器 又は ィ 
ン タロック を 用いて 機械 を 停止させる 場合 は， 通常 これらの 機器の 状態 を 制御システムの 論理回路に 伝達 
する 必要が ある。 停止 機能 を リセットした とき， 危険 状態 を 引き起こして はならない。 

複数の 操作盤 を 設ける 場合 は， 機械の リスク アセスメント によって 必要で あれば， 停止 指令 は どの 操作 
盤から も 有効に 作動し なければ ならない。 
9.2.5.4 非常 操作 （非常 停止， 非常 スイッチング オフ） 
9.2.5.4.1 一般 事項 

この 規格 は， 附属 書 E に 示す 非常 操作のう ちの 非常 停止 及び 非常 スイッチング オフに ついて 規定す る。 
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この 二つの 停止 機能 は， いずれも， 人の 一度の 操作 行為に よって 始動す る。 

非常 停止 操作 （10.7 参照） 又は 非常 スイッチング オフ 操作 （10.8 参照） がー 度 行われたら， この 停止 指 
令の 効果 は， 停止 指令 を 解除す るまで 持続し なければ ならない。 非常 停止 指令 及び 非常 スィ ツチ ング オフ 
指令の 解除 は， その 指令 操作 を 行った 場所での 手動 操作に よって だけ 可能で あるよう にしなければ ならな 
い。 この 停止 指令の 解除 は， 再起動 を 許す だけであって， 停止 指令の 解除に よって 機械 カ嚼 起動して はな 
ら ない。 

すべての 非常 停止 指令が 解除され るまで， 機械の 再起動が 可能に なって はならない。 すべての 非常 スィ 
ッ チ ン グォ フ 指令が 解除 される ま で 機械の 動力 の 再 投入が 可能 になって はならない。 

注記 非常 停止 及び 非常 スイッチング オフ は， 補助 的な 保護 方策で あり， 機械に おける 危険 源 [例え 
ば， 捕 そく （捉) ，巻き込み， 感電， やけど] に関する 抜本的な リスク 低減 手段で はない （J1SB 
9700-1 及び J1S B 9700-2 を 参照）。 
9.2.5.4.2 $m^± 

非常 停止 機器の 設計 原則 は， その 機能的 側面 も 含めて， J1SB9703 に 規定され ている。 

非常 停止 は， 停止 カテゴリ 又は 停止 カテゴリ 1 の 停止と して 機能し なければ ならない （9.2.2 参照）。 

非常 停止の 停止 力 テ ゴ リ の 選択 は， 機械の リス タ アセスメントの 結果に よって 決定す る。 

非常 停止 機能に は， 停止に 対する 要求 事項 （9.2.5.3 参照） に加えて， 次の 要求 事項 を 適用す る。 

一 すべての モードに おいて， 他の 機能 及び 操作に 優先し なければ ならない。 

一 危険 状態 を 引き起こし 得る 機械 ァ クチ ユエ 一夕の 電源 を 直ちに （停止 カテゴリ 0) 遮断す る 力、， 又は 
他の 危険 源 を 発生させる ことなく， できるだけ 早く 危険な 動き を 停止す る 方法 （停止 カテゴリ 1) で 
制御し なければ ならない。 
一 非常 停止の 解除に よって 再起動して はならない。 
9.2.5.4.3 非常 スイッチング オフ 

非常 スィ ツチ ング オフの 機能的 側面 は， JISC 60364-5-53 の 536.4 に 規定され ている。 
次の 場合に は， 非常 スイッチング オフ を 備える ことが 望ましい。 
一 直接接触 （例えば， 導体 ワイヤ， 導体 バー， スリップ リング 機構， 電気 設備 区域 内の 制御機 器との 直 
接 接触） に対する 保護が， 充電 部 を 手が 届かない 場所に 取り付ける 力、， ォ ブス 夕 クル を 置く こと （6.2.6 
参照） だけによ つて 行われて いる。 
― 直接接触 以外に， 電気に よる 危険 源 又は 被害が 発生す る 可能性が ある。 

非常 スイッチング オフ は， 関連す る 入力 電源 を 電気 機械的 （非 半導体） スィッチで スイッチング オフす 
る ことによって 達成され， 入力 電源に 接続され ている 機械 ァ クチ ユエ 一夕 を カテゴリ で 停止す る。 機械 
の 性質 上 カテゴリ の 停止 を 設ける ことができない 場合 は， 例えば， 直接接触 に対して 非常 スィ ツチ ング 
オフ を 必要と しないよ うな 他の 方策が 必要と なる ことがある。 
9.2.5.5 指令した 動きの 監視 

危険 状態 を 引き起こす おそれの ある 機械 又は 機械の 部分の 動き は， 例えば， オーバ トラベル リミッタ， 
電動機の 過 速度 検出， 機械的な 過 負荷 検出 又は 衝突 防止 機器な ど を 備えて， 監視し なければ ならない。 

注記 手動 制御の 機械の 中には， 才 ペレ一 夕が この 監視 を 行う ものが ある。 
9.2.6 その他の 制御機 能 
9.2.6.1 ホールド ッゥ ラン 制御 

注記 1 ホールド ッゥ ラン 制御装置の 定義 は， JISB 9700-1 の 3.26.3 に 次のように 記載され ている。 
"手動 制御機 器 （ァ クチ ユエ 一夕） を 作動 させて いる 間に 限り， 危険 を 伴う 機械 機能の 起動 
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開始 指令 を 出し， かつ， 維持す る 制御装置。" 
ホールド ッゥ ラン 制御 は， 機械の 運転の ために 制御機 器 jjfH え も :_)__ の 連続 的 操作 Jffk 經は 

H ぬ を 必要と する もので なければ ならない。 

注記 2 ホールド ッゥ ラン 制御 は， 両手 操作 制御機 器に よって 達成す る こと も ある。 

9.2.6.2 両手 操作 制御 

注記 両手 操作 制御装置の 詳細 は， JISB 9712 に 規定され ている。 両手 操作 制御装置の 定義 は， JISB 
9712 の 3.1 及び JISB 9700-1 の 3.26.4 に 次の よう に 記載され ている。 
" こ れを 操作す る 人の ためだけ の 保護 手段 となる もので あり， 危険な 機械 機能の 起動 開始 指令 
を 出し， かつ， 維持す るた めに， 両手に よる 同時 操作 を 少なくとも 必要と する 装置。" 
両手 操作の 三つの タイプが JISB9712 に 定義され ている。 タイプの 選択 は， リスク アセスメント によつ 
て 決定す る。 各 タイプ は， 次の 特徴 を 備える もので なければ ならない。 
タイプ I ： 次に よる。 

― 両手に よって 並行 操作 （3.6 参照） する 2 個の 制御機 器から なる。 
― 危険 状態に ある 間， 並行した 連続 操作 を 必要と する。 

― 危険 状態が まだ 存続して いると き， 一方 又は 両方の 制御機 器から 手 を 離す ことによって 機械の 運 

転が 停止し なければ ならない。 
タイプ I の 両手 操作 制御機 器 は， 危険な 運転の 起動に は 適切で あると は 考えられない。 
タイプ II ： 両方の 制御機 器 か ら 一度 手 を 離 し た 後でな ければ 機械の 再起動が で きない タイプ I の 制御。 

タイプ m ： 次の ような 制御機 器の 並行 操作 を 必要と する タイプ n の 制御。 

一 二つの 制御機 器 を 各々 に 決められた 時間 内に 操作し なければ ならない。 その 時間 は， 0.5 秒 を 超え 

て はならない。 

一 こ の 決め ら れた 時間が 超過 し た 場合， 両方の 制御機 器から 一度 手 を 離さ な ければ 再起動で きない。 

9.2.6.3 ィ ネーブル 制御 

注記 1 ィ ネーブル 装置の 定義 は， JISB 9700-1 の 3.26,2 に 次の よう に 記載され ている。 

"連続 的に 操作 するとき， 機械 力 s 機能す る こと を 許可す る。 起動 制御に 連係して 用いる 補足 
的な 手動 操作 装置で ある。" 
ィ ネーブル 制御 （10,9 も 参照） は， 次の ような 手動の 制御機 能 イン 夕 ロック 5) である。 

a) ィ ネーブル 操作 をして いる 間 は， 機械の 運転が 別の 起動 制御に よって 可能と なり， 

b) ィ ネーブル 操作 をして いないと き は， 
― 停止 機能が 始動し， 

- 機械の 運転 始動 を 防止す る。 

注 5) 例えば， 次の ような インタ ロックが イネ一 ブル 制御に 用いられる。 

一 イネ一 ブル 制御装置 を 操作して いる 間 だ け イネ一 ブル 制御 接点が ォ ン になる。 
― ィ ネーブル 制御 接点が オンの 状態に あるとき だけ 機械の 運転が 可能になる。 
ィ ネーブル 制御 は， 例えば， 機械の 運転 を 再開して よいと きまで ィ ネーブル 機器 を 作動し ない 状態 （ィ 
ネーブル 機能 力ぶ 効かない 状態） にしておく ことによって， イネ一 ブル 機能が 不正 使用され る 可能性 を 最小 
にしなければ ならない。 簡単な 手段に よって は， ィ ネーブル 機能の 不正 使用が できない ようにす る ことが 
望ましい。 

9.2.6.4 起動と 停止と を 兼ねる 制御 

機械的 運動の 始動と 停止 と を 交互に 指令す る 押 し ボタ ン 及び 類似 機器の 使用 は， 危険 状態 を 招かない 機 
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能 だ け に 限 ら なけれ ば ならない。 
9.2.7 ケーブル レス 制御 
9.2.7.1 一般 事項 

9.2.7 は， 機械の 制御 系と 操作盤との 間の 指令 及び 信号の 伝送 手段に ケーブル レス 技術 （例えば， 無線， 
赤外線） を 用いる 制御システムに 必要な 機能 要求 事項 を 規定す る。 

注記 ここに 述べる システム 及び 用法の 中には， 有線 （例えば， 同 軸， ツイ スト ペア， 光ファイバ 一） 
の シリアル データ 通信 技術 を 用いる 制御機 能 に 適用で きる もの も ある。 
操作盤の 電源 を 容易に 切 り 離す 手段 を 備えなければ な ら ない （9.2.7.3 参照)。 

操作盤の 無断 使用 を 防止す るた めの 手段 （例えば， キー スィッチ， アクセス コード） を， 必要に より 備 
えなければ ならない。 

各 操作盤に は， どの 機械が その 操作盤で 制御され るかが 明確に 分かる よう な 表示 をし なければ ならない。 
9.2.7.2 制御の 制限 

制御 指令に は， 次の こと が 保証され る よ う な 方策 を 用いな ければ な ら ない。 
一 指令が， 意図した 機械 だけに 作用す る。 
一 指令が， 意図した 機能 だけに 作用す る。 

指定の 操作盤 以外からの 信号に よって 機械が 作動し ないような 方策 を 用いなければ ならない。 

必要な 場合 は， 機械が あらかじめ 指定した 区域 又は 場所 （一つ 又は 複数） にある 操作盤に よって だけ 制 
御で きる ような 手段 を 備えなければ ならない。 
9.2.7.3 停止 

ケーブル レス 操作盤に は， 機械の 運転 停止 機能 又は 危険 状態 を 起こ し 得る すべての 運転 を 停止す る 機能 
を もち， 他の 操作 器から 分離して いて 明確に 識別で きる 停止 手段 を 備えなければ ならない。 停止 機能に よ 
つて 機械 を 非常 停止で きる 場合で あっても， この 停止 機能 を 作動させる ための 操作 器に， 非常 停止 を 示す 
マーキング 又は ラベル付け をして はならない。 

ケーブル レス 制御機 能 を 備えた 機械 は， 次の 状況に おいて 自動的に 機械 を 停止す る 手段 及び 潜在的に 危 
険な 運転 を 防止す る 手段 を もたなければ ならない。 
一 停止信号 を 受信した とき。 

一 ケーブル レス システム 内の 障害 を 検出した とき。 

一 有効な 信号 （通信 力 s 確立， 維持され ている こと を 確認す る 信号 も 含む。） が 規定 時間 内に 検出され なか 
つたと き （附属 書 B 参照）。 ただし， 機械が， 事前に プログラム された 作業 を 危険 状態が 発生し 得な 
い 状況に おいて ケーブル レス 制御の 範囲 外で 実行して いる 場合 を 除く。 

9.2.7.4 複数の 操作盤 

機械が， ケーブル レス 操作盤 も 含めて 複数の 操作盤 を もつ 場合， 同時に 操作 可能な 操作盤 は 一つ だけと 
なること を 保証す る 方策 を 用いなければ ならない。 機械の リスク アセスメント によって 決ま る 適切な 場所 
に ， どの 操作盤 力 s 機械 を 制御 している か を 表示し な ければ な ら ない。 

例外 停止 指令 は， 機械の リスク アセスメント によって 要求され る 場合 は， どの 操作盤から も 有効で 
なければ ならない。 
9.2.7.5 電池 電源 を 用いる 操作盤 

電池 電源の 電圧 変動に よって 危険 状態 を 生じて はならない。 幾つかの 潜在的に 危険な 運動 を， 電池 電源 
式の ケーブル レス 操作盤で 制御す る 場合 は， 電池 電圧が 規定値 以下に なった とき， オペレータに 明確な 警 
告を 与えなければ ならない。 このよう な 状況 下で も ケーブル レス 操作盤 は， 機械 を 危険の ない 状態に する 
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た め に 十分な 時間 と そ の 機能 を 保持 し な ければ な ら ない。 
9.3 保護 インタ ロック 

9.3.1 インタ ロック 付き 安全 防護 物の 再 閉鎖 又 は リセット 

インタ 口 ック 付き 安全 防護 物 を 再び 閉じた とき 又は リセットした とき， 危険 状態 を 招 くよう な 機械の 運 
転が 始動され て はならない。 

注記 起動機 能ィ ン タロック 付き ガー ド （制御 式 ガー ド） に関する 要求 事項 は， JISB9700-2 の 5.3.2.5 
に 規定され ている。 
9.3.2 作動 限界からの 逸脱 

機械が， 作動 限界 (例えば， 速度， 圧力， 位置の 限界） を 逸脱して 危険 状態に 至る こと 力り 起こり 得る 場 
合に は， 決められた 限界 を 超える 行き過ぎ を 検出して 適切な 制御 を 行う 手段 を 備えなければ ならない。 
9.3.3 補助 機能の 作動 

補助 機能が 正しく 作動す る こと を， 適切な 機器 （例えば， 圧力 センサ） によって 確認し なければ ならな 
い。 

補助 機能 （例えば， 潤滑 用の 注油， 冷却剤 供給， 切りく ず 除去） に 用いる 電動機 又は 機器の 不作 動が 危 
険 状態 を 招 く 場合， 又は 機械 若し く は 加工 中の 工作物に 損傷 を 与える 場合 は， 適切な ィ ン タロッ ク 機能 を 
備えなければ ならない。 

9.3.4 異なる 作動 及び 相反す る 動き を 防止す る インタ ロック 

機械の 要素 を 制御す るコン タク 夕， リレー その他の 制御機 器で， 同時に 作動した ときに 危険 状態 を もた 
らす おそれの ある （例えば， 相反す る 運動 を 起こさせる） もの は， このような 不正な 作動 を 防止す るよう 
に インタ ロックし なければ ならない。 

反転 制御 用 コン夕 クタ （例えば， 電動機の 回転 方向 を 制御す る もの） は， 通常 運転 時に 回路 間の 短絡が 
生じない ように ィ ン タロッ ク しなければ ならない。 

安全の ために， 又は 連続 運転の ために， 機械の 複数の 機能 を 関連 付けて 作動させる 必要が あるとき は， 
適切な ィ ン夕 ロック を とらなければ ならない。 二つ 以上の 制御装置 を もち 連携して 稼働す る 一群の 機械 は， 
制御装置 間で 必要な 協調 を とらなければ ならない。 

機械的 ブレーキ が 故障 したと きに ブレーキ が 効 いたま まとなる 可能性が あ り ， こ の 状態で 機械 ァ クチ ュ 
エー 夕 に 動力が 供給 される と 危険 状態が 起 こり 得る とき は， 機械 ァ クチ ユエ 一夕 の 電源 を オフに する イン 
タロック を 備えなければ ならない。 
9.3.5 逆 相 制動 

電動機に 逆 相 制動 を 用いる 場合， 制動 終了 時に 電動機が 逆転す る と 危険 状態 となる おそ れがぁ ると き， 
又は 機械 若しくは 加工 中の 工作物 を 損傷す るお それが あるとき は， 電動機の 逆転 を 防止す る 対策 を 実施し 
なければ ならない。 この 目的に， 時間 だけに 関係して 作動す る 機器 を 用いて はならない。 

電動機の 回転軸 を （例えば， 手に よって） 回転 させても 危険 状態 を 生じない ような 制御 回路に しな けれ 
ばなら ない。 

9.4 故障 時の 制御機 能 
9.4.1 —般 要求 事項 

電気装置 内の 故障 又は 干渉 妨害が， 危険 状態 を 招く おそれが ある 場合， 又は 機械 若しくは 加工 中の 工作 
物 を 損傷す るお それが ある 場合に は， そのような 故障 又は 妨害が 起こる 可能性 を 最小に する ために 適切な 
方策 を とらなければ ならない。 どのような 方策が 必要 か， どの 程度の 規模で 実施す るか， 及び 個別に 実施 
する か 組み合わせて 実施す るか は， リスクの レベルに よって 決定す る （4.1 参照）。 
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電気 制御 回路に は， 機械の リスク アセスメント によ つて 決定され た 適切な 安全性 能 レベルが 必要で あ る 。 
電気 制御 回路に は， JIS B 9961 及び ノ 又は JIS 6 9705-1, ISO 13849-2 の 要求 事項 を 適用 し な ければ なら な 

い。 

'ム； (装置の 故障に よる リスク を 軽減す る 方策に は 次の ものが ある 力、 これら だけに 限定され ない。 
一 機械の 保護 機器 （例えば， インタ ロック 付き ガード， トリップ 機器)。 
一 電気回路の 保護 インタ ロック。 

― 実証され た 回路 技術 及び 部品 （9.4.2.1 參照） の 使用。 

- 部分的 若しくは 全体 的 冗長性 （9.4.2.2 参照） 又は ダイ バー シティ （9.4.2.3 参照） の 採用。 
― 機能 試験 （9.4.2.4 参照） の 採用。 

メモリ を 電池で 保持す る 場合 は ， 電池の 故障 又 は 取 外 しによ つて 生じる 危険 状態 を 防止し な ければ な ら 

ない。 

例えば， かぎ （鍵)， アクセス コード 又は 工具に よって， 無 許可の 又は 不注意に よる メモリ 改変 を 防止し 
なければ ならない。 

9.4.2 故障 時の リ スクを 最小に する 方策 
9.4.2.1 実証され た 回路 技術 及び 部品の 使用 

この 方策に は 次の ものが ある 力ま， これら だけに 限定され ない。 
― 制御 回路 を 機能 接地 用 保護 ボンディング 回路に 接続す る （9.4.3.1 及び 図 2 参照)。 
- 制御機 器 を 9.4.3.1 に 従って 接続す る。 
- 非通電 による 停止 （9.2.2 参照)。 

― 被 制御機 器と 制御 回路と を 結ぶ 導体 をす ベて 開閉す る 制御 （9.4.3.1 参照)。 
― 直接 開路 機構 を もつ 開閉機 器の 使用 （JISC 8201-5-1 参照)。 
一 望ましくない 作動 を 起こす 故障 を 低減す るよう な 回路 設計。 
9.4.2.2 部分的 又は 全体 的 冗長性の 採用 

部分的 又は 全体 的な 冗長性 を 備える ことによって， 電気回路の 単一 故障が 危険 状態 を 生む 可能性 を 最小 
にす る ことができる。 冗長性 は， 定常 運転 中に 冗長系 も 働いて いるよう にす る （オンライン 冗長系） 力、， 
定常 運転 中 働いて いる 保護 機能が 故障した ときに 初めて 冗長系が その 機能 を 引き継いで 作動す る 別 回路 
(オフライン 冗長系） として 設計で きる。 

定常 運転 中 は 作動し ない オフ ライ ン 冗長性 を 採用す る 場合に は， この 冗長 機能が 必要な ときに 確実に 作 
動す る こと を 保証す る 適切な 方策 を とらなければ ならない。 
9.4.2.3 ダイ バー シティ （多様化 設計） の 採用 

互いに 異なる 作動 原理 若し く は 異なる 種類の 部品 又は 機器 を もつ 制御 回路 を 用いる ことによって， 障害 
及び/又は 故障に よる 危険 源 を 低減す る ことができる。 ダイ バー シティの 例と して は， 次の ものが ある。 
一 インタ ロック 付き ガードに よって 作動す る 常時 閉 接点 及び 常時 開 接点の 組合せ 使用。 
- 制御 回路 内に 異なる 種類の 制御 回路 部品 を 用いる。 

― 電気 機械的 機器 （非 半導体 機器） と 電子 的 機器 （半導体 機器) と を 組み合わせて 冗長 構成と する。 

電気 を 用いる システムと 電気 を 用いない （例えば， 機械的， 液 圧， 空圧） システムの 組合せに よっても， 
冗長 機能 を もつ ダイ バー シティ を 備える ことができる。 
9.4.2.4 機能 試験の 採用 

機能 試験 は， 制御システム による 自動 試験， 作業 者が 手動で 行う 検査 又は 試験， 起動 試験 及び 一定 間隔 
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の 周期 的 試験， 又は これら を 組み合わせた 試験と して， 適切な もの を 実施す る （17.2 及び 18.6 参照)。 
9.4.3 地 絡， 瞬時 停電 及び 導通 不良に よる 誤作動に 対する 保護 
9.4.3.1 地 絡 

制御 回路の 地 絡が， 予期し ない 起動 及び 危険な 運動 を 引き起こす こと， 又は 機械の 停止 を 妨げる ことが 
あって はならない。 交流 電源 を 用いる 制御 回路で これらの 要求 事項 を 満たす 方法に は 次の ものが ある カ^ 
これら だけに 限定され ない。 

a) 方法 a 制御 回路 電源 を， 制御 用 変圧器から 給電し， 次の 1) 又は 2) の 要求 を 満たす。 

1) 制御 回路 電源 を 接地す る 場合 制御 回路の 共通 導体 は， 電源 接続 点 （変圧器 二次 側の一 端） におい 
て 保護 ボンディング 回路に 接続す る。 電磁 的 機器 又は その他の 機器 （例えば， リレー， 表示灯） を 
制御す るすべ ての 接点， 半導体 素子な ど は， 開閉され る 側の 導体と コイル 又は 機器の 端末との 間に 
接続す る。 コィ ル 又は 機器の も う 一方の 端末 (常に 同一の マーキング である こと が 望 ましい。） に は， 
開閉 素子 を 接続せ ず， 制御 回路 電源の 共通 導体へ 直接 接続す る （図 3 参照）。 

例外 保護 機器の 接点 は， 次の 条件 を 満たす 場合に は 共通 導体と コイルとの 間に 接続しても 
よい。 

一 地 絡が 起きた とき は 自動的に 回路 力 《遮断され る。 

一 その 制御 接点から 被 制御機 器までの 接続 線が 短い ので （例えば， 同じ ェン クロージャ 
内に あるので） 地 絡が 起きそう もない （例えば， 過 負荷 リレーの 場合)。 

2) 制御 回路 電源 を 接地し ない 場合 図 3 に 示す ように， 制御 変圧器から 給電す るが， 制御 用 電源の 一 
端 を 保護 ボンディ ング 回路に 接続し ない 場合に は， 地 絡 発生 時に 自動的に 回路 を 遮断す る 機器 を設 
ける （7.2.4 も 参照）。 

b) 方法 b 図 4 に 示す ように， 中間 タップ 付き 制御 変圧器から 制御 回路に 電源 を 供給し， 中間 タップ を 
保護 ボンディ ング 回路に 接続す る 場合， すべての 制御 回路 電源 導体 を 開閉す る 過 電流 保護 機器 を 設け 

る。 

注記 1 中間 タ ッ プが 接地され た 制御 回路で は， 保護 回路がなければ一 線 地 絡 時に リ レ 一コイルに 
50 % の 電圧が 残り 得る。 この 状態で リレー 力 《保持 を 続け， 機械 を 停止で きない ことが 起 
こ り 得る。 

注記 2 コイル 又は 制御機 器は片 切りで も 両切りで もよ い （図 4 は， 両切り を 示す。）。 

c) 方法 c 制御 回路 電源 を 制御 変圧器 を 介さずに 供給す る 場合 次の 1) 又は 2) のい ずれに おいても， 
意図し ない 起動が 起こった とき 又は 停止 機能が 故障した ときに 危険 状態 を 招ぐ 力、 又は 機械に 損傷 を 
与える おそれが ある 機械 機能の 起動 *停 止の 制御に は， すべての 充電 導体 を 開閉す る 多 極 制御 スィッチ 
を 用いる。 又は， 2) において， 地 絡 時に 回路 を 自動的に 遮断す る 機器 を 設ける。 

1) 制御 回路 を， 一端 を 接地した 電源の 相 導体 間に 直接 接続す る， 又は， 

2) 制御 回路 を， 相 導体 間 又は 相 導体と 接地し ない 中性 線との 間， 又は 相 導体と 高 インピーダンス を 介 
して 接地した 中性 線との 間に 接続す る。 
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開閉 側 導体 



過 電流 保護 機器 
(7.2.4 参照） 



制御 電源 



方法 a) のりの 場合の 保護 ボ 
-ンデ イング 接続 



共通 導体 



図 3 — 方 法 a 



過 電流 保護 機器 
(7.2.4 参照） 



制御 電源 



U2 



図 4 一方 法 b 



9.4.3.2 瞬時 停電 

瞬時 停電に 対して は， 7.5 に 規定した 要求 事項 を 満足し なければ ならない。 

制御システムに メモリ 機器 を 用いる 場合に は， 停電 時に メモリ を 保護す る 機能 を 確保し （例えば， 不揮 
発 性 メモリ を 使用)， 危険 状態 を 招く ような メモリ 喪失 を 防止し なければ ならない。 
9.4.3.3 導通 性の 喪失 

安全 関連 制御 回路に 用いる しゅう 動 接点の 接触 不良が， 危険 状態 を 招 く 可能性が ある 場合 は， 適切な 方 
策 を とらなければ ならない （例えば， しゅう 動 接点の 二重 化)。 
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10 オペレータ インタフェース 及び 機械に 取り付けた 制御機 器 
10.1 —般 事項 

10.1.1 制御機 器に 対する 一般 要求 事項 

箇条 10 は， 全体 的に 又は 部分的に 制御機 器用 ェン クロージャの 外に 取り付ける 制御機 器に 対する 要求 事 

項 を 規定す る。 

これらの 制御機 器の 選択， 取 付け， 及び 識別 若し く はコー ディ ング は， 可能な 限り JISB9706 規格 群の 
関連す る 部に 従わなければ ならない。 

例えば， 機器の 配置， 適切な 設計， 追加 保護 方策な どに よって， 不注意に よる 誤 操作が 起こる 可能性 を 
最小に しなければ ならない。 機械の 危険な 運転 を 抑止す るた めに， 夕 ツチ ス グリーン， キーパッド， キー 
ボードな どの 操作 機器の 選択， 配列， プログラミング 及び 使用に 特別な 考慮 を 払わなければ ならない。 JIS 
C0417.X^..IEC 60447 を 参照。 
10.1.2 配置 及び 取 付け 

制御機 器の 配置 及び 取 付け は， 可能な 限り 次の こと を 満足し なければ ならない。 
― 作業 及び 保全の ために 容易に アクセス できる。 
一 材料 運搬な どの 行為に よって 損傷され る 可能性 を 最小に する。 

手 操作の 制御機 器ァ クチ ユエ 一夕 の 選択 及び 取 付け は， 次の こと を 満足 し な ければ な ら ない。 
一 作業 面から 0.6 m 以上の 高さで， オペレータの 通常の 作業 位置から 容易に 届く 範囲に ある。 
一 オペレータ がその 制御機 器 を 操作 するとき， 危険 状態に 置かれない。 

足 操作の 制御機 器の ァ クチ ユエ 一夕の 選択 及び 取 付け は， 次の こと を 満足し なければ ならない。 
一 オペレータ の 通常 作業 位置 か ら 容易 に 操作で き る 。 
一 オペレータ がその 制御機 器 を 操作 するとき， 危険 状態に 置かれない。 
10.1.3 保護 

保護 等級 （JIS C 0920 参照） は， 他の 適切な 方策と 合わせて 次に 対する 保護 を 達成で きる ものにし なけ 
れ ばなら ない。 

一 周囲に ある， 又は 機械で 用いる， 浸潤 性の 液体， 蒸気 又は ガスの 影響。 
一 汚染 物 （例えば， 削りく ず， じんあい， 微粒子） の 侵入。 

さらに， オペレータ イン タフ ヱース 用の 制御機 器 は， 直接接触 に対する 保護 等級 を， 少なく とも IPXXD 
と しなければ ならない。 
10.1.4 位置 センサ 

位置 センサ （例えば， ポジション スィッチ， 近接 スィッチ） は， 可動 部が オーバ トラベルした 場合に も 
損傷し ないように 取り付けなければ ならない。 

安全 関連 制御機 能の 回路に 用いる 位置 センサ は， 直接 開路 動作 機構 （JIS C 8201-5-1 参照） 又は 同等の 
信頼性 を もつ もので なければ ならない （9.4.2 参照 ) 。 

注記 安全 関連 制御機 能 は， 機械 を 安全な 状態に 維持す る こと 又は 機械が 危険 伏 態 を 招かない ように 
する こと を 目的と する 制御機 能で ある。 
10.1.5 携行 式 操作盤， ペン ダン 卜 形 操作盤 

携行 式 操作盤 及び ペンダント 形 操作盤， 並びに これらに 用いる 制御機 器 は， 衝撃 及び 振動 （例えば， 操 
作 盤の 落下， 障害物との 衝突な ど） によって， 機械が 不意に 作動す る 可能性 カ嘬 小になる ように 選択し， 
配置し なければ ならない （4.4.8 も 参照)。 
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10,2 押しボタン 
10.2.1 色 

押しボタンの ァ クチ ユエ 一夕 は， 表 2 によって 色分けし なければ ならない （9.2 及び 附属 書 B も 参照）。 
起動 （オン） 用ァ クチ ユエ 一夕の 色 は， 白， 灰， 黒， 又は 緑が 望ましく， 白が 一番よ い。 赤 を 起動に 用 
いて はならない。 

非常 停止 及び 非常 スィ ツチ ング オフ 用ァ クチ ユエ 一夕に は， 赤 を 用いなければ ならない。 

停止 （オフ） 用ァ クチ ユエ 一夕の 色 は， 黒， 灰， 白が 望ましく， 黒が 一番よ い。 緑 を 停止に 用いて はな 
ら ない。 赤 は 停止に 用いても よい 力、 非常用 操作 機器の 近くで は 用いない こと を 推奨す る。 

起動' 停止 （オン-オフ） 交互 切換え の 押しボタン 形ァ クチ ユエ 一夕の 色 は， 白， 灰， 黒が よい。 赤， 黄， 
緑 を 用いて はならない （9.2.6 参照)。 

押してい る 間 だけ 作動し， 離す と 作動が 停止す る （例えば， ホールド ッゥ ラン） 押しボタン 形ァ クチ 
ユエ 一夕の 色 は， 白， 灰， 黒が よい。 赤， 黄， 緑 は， 用いて はならない。 

リセ ッ ト 押しボタン は， 青， 白， 灰， 黒と しなければ ならない。 それらが 停止 （オフ） を 兼ねる 場合 は， 
白， 灰， 黒が よく， 特に 黒が 望ましい。 緑 を 用いて はならない。 

白， 灰， 黒の 中から 同じ 色 を 数 種の 機能に 用いる （例えば， 白 を 起動に も 停止に も 用いる） とき は， 

が で 1 篮が 異な A 押しボタン 形ァ クチ ユエ —夕 を 識別す る 補助 手段 （例えば， 形状， 位置， 記号） を 
用いなければ ならない。 



表 2 — 押し ポタン 形ァ クチ ユエ 一夕の 色 及び 意味 



色 


意味 


説明 


適用 例 


赤 


非常 


危険 状態 又は 非常時の 操作に 用いる。 


非常 停止 

非常 機能の 始動 （10.2.1 も 参照)。 


黄 


異常 


異常発生 時の 操作に 用いる。 


異常 状態 を 抑制 する ため の 介入。 
中断した 自動 サイクル を 再 始動す るた め 
の 介入。 


主 


強制 


必す （須） の 操作に 用いる。 


解除 （リセ ッ ト） 機能 


緑 


正常 


正常 状態の 始動 操作に 用いる。 


(10.2.1 参照） 


白 


規定し ない。 


非常 停止 以外の 機能の 一般的 始動 操 
作に 用いる （注記 参照)。 


起動 （オン） 
停止 （オフ） 
("起動" に 用いる こと を 優先。） 


灰 






起動 （オン） 
停止 （オフ） 


黒 






起動 （オン） 
停止 （オフ） 
("停止" に 用いる こと を 優先） 


注記 押しボタン 形ァ クチ ユエ 一夕 を 識別す るた めの 補助 手段 （例えば， 形， 位置， 感触） を 用いる 場合に 
は， 異なる 機能に 同じ 色 （白， 灰， 又は 黒） を 用いても よい。 例えば， 始動 （オン） と 停止 （オフ） 
に 白 を 用いて よい。 



10.2.2 マー キンク 

押しボタン は， 16.3 に 規定す る 機能 識別に 加えて， ァ クチ ユエ 一夕の 近くに， 又はで きれば 直接 ァ クチ 
ユエ 一夕に， 表 3 の 記号 を マーキングして 機能 識別す る こと を 推奨す る。 
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表 3 — 押しボタンの 記号 



起動 （オン） 


停止 （オフ） 


起動-停止 （オン' オフ） 
交互 切換 形 押しボタン 


押す と 起動 （オン）， 放す と 
停止 （オフ） の 押しボタン （例 
えば， ホールド ッゥ ラン） 


IEC 60417-5007 

(DB:2002-10) 


IEC 60417-5008 

(DB2002-10) 


■ 60417-50 

(DB2002-10) 


10 


■ 6041 

(DB2002- 


7-5011 

10) 









10.3 表示灯 及び 表示 器 
10.3.1 一般 事項 

表示灯 及び 表示 器 は， 次の 種類の 情報 を 表示 （伝達） する ものである。 
- オペレータの 注意 を 引 く ため 又は 行動 を 要求して いる こ と を 知らせる ための 表示 ： 

通常 この モードに は 赤， 黄， 緑， 青 を 用いる。 点滅 形の 表示灯 及び 表示 器に ついては， 10.3.3 を 参照。 
一 指令 若し く は 状態の 確認， 又は 変化 若し く は 移行の 完了 確認 ： 

通常 この モードに は 青 及び 白 を 用いる。 場合によって は， 緑 を 用いても よい。 
表示灯 及び 表示 器 は， オペレータの 通常の 位置から 見える ように， 選択， 取 付け をし なければ ならない 
(JISB 9706-1 も 参照）。 

警告 表示に 用いる 表示灯 回路に は， 表示灯の 作動 を テストす る 手段 を 備えなければ ならない。 
10.3.2 色 

表示灯の 色 は， 機械の 状態に 応じて 表 4 に 従って 色分けし なければ ならない。 ただし， 供給者と 使用者 
との 間で 別に 合意した 場合 は， それによ る ことができる （附属 書 B を 参照）。 
機械 上に 設ける 表示 タワー は， 赤， 黄， 青， 緑， 白の 順で 適用 可能な 色に する ことが 望ましい。 



表 4 一 表示灯の 色が 意味す る 機械の 状態 



色 


意味 


説明 （機械の 状態） 


オペレータに 求める 行動 


赤 


非常 


危険 状態 


危険 状態への 即時 対応 
(例えば， 機械 電源の スィ ツチ ング オフ， 危 
険 状態 を 警戒して 機械 を 離れる。） 


黄 


異常 


異常 状態 

危険が 差し迫った 状態 


監視 及び Z 又は 介入 

(例えば， 意図した 機能 を 再 実行す る。） 


主 


強制 


オペレータの 行動 を 必要と する 
状態 


必す （須） の 行動 


緑 


正常 


正常 状態 


任意 


白 


中立 


その他の 状態。 赤， 黄， 緑， 青 
の 使用に 疑問が ある 場合。 


監視 



10.3.3 点滅 形の 表示灯 • 表示 器 

より 細かい 区別 又は 情報 を 伝える ために， 及び 特に 強調の 意味 を 追加す るた めに， 点滅 灯 及び 点滅 表示 
器 を 次の 目的に 用いても よい。 
― 注意 を 促す。 



著作 * 法に より 艇酮 ての^ は 禁止され ております。 



49 

I 9960-1 ： 2008 



一 至急の 行動 を 要求す る。 

― 指令と 実際の 作動 状態と がー 致して いない こと を 示す。 
一 変化が 進行 中で ある こと を 示す （移行 中に 点滅)。 

優先 度の 高い 情報に は， 周期の 短い 点滅 表示灯 又は 点滅 表示 器 を 用いる こと を 推奨す る （推奨す る 点 減 
速度 及び 点灯と 消灯の 時間 比に ついては， JIS C 0448 を 参照。）。 

優先 度の 高い 情報の ために 点滅 表示灯 又は 点滅 表示 器 を 用いる とき は， 併せて 聴覚に よる" 報 機器 を備 
える ことが 望ましい。 
10.4 照 光 式 押しボタン 

照 光 式 押しボタン ァ クチ ユエ 一夕に は， 表 2 及び 表 4 による 色分け を 用いなければ ならない。 適切な 色 
を 割り付ける ことが 困難な 場合に は， 白 を 用いなければ ならない。 非常 停止 用ァ クチ ユエ 一夕の 赤 は， 照 
光に よる ものであって はならない。 
10.5 ロー タリ 形 制御機 器 

ポ テン ショメ 一 夕 及び 選択 ス イッチの ような 回転 部 の ある 機器 は， 固定 部が 回転 しないよ うに 取り付け 
なければ ならない。 摩擦 力 だけに 頼る 固定で は 十分で はない。 
10.6 起動機 器 

機械 全体の 起動 又は 動く 機械 要素 （例えば， しゅう 動 部， 主軸， キャリア） の 始動に 用いる ァ クチ ユエ 
一夕 は， 不注意に よる 誤 操作が 最小になる ように 組立て， 取 付け をし なければ ならない。 ただし， きのこ 
形ァ クチ ユエ一 夕 は， 両手 操作 制御に 用いても よい （JISB9712 も 参照）。 
10.7 非常 停止 用 機器 
10.7.1 非常 停止 用 機器の 配置 

非常 停止 用 機器 は， 容易に アクセス できる ように 配置し な ければ な ら ない。 

非常 停止 用 機器 は， すべての 操作盤に， 及び 非常 停止 操作が 必要と なる その他の 位置に 配置し なければ 
ならない （停止 機能 を 非常 停止に 用いる 例外に ついては， 9.2.7.3 を 参照。）。 

有効 状態に ある 非常 停止 機器と 無効 状態に ある （操作盤が 無効 状態に なって いる） 非常 停止 機器の 区別 
が 紛らわしい 場合 は， これらが 混同され る こと を 最小に する 手段 （例えば， 使用 上の 情報） を 備えな けれ 
ばなら ない。 

10.7.2 非常 停止 用 機器の 種類 

非常 停止 用 機器に は， 次の 種類が ある。 
一 パー ム形 又はき のこ 形のへ ッ ドを もつ 押しボタン スィ ツチ。 
一 コード を 引く ことによって 作動す る スィッチ。 
一 機械的 ガードの ない ペダル スィッチ。 

非常 停止 用 機器 は， 直接 開路 動作 機構 形 （JISC8201-5-1 の 附属 書 K 参照） でなければ ならない。 
10.7.3 ァ クチ ユエ 一夕の 色 

非常 停止 用 機器の ァ クチ ユエ 一夕の 色 は 赤と しなければ ならない。 ァ クチ ユエ 一夕の すぐ 背後の 色 は 黄 
としなければ ならない。 JISB9703 も 参照。 
10.7.4 非常 停止に 用いる 電源 断路 器の 直接 操作 

次の 場合に は， 電源 断路 器の 直接 操作 を 非常 停止 機能と して 用いても よい。 
― オペレータが 断路 器に 容易に アクセス できる。 
一 5.3.2 の a)， b)， c) 又は d) に 規定され ている 種類の 断路 器で ある。 

電源 断路 器 を 非常 停止の 目的に も 用いる とき は， ァグチ ユエ 一夕 を 10.7.3 に 規定す る 色に しな ければ な 
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ら ない。 

10.8 非常 スイッチング オフ 機器 

10.8.1 非常 スイッチング オフ 機器の 配置 

非常 スイッチング オフ 機器 は， その 目的に 応じて 必要な 場所に 配置し なければ ならない。 通常， 非常 ス 
イッチ ング オフ 機器 は， オペレータ 操作盤と は 別の 位置に 配置す る。 オペレータ 操作盤に， 非常 停止 用 機 
器と 非常 スィ ツチ ング オフ 機器と を 設ける 必要が あるとき は， これらが 混同され ないような 手段 を 設けな 
ければ ならない。 

注記 混同 防止 手段 は， 例えば， 非常 スイッチング オフ 機器に 突き破り 式の 透明 ェン クロージャ を設 
ける ことによ つても 可能で ある。 
10.8.2 非常 スイッチング オフ 機器の 種類 

非常 スイッチング オフ 機器に は， 次の 種類が ある。 
一 パー ム形， 又はき のこ 形の ヘッド を もつ 押しボタン スィッチ。 
一 コード を 引く ことによって 作動す る スィッチ。 

非常 スイッチング オフ 機器 は， 直接 開路 動作 機構 形 （JISC 8201-5-1 の 附属 書 K 参照） でなければ なら 
ない。 

押しボタン スィ ツチ は， 突き破り 式の 透明 ェン クロージャの 中に 入れても よい。 
10.8.3 ァ クチ ユエ 一夕の 色 

非常 スィ ツチ ング オフ 機器の ァ クチ ユエ 一夕の 色 は 赤と しなければ ならない。 ァ クチ ユエ 一夕の すぐ 背 
後の 色 は 黄 と し な ければ な ら ない。 

非常 停止 機器 と 非常 ス イツ チン グォ フ 機器 と が 混同 される おそ れがぁ ると き は， 混同 を 最小 にす る 手段 
を 設けなければ ならない。 

10.8.4 非常 スイッチング オフに 用いる 電源 断路 器の 直接 操作 

電源 断路 器の 直接 操作 を 非常 スィ ツチ オフと して 用いる 場合に は， 断路 器に 容易に アクセス できる よう 
にしなければ ならない。 ァ クチ ユエ 一 タの色 は， 10.8.3 の 規定に よる ことが 望ましい。 
10.9 ィ ネーブル 制御機 器 

ィ ネーブル 制御機 器 を システムの 一部と して 用いる 場合 は， ィ ネーブル 制御機 器ァ クチ ユエ一 タの ただ 
一つの 位置に おいて だけ 運転 カ滸 される ようにし なければ ならない。 ァ クチ ユエ 一夕が 他の 位置に ある 場 
合 は， 運転が 停止す るか， 又は 運転で きないよう にしなければ ならない。 

ィ ネーブル 制御機 器 は， 不正に 用いられる 可能性が 最小に な るよう に 選定し， 組み入れなければ な ら な 
い。 

ィ ネーブル 制御機 器に は， 次の 特徴 を もつ もの を 選定し なければ ならない。 
一 人間工学 原則に 基づいて 設計され ている。 
一 2 ポジション タイプの もの は 次に よる。 

• ポジション 1: スィッチの オフ 機能 （ァ クチ ユエ 一夕が 操作され ない 状態） 
• ポジション 2: ィ ネーブル 機能 （ァ グチ ユエ 一夕が 操作され た 状態） 
― 3 ポジション タイプの もの は 次に よる。 

• ポジション 1: スィッチの オフ 機能 （ァ クチ ユエ 一夕が 操作され ない 状態） 
' ポジション 2: ィ ネーブル 機能 （ァ クチ ユエ一 タが ポジション 1 から 中間 位置まで 操作され た 
状態） 

• ポジション 3: スィッチの オフ 機能 （ァ クチ ユエ 一夕が 中間 点 を 越えた 位置に ある 状態） 
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• ポ ジ シ ヨン 3 から ポ ジ シ ヨン 2 に 戻った とき は， イネ 一 ブル 機能 は 作動 しない。 
注記 ィ ネーブル 制御機 能に ついては， 9.2.6.3 にも 記述 力 《ある。 

11 制御装置： 配置， 取 付け 及び ェン クロージャ 
11.1 一般 要求 事項 

すべての 制御装置 （3,10 参照） は， 次の こと を 考慮して 配置 及び 取 付け をし なければ ならない。 
- 接近 性 及び 保全 性。 

一 機械の 運転 を 意図す る 場所の 外界の 影響 又は 周囲 条件に 対する 制御装置の 保護。 
- 機械 及び 関連 装置の 運転 及び 保全。 
11.2 配置 及び 取 付け 
11.2.1 接近 性 及び 保全 性 

制御装置の すべての 部品 は， それらの 部品 又は 配線 を 外さずに 識別で きる ような 位置， 向きに 配置し な 
ければ ならない。 部品の 作動 確認 又は 交換が 必要と なる 場合 は， 他の 装置 及び 部品 を 外さずに （ドアの 開 
放， カバ一， ノ 《リア， ォ ブス タ クルの 取 外し は 除く。） 確認 及び 交換 を 行える ことが 望ましい。 端子 （構成 
品 又は 機器 自体に 付いている 端子 以外の もの） も， これらの 要求 事項に 従わなければ ならない。 

すべて の 制御装置 は， 操作 及び 保全 を 前面 か ら 容易 に 行え るよう に 取り付 け な ければ な ら ない。 機器の 
調整， 保全 又は 取 外しに 特殊な 工具 を 必要と する 場合 は， その 工具 を 納入し なければ ならない。 定期的 保 
全 又は 調整の ために アクセス を 必要と する 機器 は， 作業 面の 上方 0.4 爪から 2.0 m までの 高さに 取り付け 
なければ ならない。 端子 は， 作業 面から 0.2 m 以上の 高さで， 導体 又は ケーブル を 容易に 接続で きる 位置 
に 配置す る こと を 推奨す る。 

操作， 表示， 測定 及び 冷却 以外の 用途に 用いる 機器 を， ェン クロージャの 扉 又は 通常 取 外し 可能な カバ 
一に 取り付けて はならない。 制御機 器 を プラグ イン 形式で 接続す る 場合 は， 種類 （形状)， マーキング 又は 
略号の いずれ かに よって， 又は これち の 組合せに よって， 受け 側 と の 対応 関係 を 明確に し な ければ な ら な 
い （13.4.5 参照）。 

通常 運転 中に 取 り 扱う 複数の ブラ グイ ン 形式の 機器 は， 基齊 まお き丄し S は i しし?? 通 倉 生き 選る 丄 機能 
が 正しく 作動し ない 場合 は， 誤挿入で きない 構造に しなければ ならない。 

通常 運転 中に 取り扱う プラグ' ソケッ ト対 は， これへの アクセス を 妨げる ものがない 位置に 取り付け なけ 
れ ばなら ない。 

試験 装置 を 接続す るた めの 試験 用 端子 を 設ける 場合 は， 次のようにし なければ ならない。 
- これへの アクセス を 妨げる 物がない よう に 取り付ける。 
- 関連 文書と 対応した 識別 を 明示す る （17.3 参照)。 
- 適切に 絶縁す る。 

- 試験 装置 を 接続す るた めの 十分な スペース をと る。 
11.2.2 隔離 又は グループ 分け 

制御装置 を 収納す るェン クロージャの 中には， 電気装置 と 直接関係ない 非 電気 的な 部品 及び 機器 を 配置 
して はならない。 電磁 弁の ような 機器 は， 他の 電気装置から （例えば， 別の 区画に） 隔離す る ことが 望ま 
しい。 

同じ 場所に 取り付ける 制御機 器で， 入力 電源 だけに， 又は 入力 電源 及び 制御 電源の 両方に 接続す る 機器 
は， 制御 電源 だけに 接続す る 機器と グループ 分けし なければ ならない。 
端子 は， 次の グループに 分けなければ ならない。 
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― 電力 回路 
- 制御 回路 

一 外部 電源から 給電され る 他の 制御 回路 （例えば， インタ ロック 回路)。 

各 グループが， 容易に （例えば， マ一 キング， 寸法の 違い， 隔壁， 色分けな どに よって） 識別で きる 場 
合 は， グループ を 隣接して 取り付けても よい。 

制御機 器の 配置 （機器 相互の 接続 を 含む。） に当たって は， 外部からの 影響 又は 物理的 環境 条件 を 考慮し 
て， そ の 機器の 供給者が 定める 空間 距離 及び 沿 面 距離 を 確保 し な ければ な ら ない。 
11.2.3 熱の 影響 

発熱す る 構成 部品 （例えば， 放熱器， 電力 用 抵抗器） は， 周囲の 各部 品の 温度が 許容 値 以内になる よう 
に 配置し なければ ならない。 
11.3 保護 等級 

外部からの 固体 及び 液体の 侵入に 対する 制御装置の 保護 は， 機械の 運転 を 意図す る 場所での 外部からの 
影響 （すなわち， 設置 場所， 物理的 環境 条件） を 考慮して 適切な 保護 能力 を もつ もので なければ ならない。 
また， ほこり， 冷却剤， 削りく ずな どに 対しても 十分に 保護で きる もので なければ ならない。 
注記 1 感電に 対する 保護 は， 箇条 6 で 規定して いる。 

注記 2 水の 浸入に 対する 保護 等級 は， ぉ8€0920に規定されてぃる.„(搬羼_晝_ぉ_も#照.)_。 水 以外の 
液体に 対して は， 追加の 保護 方策が 必要と なる ことがある。 
制御装置の ェン クロージャ は， 少なく とも IP22 の 保護 等級 （JISC0920 参照） を もつ もので なければ な 
ら ない。 

例外 ただし， 次の a) 及び b) の 場合 は 例外と する。 

a) 電気 設備 区域が， 固体 及び 液体の 侵入に 対する 適切な 保護 等級 を もつ 保護 ェン クロージャ 
内に あるとき。 

b) 導体 ワイヤ 及び 導体 バ一 システム において 引離し 式 集 電子 を 用いる 場合で， IP22 は 達成で 
きないが 6 丄 5 の 手段 を 適用 するとき。 

注記 3 ェン クロージャの 保護 等級の 代表的な 適用 例 を， 次に 示す。 電気装置 を 設置す る 場所の 条件 
によって は， 他の 保護 等級が 適切と なること も ある。 

― 電動機 始動 用 抵抗器 及び 大形 装置 だけ を 収納す る 換気 式ェン クロージャ …… IP10 

- そ の 他の 装置 を 収納す る 換気 式ェ ン クロージャ ' • IP32 

- 一般 産業 用ェン クロージャ • - IP32， IP43, IP54 

- (ホースに よる） 低圧の 洗浄 水が かかる 場所で 用いる ェン クロージャ IP55 

― 粉 じん （塵） に対して 保護す るェン クロージャ ■ ' ……… IP65 

—スリ ッ プリ ング 機構 を 収納す るェン クロージャ IP2X 

11.4 ェン クロージャ， 扉 及び 開口部 

制御装置の ェン クロージャ は， 通常の 使用 状態に おける 機械的， 電気 的 及び 熱 的 ストレス， 並びに 湿度 
及び 他の 環境 要因の 影響に 耐え 得る 材料 を 用いて 構成し なければ ならない。 

扉 及び カバーの 止め金 具 は， 脱落 防止 形に する ことが 望ましい。 内部に 取り付けた 表示 機器 を 見る ため 
の 窓の 材料 は， 機械的' 化学的 強度 を もつ もの （例えば， 強化 ガラス， 厚さ 3 mm 以上の ポリ カーボ ネ一 
ト板） でなければ ならない。 

制御装置 ェン クロージャの 扉 は， 幅 を 0.9m 以下と し， 垂直に 丁番を 付け， 95° 以上 開く こと を 推奨す 
る。 



著作権法 により 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され ております。 



53 

B 9960-1 ： 2008 



扉， ふた， カバー 及び ェン クロージャに 用いる ジョイント 又は ガスケ ッ トは， ま械に 用いる 腐食 性 液体， 
蒸気 又は ガス の 化学作用に 耐え る も のでな ければ な ら ない。 運転 時 又は 保全 時に， 開け る 又は 取 り 外す 必 
要が ある 扉， ふた， カバーの 保護 等級 を 確保す るた めに 用いる 手段 …(え ろ ケ7 上せ 糖) は， 次に よらな け 
れ ばなら ない。 

一 扉， カバー 又は ェン クロージャに， 堅固に 取り付ける。 

一 扉 又は カバーの 取 外し 又は 交換に よって， 劣化せ ず， 保護 等級が 低下し ない。 

ェン クロージャに 開口部 （例えば， ケーブル を 通す ための もの） を 設ける 場合 は， その 開口部が 床 若し 
く は 基礎に 面する もの 又は 機械の 他の 部分に 通じる ものである 場合 も 含めて， 装置に 必要な 保護 等級 をェ 
ン クロージャ 力ま 確保す る 手段 を 用いなければ ならない。 ケーブル 引 込み 用の 開口部 は， 現場で 容易に 開け 
られる もので なければ ならない。 機械 内の ェン クロージャの 底 部に は， 結露に よる 凝縮 液 を 排出す るた め 
に 適切な 開口部 を 設けても よい。 

電気装置 を 収納す るェン クロージャと， 冷却剤， 潤滑油， 作動 油が 入って いる 区画， 又は 油， 液体， ほ 
こ りが 侵入す るお それが ある 区画との 間に は， 開口部 を 設けて はならない。 この 要求 は， 特に 油 中で 作動 
する ように 設計した 電気機器 （例えば， 電磁 クラッチ）， 又は 冷却剤 を 用いる 電気装置に は 適用し ない。 

ェン クロージャに 取 付け 孔が ある 場合 は， 取 付け 後 それらの 孔が 必要な 保護 を 損なわな いよう にす る 手 
段が 必要に なること も ある。 

装置」 ま 上 タぶ丄 _ 。…お 丄 参照 _。丄 力、 正常 作動 時 又は 異常 作動 時に， 発火の リ スク 又は ェン クロ 
一 ジャ材 へ 有害な 影響 を 招き 得る 表面 温度に 達する 可能性が ある 場合に は， その 装置 は， 
一 到達 可能な 温度に 耐え 火災 及び 劣化の リスクの ない ェン クロージャ 内に 設置す る。 さらに， 
一 熱が 安全に 放散す るよう に， 隣接す る 装置から 分離して 配置す る （11.2.3 参照) ，又は， 
一 装置が 発生す る 熱に 耐え 発火 及び 劣化の リスクの ない 材料に よって， 遮へ いしなければ ならない。 

注記 16.2.2 による 警告 ラベル を 付ける ことが 必要な 場合 も ある。 
11.5 制御装置への アクセス 

通路の ドア， 電気 設備 区域の 入口 ドア は， 次の こと を 満足し なければ ならない。 
一 少なくとも， 幅 0.7m， 高さ 2.1m を 確保す る。 
― 外側に 開く。 

― 内側から キー 又は 工具 を 用いずに 開けられる 手段 （例えば， パニック ボルト） を 設ける。 
人が 容易に 入れる スペース を もつ ェン クロージャに は， 例えば， ドア 内部の パニック ボルトの ような， 

脱出 を 可能に する 手段 を 備えなければ ならない。 例えば， 再 設定， 調整， 保全の ために アクセス する こと 

が 想定され るェン クロージャ に対して は， 少なくとも 0.7 m の 障害物の ない 幅と， 少なぐ とも 2.1m の 障 

害 物の ない 高さ を 確保し なければ ならない。 

次の 場合， 少なく とも 1.0 m の 障害物の ない 幅 を 確保し なければ ならない。 

一 アクセス 中に 装置が 充電され る 可能性が あり， かつ, 

― 導電 部が 露出して いる。 

このような 部分が アクセス 路の 両側に 存在す る 場合 は， 少なく とも 1.5 m の 障害物の ない 幅 を 確保し な 

ければ ならない。 

注記 これらの 数値 は， JISB9713 の 規格 群から 引用して いる。 
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12 導体 及び ケーブル 
12.1 —般 要求 事項 

導体 及び ケーブル は， 使用 条件 （例えば， 電圧， 電流， 感電 保護， ケーブルの 密集 度） 及び 外界から 受 
ける 影響， 例えば， 周囲 温度， 水 又は 腐食 性 物質の 存在， 機械的 応力 （布設 時の 応力 も 含む。）， 火災の 危 
険 に対して 適切な もの を 選択し なければ ならない。 

注記 さらに 詳しい 情報 は， CENELEC HD 516 S2 (低 電圧 用 ケーブル 使用法の ガイド） を 参照。 

これらの 要求 事項 は， 関連す る旦 本.;; 备^: _!^EC 規格 （例えば， IEC 6 43 9-1) に 従って 製造' 試験 
された 組立 品の 内部 配線に は 適用し ない。 
12.2 導体 

一般に， 導体に は 銅 を 用いなければ ならない。 アルミニウム を 用いる 場合 は， 断面 積 を 16 mm 2 以上と 
しなければ ならない。 

導体の 断面 積 は， 適切な 機械的 強度 を 確保す るた めに， 表 5 に 示す 値 未満であって はならない。 ただし， 
表 5 に 示す 値 未満の 断面 積 又は 表 5 に 示されて いない 構造 を もつ 導体で あっても， 適切な 機械的 強度 力ま 他 
の 手段で 確保され， 適切な 機能が 損なわれないなら 用いても よい。 
注記 導体の 分類 を 表 D.4 に 示す。 
クラス 1 及び クラス 2 の 導体 は， 主と して 堅固な 非 可動 部 間に 用いる よ う に 意図され ている。 
高頻度 （例えば， 運転 中 1 時間に 1 回） で 動かす 導体 は， すべて クラス 5 又は クラス 6 の 可とう より 線 
でなければ ならない。 

注記… 導体 9 クラスに ついて 附属 書 犯 に 説明が ある。 . 



表 5 - 銅 導体の 最小 断面 積 

単位 mm^ 



布設 場所 


用途 


導 A 


K ケーブルの 種類 


単 心 


多 心 


可とう 性 

クラス 5 
又は 
クラス 6 


非 可とう 性 
単線 （クラス 1) 
又は 

より 線 （クラス 2 ) 


1 心 

シールド 付 


2 心 

シールド なし 


3 心 以上 
シール ド付 
又はな し 


保護 ェンク 
ロージャ 外 
の 配線 


動力 回路 
(固定） 


1.0 


1.5 


0.75 


0.75 


0.75 


動力 回路 

(頻繁に 動 く ） 


1.0 




0.75 


0.75 


0.75 


制御 回路 


1.0 


1.0 


0.2 


0.5 


0.2 


データ通信 










0.08 


ェン クロー 
ジャ 内の 配 

線 a) 


動力 回路 
(固定） 


0.75 


0.75 


0.75 


0.75 


0.75 


制御 回路 


0.2 


0.2 


0.2 


0.2 


0.2 


データ通信 










0.08 


注 a) 個別 製品 規格に 特別の 要求 事項が ある 場合を除き 12.1 も 参照。 



12.3 絶縁 被覆 

絶縁 被覆の 種類に は， 次の ものが ある 力、 これら だけに 限定され ない 
- ポリ 塩化 ビニル （PVC) 
一 天然 ゴム 及び 合成 ゴム 
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- シリ コンゴ ム （SiR) 

― 無機 材料 

一 架橋 ポリエチレン （XLPE) 

― エチレン プロピレン 化合物 （EPR) 

導体 及び ケーブルの 絶縁 被覆 （例えば， PVC) お、 火炎 を 伝ば （播） させ， 又は 毒性 若しくは 腐食 性 煙 
霧 を 発生す る ことによ つて 危険 源 と なる 可能性が ある 場合 は， ケーブル 供給者の 指示 を 求め る こと が 望ま 
しい。 安全 関連 機能 を もつ 回路の イン テグ リ ティに 特に 注意す る こと が 重要で あ る 。 

ケーブル 及び 導体の 絶縁 被覆 は， 次の 耐 電圧 試験に 適合し なければ ならない。 
― 使用 電圧が 交流 50 V 又は 直流 120 V を 超える 場合 は， 最低 2 000 V の 交流 試験 電圧で 5 分 間， 又は， 
- PELV 回路の 場合 は， 交流 500 V， 5 分 間 （クラス III 装置 に 対す る JIS C 60364-4-41 》.4.«ふさ丄を参照。 

ええ^. 定義 玄_1 星晝. 邛丄こ .f__t。_) 。 
絶縁 被覆 は， 運転 中 又は 布設 中， 特に ケーブル を ダクトに 引き込む とき， 絶縁が 損なわれな いような 機 

械的 強度 及び 厚さ を もつ もので なければ ならない。 
12,4 定常 使用 時の 電流 容量 

電流 容量 は， 例えば， 絶縁 材料， ケーブル 内の 導体 数， シース 設計， 布設 方法， 密集 度， 周囲 温度な ど 
の 幾つかの 要因に 依存す る。 

注記 1 さらに 詳細な 情報 及び 指針 は， JIS C 60364-5-52, 他の 国内 規格， 又は 製造業 者から 得られる。 

PVC 絶縁 導体の， ェン クロージャ 間 及び 装置の 各部 品 間の 布設 方法に 応じ た 定常状態 電流 容量の 例 を 表 
6 に 示す。 

注記 2 正しい ケーブル サイズの 決定に デュー ティ サイ クルと ケーブルの 熱 時 定数と が 関係す るよう 

な 特定の 用途 （例えば， 高 慣性 負荷の 始動， 間欠 負荷 運転） について は， ケーブル 製造業 者 

に 相談す る ことが 望ましい。 
注記 3 JIS C 3307 による 600 V ビニル 絶縁 電線の 電流 容量の 典型 例 を 附属 書 JG に 示す。 表 6 は， 

導体 許容 温度 を 70°C (D.3 参照） としてお り， 表 JCil は 導体 許容 温度 を 60 °C としてい る こ 

とに 注意す る。 
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表 6 — PVC 絶縁 銅 導体 及び ケーブルの 異なる 布設 方法に おける 定常 電流 容量 (/ z ) 

(周囲 温度 40 °C 時） 



12.5 導体 及び ケーブルの 電圧 降下 

電源供給 点から 負荷までの 電圧 降下 は， 通常の 運転 条件で は 公称 電圧の 5 % を 超えて はならない。 これ 
を 満たす ために， 場合によって は 表 6 から 求めた 値よ り 大きな 断面 積の 導体 を 用いる 必要が ある。 
12.6 可とう ケーブル 
12.6.1 一般 事項 

可とう ケーブル は， クラス 5 又は クラス 6 の 導体 を 用いた もので なければ ならない。 

注記 1 クラス 6 の 導体 は， クラス 5 の 導体よ り 素 線の 径が 小さ く， 可とう 性が ク ラス 5 より 高い （表 
D.4 参照）。 

過酷な デュー ティで 用いる ケーブル は， 次の ことに 対して 保護す る 構造 を もつ もので なければ ならない。 
一 機械的な 力が 加わる よ う な 取扱い 及び 粗い 表面 を 引きずる ことによ る 摩耗。 
― ガイ ド がない こ とに よるね じれ。 

- ケーブル ドラムへの 巻き付け '巻き戻し のとき， ガイ ド ローラ 及び 強制 ガイ ド から 生じる 応力。 

注記 2 強い 引 張力， 小さい 曲げ 半径， 異なる 平面 内への 曲げな ど 不利な 運転 条件が 頻繁に 繰り返 
される と ケーブルの 耐用 寿命 は 短く なる。 



断面 積 



布設 方法 （D.1.2 参照） 



B1 



B2 



3 相 回路の 電流 容量 / 7 (A) 



0.75 


8.6 


8.5 


9.8 


10.4 


1.0 


10,3 


10.〗 


11.7 


12.4 


1.5 


13.5 


13.1 


15.2 


16.1 


2.5 


18.3 


17,4 


21 


22 


4 


24 


23 


28 


30 


6 


31 


30 


36 


37 


10 


44 


40 


50 


52 


16 


59 


54 


66 


70 


25 


77 


70 


84 


88 


35 


96 


86 


104 


110 


50 


117 


103 


125 


133 


70 


149 


130 


160 


171 


95 


180 


156 


194 


207 


120 


208 


179 


225 


240 


電子回路 用 （ペア 線） 










0.20 


適用 外 


4.3 


4.4 


4.4 


0.5 


適用 外 




7.5 


7.8 


0.75 


適用 外 


9.0 


9.5 


】0 



注記 1 表 6 の 電流 容量 は， 次に 基づく ものである。 

一 断面 積が 0.75 mm 2 以上の 対称 負荷 電流 を 流す 3 相 交流 ケーブル 1 系統。 
- 断面 積が 0.2 mm 2 〜0.75 mm 2 の 直流 制御 回路 用 ペア 線 1 系統。 

負荷 電流 を 流す ケーブル 及び ペア 線 を もっと 多く 布設 する 場合 は， 表 6 の 値 を 補正す る （表 D.2 又は 
表 D.3 を 参照。）。 
2 周囲 温度が 40 °C と 異なる 場合に は 補正す る （表 D.1 参照)。 
3 この 表の 値 は， ドラムに 巻かれた 可とう ケーブルに は 適用し ない （12,6.3 参照）。 
4 その他の ケーブルの 電流 容量に ついては， JISC 60364-5-52 を 参照。 



己 己 己 

注 注 注 
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12.6.2 機械的 定格 

機械の ケ 一 ブル ハ ンド リン グシ ス テム は， 機械 を 運転 中の 導体の 弓 I 張 応力 をで きる だ け 低 く 保つ よう に 
設計し なければ ならない。 銅 導体 を 用いる 場合に は， 引 張 応力 は， 銅の 断面 積に 対して 15N/mm 2 を 超え 
て はならない。 使用 時の 要求 仕様が 15 N/mm 2 の 引 張 応力 限界 を 超える 場合に は， 特殊 構造の ケーブル を 
用いる ものと し， その 最大 使用 引 張 強度に ついて ケーブル 製造業 者の 承認 を 得る ことが 望ま しい。 

銅 以外の 材質の 可とう ケーブルの 使用 時に 加わる 最大 応力 は， その ケーブル 製造業 者の 仕様の 範囲 内に 
しければ ならない。 

注記 導体の 引 張 応力に 影響す る 条件に は， 次の ものが ある。 
― 加速 力 

運動 度 
― ケーブルの 垂れ下がり 荷重 
― ガイ ドの 方法 

― ケーブル ドラム システムの 設計 
12.6.3 ドラムに 巻いた ケーブルの 電流 容量 

ドラムに 卷 いた ケーブル は， 完全に ドラムに 卷 かれた 状態で 正規の 使用 電流 を 流した とき， 導体 温度が 
最高 許容 値 を 超えない ような 導体 断面 積 を もつ もの を 選定し なければ ならない。 

ドラム に 収容 し た 円形 断面の ケーブルの 許容 電流 は， 表 7 によって 自 由 大気 中の 最大 電流 容量 か ら 低減 
する ことが 望ましい （IEC 60621-3 の 箇条 44 参照。）。 

注記 自由 大気 中の ケーブルの 電流 容量 は， 製造業 者 仕様 又は 関連 規格から 得られる。 



表 7 — ドラムに 巻いた ケーブルの 許容 電流 低減 係数 



ドラムの 種類 


ケーブル 層の 数 


任意 




2 




4 


円筒 状 換気 式 




0.85 


0.65 


0.45 


0.35 


放射 状 換気 式 


0.85 










放射 状 非 換気 式 


0.75 










注記 1 放射 状 ドラム は， 狭い 間隔で 配置され た フラン ジ 間に ケーブル のら 旋 層が 収容され ている ものである。 孔 
のない フラン ジを 用いた ドラム を 非 換気 式と いい， フラン ジに 適度の 通気孔が ある もの を 換気 式と いう。 

注記 2 円筒 状 換気 式 ドラム は， 広い 間隔で 配置され た フラン ジ 間に ケーブル 層が 収容され ており， 力、 つ， ドラム 

と 端 部 フラン ジ とに 通気孔が ある もの をい う。 
注記 3 低減 係数に ついては， ケーブル 及び ケーブル ドラム 製造業 者と 協議す る こと を 推奨す る。 協 こよって こ 

の 表 以外の 係数 を 用いる こと も ある。 



12.7 導体 ワイヤ， 導体 バー 及び スリップ リング 機構 
12.7.1 直接接触 に対する 保護 

導体 ワイヤ， 導体 バー 及び スリップ リング 機構 は， 機械に 通常の アクセス をして いると きの 直接接触に 
対する 保護が 達成され るよう に， 次の 保護 方策の いずれ か を 採用して 設置し なければ ならない。 
一 充電 部の 部分的 絶縁に よる 保護， 又は， 

一 上の 方法が 実施で きない 場合， 保護 等級が 少なく とも IP2X のェン クロージャ 又は バリアに よる 保護 
(JIS C 60364-4-41 の 412.2 参照） 。 

容易に アクセス 可能な バリア 又は ェン クロージャの 水平 部分の 上面 は， 少なく とも IP4X の 保護 等級 を 
もたなければ ならない (JIS C 60364-4-41 の 412.2.2 参照）。 

必要な 保護 等級 を 達成で きない 場合 は， 充電 部 を 手の 届かない 場所に 配置 するとと もに， 9.2.5.4.3 によ 
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る 非常 スィ ツチ ング オフに よって 保護し なければ ならない。 

導体 ワイ ャ 及び 導体 バー は， 次の よう に 設置 及び/又は 保護 し な ければ な ら ない。 
― プル コード スィッチの コード， 張力 軽減 機器， ドライブ チヱ一 ン のよう な 導電体が 接触す る こと を 防 

止す る。 保護され ていない 導体 ワイヤ 及び 導体 バーに 特に 配慮す る。 
一 揺れる つり 荷と 接触して 損傷す る こと を 防止す る。 
12.7.2 保護 導体 回路 

導体 ワイヤ， 導体 バー 及び スリップ リング 機構 を 保護 ボンディング 回路の 一部と して 用いる 場合 は， 定 
常 運転 中 これらに 電流 を 流して はならない。 保護 導体 （PE) と 中性 線 (N) は， それぞれ 別の 導体 ワイヤ， 
導体 バー 又は ス リ ッ プリ ングで 構成し なければ ならない。 し ゆう 動 接点 を 用いる 保護 導体 回路 は， 適切な 
方策 （例えば， 集 電子の 二重 化， 導通 性の 監視） をと る ことによって 導通 性 を 確実に しなければ ならない。 
12.7.3 保護 導体 用の 集 電子 

保護 導体 用の 集 電子 は， 他の 集 電子と 交換で きない 形状 又は 構造で なければ ならない。 その 集 電子 は， 
しゅう 動 接点 式で なければ ならない。 
12.7.4 断路 機能 を もつ 引離し 式 集 電子 

断路 機能 を もつ 引離し 式 集 電子 は， 充電 部の 断路が 完了して から 保護 導体 回路が 切り離され， 充電 部が 
接続 さ れる 前に 保護 導体 回路の 導通が 確立す るよ う に 設計 し な ければ な ら ない （8.2.4 参照)。 
12.7.5 空間 距離 

各 導体 間， 並びに 隣接す る 導体 ワイヤ， 導体 バ一， スリップ リング 機構 及び 集 電子の システム 間の 空間 
距離 は， 少な くと も JIS C 0664 に よ る 過 電圧の 定格 ィ ン パルス 電圧 力 テ ゴ リ m に 適す る もので な ければ な 

ら ない。 

12.7.6 沿 面 距離 

各 導体 間， 並びに 隣接す る 導体 ワイヤ， 導体 バー， スリップ リング 機構 及び 集 電子の システム 間の 沿 面 
距離 は， 意図す る 環境， 例えば， 屋外 （JISC0664 参照)， 屋内， 及び ェン クロージャ によって 保護され る 
環境 に お け る 作動 に 適する もので なければ ならない。 

異常に ちりが 多い， 又は 湿気 若し く は 腐食 性が 異常に 高い 環境に おいて は， 次の 沿 面 距離 を 適用す る。 
一 保護され ていない 導体 ワイヤ， 導体 バ一 及び スリップ リング 機構 は， 最小 沿 面 距離 60 mm の 絶縁体 を 
備えなければ ならない。 

- ェン クロージャで 保護され ている 導体 ワイヤ， 絶縁され た 多 極 及び 単 極の 導体 バー は， 最小 沿 面 距離 
30mm を もたなければ ならない。 

好ましくない 周囲 条件 （例えば， 導電性の ほこりの 集積， 化学作用） によって 徐々 に 絶縁 値が 減少す る 
こと を 防止す る 特別な 方策に 関して は， 製造業 者の 推奨に 従わなければ ならない。 
12.7.7 導体 システムの 分割 

導体 ワイヤ 又は 導体 バー を 幾つかの 分離した 区画に 分けられる ように 配置す る 場合 は， 集 電子 自体が 隣 
接 区画 を 充電す る こと を 防止す るよう に 適切な 設計 をし なければ ならない。 
12.7.8 導体 ワイヤ， 導体 バー システム， スリップ リング 機構の 構造 及び 据 付け 

電力 回路に 用いる 導体 ワイヤ， 導体 バー 及び スリップ リング 機構 は， 制御 回路 用の ものと は 別の グルー 
プにま とめなければ ならない。 

導体 ワイヤ， 導体 バ一 及び スリップ リング 機構 は， 短絡 電流に よる 作用 力 及び 熱の 影響に 対して， 損傷 
を 受けずに 耐えなければ ならない。 

地下 又は 床下に 設置す る 導体 ワイヤ 及び 導体 バー システムの 取 外し 可能な カバー は， 工具 を 用いずに 一 
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人で 開ける こ と はでき ない 設計に しなければ ならない。 

複数の 導体 バー を 1 個の 共通の 金属 ェ ン クロージャ 内 に 設置す る 場合に は， ェン クロー ジ ャ の 各 区画 を 
相互に ボンディ ング し， 長さに 応じて 数 箇所 を 保護 ボンディ ング 導体に 接続し なければ ならない。 地下 又 
は 床下に 設置す る 導体 バーの 金属 カバー も， 相互に ボンディングし， 保護 ボンディ ング 導体に 接続し なけ 
れ ばなら ない。 

注記 金属 ェン クロージャ 又は 床下 金属 ダクト を， カバー 又は カバー プレートと 一緒に 保護 ボンディ 
ング する 目的に 対して， 金属 丁番は 十分な 導通 性 を もつ ど 考えて よい。 
地下 及び 床下の 導体 バー 用 ダクトに は， 排水 機構 を 設けなければ ならない。 

13 配線 

13.1 接続 及び 経路 
13.1.1 一般 要求 事項 

すべての 接続， 特に 保護 ボンディング 回路の 接続 は， 不測の 緩みが 生じない ようにし つかり 固定し なけ 
れ ばなら ない。 

接続に は， 接続す る 導体の 断面 積 及び 特性に 適する 手段 を 用いなければ ならない。 

—つの 端子に 複数の 導体 を 接続して はならない。 ただし， 端子が 複数 導体 接続 用に 設計され ている 場合 
はこの 限りで ない。 保護 導体 は， 常に 1 端子に 1 本 だけの 接続に しなければ ならない。 
はんだ 付け 用 端子 以外に は， はんだ 付け 接続 をして はならない。 

端子 台の 端子に は， 図面 上の 表記と 一致す る 記号で 明りよう に マーキング する 力、， 又は ラベル付け をし 
なければ ならない。 

電気 的 誤 接続 （例えば， 部品 交換 時に 生じる もの） によって リスクが 発生す る 可能性が あり， しかも 設 
計 方策に よって 誤 接続の 可能性 を 軽減で きない 場合 は， 導体 及び/又は 端子 を 13.2.1 に 従って 識別し なけ 
れ ばなら ない。 

可とう コ ンジッ ト （電線 管） 及び ケーブルの 設置に おいて は， 取 付け 部 （fitting) から 液体が 排出され る 
ように 実施し なければ ならない。 

よ （撚) り 線 接続 用で ない 機器 又は 端子に， より 線 を 接続す る 場合に は， より を 維持す る 手段 を 用いな 
ければ ならない。 はんだ を この 目的に 用いて はならない。 

シールド 導体 は， シールドの ほ つれ を 防止し， かつ、 簡単に 接続 を 取り外せる ように 端末 処理 を 行わな 
ければ ならない。 

識別 用 タグ は， 読み やすく， 耐久性が あり， 物理的 環境に 適する もので なければ ならない。 
端子 台に おいて は， 内部 配線と 外部 配線と 力 《端子 上で 交差し ないよう に 取 付け 及び 配線 を 行わなければ 
ならない （JISC2811 参照）。 
13.1.2 導体 及び ケーブルの 配線 

導体 及び ケーブル は， より 継ぎ 又は ジョイ ン ト をせ ずに 端子 間 を 配線し なければ ならない。 不測の 断路 
に対して 適切な 保護 を もつ プラグ' ソケッ ト対を 用いる 接続 は， ここで は ジョイ ン ト とみな さない。 

例外 接続 箱 及び 端子 を 用いて 接続す る ことが 実際的で ない 場合 （例えば， 移動 機械 又は 長い 可とう 
ケーブル を 用いる 機械に おける 接続， ケーブル 製造業 者からの 納入 時に 一つの ケーブル ドラム 
で 搬送で きる 長さ を 超える 配線 長の ケーブル 接続， 据 付け 中 又は 運転 中に 機械的 応力が 原因で 
損傷した ケーブル を 修理す る 場合の 接続。） に は， より 継ぎ 又は ジョイ ンドを 用いても よい。 
ケ 一 ブル 及び ケ 一 ブルア セ ン ブ リ の 接続 • 取 外 し が 必要な 場合 は， その 目的の ため に 十分な 余 長 を 確保 
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しなければ ならない。 

ケーブル 端末 は， 導体 端末に 機械的 応力が 加わらな いように， 適切に 保持し なければ ならない。 

保護 導体 は， ループ インピーダンス を 小さく する ために， 可能な 限り 関連す る 充電 導体の 近くに 配置し 

なければ ならない。 

13.1.3 異なる 回路の 導体 

異なる 回路 用の 導体 は， 分離して 配線し なくても 各 回路の 適切な 機能 を 損なわない 場合 は， 隣り合わせ 
て布設 しても よく， 同じ ダクト （例えば， コンジ ット， ケーブル ト ランキング システム） 内に 布設 しても 
よい。 また， 同じ 多 心 ケーブル 内の 導体 を 用いても よい。 これらの 回路が 異なる 電圧で 作動す る 場合に は， 
各 導体 を 適切な 仕切りで 分離す るか， 又は 同じ ダクト 内の すべての 導体に 加わる 最高の 電圧 （例えば， 非 
接地 系統で は 相 導体 間の 電圧， 接地 系統で は 相 導体と 大地 間の 電圧） に対する 絶縁 を 行わなくて はなら な 
い。 

13.1.4 誘導 式 電源 システムの ピック アップと ピック アップ コンバータとの 間の 接続 

誘導 式 電源の 製造業 者 仕様に 基づく ピック アップと ピック アップ コンバータとの 間の ケーブル は， 次の 
ように 接続し なければ ならない。 
一 可能な 限り 短く する。 
― 機械的 損傷に 対して 適切に 保護す る。 

注記 ピック ァ ッ プの 出力 は 電流 源 となり 得る ので， ケ一 ブルの 損傷 は 高電圧の 危険 源に な り 得る。 
13.2 導体の 識別 
13.2.1 —般 要求 事項 

各 導体 は， 各 端末に おいて， 技術 文書に 従って 識別で きなければ ならない （箇条 17 参照)。 

導体 は， 数字， 英字， 色 [単色 又はし ま （縞） 模様] のい ずれ かで 識別す るか， 又は 色と 数字の 組合せ 

若しくは 色と アルファベットの 組合せに よって 識別す る こと を 推奨す る。 数字に は アラビア数字 を， 英字 

に は ローマン 体 （大文字で も 小文字で もよ い。） を 用いなければ ならない。 

注記 附属 書 B は， 望ましい 識別 方法に 関して 供給者と 使用者が 合意 を 得る ために 使用で きる。 

13.2.2 保護 導体の 識別 

保護 導体 は， 形状， 位置， マ一 キング 又は 色に よって 保護 導体で ある こと を 容易に 見分けられなければ 
ならない。 色 だけによ つて 識別す る 場合 は， 全長に わたって 緑と 黄の 2 色 組合せ を 用いなければ ならない。 
緑と 黄の 2 色 組合せ を 保護 導体 以外に 用いて はならない。 

絶縁 保護 導体の 場合， 緑と 黄の 2 色 組合せ は， どの 部分の 15 mm の 長さ をと つても， その 色の 一つが 保 
護 導体 表面の 30 % 以上 70 % 以下 を 覆い， 残りの 表面 を 他の 色が 覆う もので なければ ならない。 

保護 導体が， その 形状， 位置 又は 構造 （例えば， 編 組 導体， 裸 導体） によって 容易に 識別で きる 場合， 
又はす ぐに は 近づけない 絶縁 保護 導体で ある 場合 は， 保護 導体の 全長に わたって 色で 識別す る 必要 はない 
が, 端末 付近 又は 接近 可能な 場所に， IEC 60417-5019 (DB:2002-10) に 規定す る 図 記号 又は 緑と 黄の 2 色 組 
合せに よる 明確な 識別 をし な ければ な ら ない。 
13.2.3 中性 線の 識別 

中性 線 を 色 だけで 識別す る 場合の 色 は， 青と しなければ ならない。 他の 色との 混同 を 避ける ために， 淡 
青 （ライトブルー） を 用いる こと を 推奨す る （IEC 60446 の 3.2.2 参照)。 選択した 色が 中性 線 を 示す 唯一 
の 識別 色であって， その 色 を 他の 導体の 識別に も 用いる と 中性 線と 混同す る 可能性が ある 場合 は， その 色 
を 他の 導体に 用いて はならない。 

色に よる 識別 を 行う 場合， 中性 線と して 用いる 裸 導体 は， 各 区画 内 又は ユニット 内で， アクセス 可能な 
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場所 ごとに 15 mn ！〜 100 mm 幅の 色付け をす るか， 又は その 全長に わたって 色付け をし けなければ ならな 

い。 

13.2.4 色に よる 導体の 識別 

保護 導体 （13丄2 参照） 及び 中性 線 （13.2.3 参照） 以外の 導体 を 識別す るた めに 色分け を 用いる 場合 は， 
次の 色 を 用いる ことができる。 

黒 茶色 赤 黄 赤 （だいだい 色） 黄 緑 青 （ライト ブル一 を 含む。） 紫 灰色 白 ピンク 
青 緑 

注記 この 色 リスト は， IEC60757 からの 引用で ある。 

導体の 識別に 色 を 用いる 場合 は， その 色 を 導体の 全長に わたって 用いる こと を 推奨す る。 絶縁 被覆の 色 
で 全体 的に 識別す るか， 色 マーカ を 一定 間隔 ごとに 施し， 更に 端末 又は アクセス 可能な 位置に 施して 識別 
する こと を 推奨す る。 

緑 又は 黄 は， 緑と 黄の 2 色 組合せと 混同され る 可能性が ある 場合に は， これ を 用いない ことが 安全の た 
めに 望ましい （13.2.2 參 照）。 

上に 掲げた 色 を 組み合わせる ことによ る 識別 は， その 組合せが 混同 を 招く ことが なく， 黄 又は 緑 を 黄と 
緑の 2 色 組合せ 以外の 組合せに 用いないなら 行っても よい。 

色分け を 導体 識別に 用いる 場合に は， 次に よる 色分け を 推奨す る。 
― 黒： 交流 電力 回路 及び 直流 電力 回路 
― 赤 ： 交流 制御 回路 
― 青： 直流 制御 回路 

一 黄 赤 （だいだい 色）： 5.3.5 に 規定す る 例外 回路 

例外 次の 場合 は， 上の 推奨に よらなくても よい。 

一 推奨 色の 絶縁 被覆 を もつ 導体がない 場合， 又は， 

一 多 心 ケーブルの 場合。 ただし， 緑と 黄の 2 色 組合せ は 用いて はならない。 
13.3 ェン クロージャ 内の 配線 

ェン クロージャ 内の 導体 を 定位置に 保持す る 必要が ある 場合 は， 導体 を 固定し なければ ならない。 非 金 
属製 ダクト は， 難 燃 性の 絶縁 材料 を 用いた もので なければ ならない （JISC3665 規格 群 参照)。 

ェン クロージャ 内に 取り付ける 電気装置 は， ェン クロ一 ジャ 前面から 配線 変更で きる よう に 設計 '製作す 
る こと を 推奨す る （11 丄 1 参照)。 これ を 実施で きず， 制御機 器 をェン クロージャ 裏面で 接続す る 場合に は， 
これらに アクセスす るた めの 扉 又は 外 開き 式 パネル を 設けなければ ならない。 

扉 又は その他の 可動 部分に 取り付ける 部品への 接続に は， 可動 部分の 頻繁な 動きに 耐える ように 12.2 及 
び 12.6 による 可と う 性 導体 を 用いなければ ならない。 この 導体 は， 電気 接続と は 別の 手段で 静止 部 及び 可 
動 部に 固定し なければ ならない （8.2.3 及び 11.2.1 参照）。 

ダクトに 収納し ない 導体 及び ケーブル は， 適切に 保持し なければ ならない。 

工ン クロージャの 外へ つながる 制御 用 配線に は， 端子 台 又は プラグ- ソケッ ト対を 用いなければ ならない。 
プラグ • ソケッ ト対 に関して は 13.4.5 及び 13.4.6 を 参照。 

電力 回路 及び 測定 回路の ケーブル は， 機器 （部品） の 接続 用 端子に 直接つ ないでも よい。 
13.4 ェン クロージャ 外の 配線 
13.4.1 —般 要求 事項 

個別の グランド， プッシング など を 用いて ケーブル 又は ダク ト をェン クロージャ 内に 引き込む 手段 は， 
ェン クロージャの 保護 等級 を 低下 させて はならない （11.3 参照)。 
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13.4.2 外部 ダク 卜 

電気装置の ェン クロージャ 外の 導体 及び その 接続 部 は， 13.5 に 規定す る 適切な ダクト （例えば， コンジ 
ッ ト 又は ケーブル ト ランキング システム） に 収納し なければ ならない。 ただし， 適切な 保護 を もつ ケープ 
ルは， ダクトに 収納し ない 配線 を 行っても よい。 ダクトに 収納し ない 場合， 必要が あれば 開放 形の ケープ 
ル ト レイ 又は ケーブル 支持 具 を 用い， 必要がなければ 用いな くても よい。 ポジション スィ ツチ 又は 近接 ス 
イッチの ような 機器に 附属す る 専用 ケーブル は， 目的に 適し， 十分 短く， 損傷の リスク を 最小に する 配置 
と 保護 を 行う とき は， ダクトに 収納し なくても よい。 

ダク ト 又は 多 心 ケーブルに 用いる 取 付け 器具 は， 物理的 環境に 適する もので なければ ならない。 

ペンダント 形 操作盤への 可とう 性 接続が 必用な 場合 は， 可と ぅコ ンジッ ト 又は 可とう 多 心 ケーブル を 用 
いなければ ならない。 ペンダント 形 操作盤の 荷重 は， 可とう コ ンジッ ト 又は 可とう 多 心 ケーブル 以外の 手 
段で 保持し なければ ならない。 ただし， コ ンジッ ト 又は ケーブルが 操作盤 荷重 を 保持す るよう に 特別に 設 
計され ている 場合 は， この 限りで ない。 
13.4.3 機械の 可動 部への 接続 

頻繁に 動く 可動 部分への 接続に は， 12.2 及び 12.6 に 適合す る 導体 を 用いなければ ならない。 可とう ケ一 
ブル 及び 可とう コ ンジッ トは， 特に 取 付け 部 及び 継 手 部分な どで， 過度の 曲げ 及び 引 張りが 生じない よう 
に 取 り 付 け な ければ な ら ない。 

可動 部に 用いる ケーブル は， 接続 箇所に 機械的 引 張り がな く ， 過度の 曲げが 生 じ ない 方法で 保持 し な け 
れ ばなら ない。 そのために ループ 状に 保持す る 場合に は， 少なく とも ケーブル 直径の 10 倍の 曲げ 半径が と 
れる 長さと しなければ ならない。 

機械の 可とう ケーブル は， 次の ような 使用 又は 潜在的に 過酷な 扱い を 含む 要因に よって 外装 を 損傷す る 
可能性 を 最小限に 抑える よ う に， 布設 又は 保護 し な ければ な ら ない。 
一 ケーブルが， 機械 自体に ひ （鑠） かれる。 
― ケーブルが， 運搬 車両 その他の 機械に ひかれる。 
一 ケーブルが， 動いて いると き 機械 構造 物に 接触す る。 

一 ケーブル バス ケッ 卜での 出し入れ， 又は ケーブル ドラムでの 卷 取り • 引出しが 行われる。 
― 懸架 式 又はつ り 下げ 式 ケーブルに 加速 力 及び 風力 カ珈 わる。 
― ケーブル 収納 装置に おいて 過度の 摩擦が ある。 
一 ケーブルが， 過度の 放射 熱に さらされる。 

ケ一 ブルの 外装 は， 運動 中に 予想され る 通常の 摩耗 及び 大気汚染 物質 （例えば， 油， 水， 冷却剤， ほこ 
り） の 影響に 耐える もので なければ ならない。 

動き を 伴う ケーブル を， 機械の 可動 部 近くに 配置す る 場合 は， 可動 部と ケーブルとの 間に 25mm 以上の 
空間 を 維持す る 対策 をし なければ ならない。 この 距離 を 確保で きない 場合に は， ケーブルと 機械の 可動 部 
との 間に 固定 バリア を 設けなければ ならない。 

ケーブル ハンドリング システム は， 次の 場合の ケーブルの ねじれ を 防止す るた めに， ケーブルの 軸 回り 
ねじれ 角が 5° を 超えない ように 設計し なければ ならない。 
- ケーブル ドラムに おける ケーブルの 巻 取り' 引出し 時， 及び， 
- ケ一 ブル 案内 機器 を 通過 （接近' 離脱） するとき。 

ケーブル ドラム に 少な くと も 2 巻 分の 可 とう ケ一 ブル を 常に 残す 方策 を とらな ければ な ら ない。 

可と う ケーブルの 案内 機器 及び 搬送 機器 は， ケーブルの 曲げ 半径が 表 8 の 値 以上になる よ う に 設計し な 
ければ ならない。 ただし， 許容 引 張力 及び 予測され る 金属疲労 を 考慮して， ケーブル 製造業 者と 別に 合意 
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した 場合 はこの 限りで ない。 



表 8 — 可とう ケーブルの 強制 案内に おける 最小 許容 曲げ 半径 



用途 


ケーブル 直径 又は 

フラッ ト ケーブルの 厚さ d (mm) 




8<^20 


d>20 


ケーブル ドラム 


6d 


6d 


8d 


ガイ ド ローラ 


6d 


Sd 


8d 


懸架 式 


6d 


6d 


Sd 


その他 


ら d 


6d 


Sd 



二つの 曲が り 部 間の 直線 部 は， 少な く と も ケーブル 直径の 20 倍と しな ければ な ら ない。 

可とう コンジ ットが 機械の 可動 部に 隣接す る 場合 は， コンジ ットの 構造 及び 支持 手段 は， すべての 運転 
条件に おいて 可とう コ ンジッ トの 損傷 を 防止す る もので なければ ならない。 

可とう コン ジット は， 速い 動き 又は 頻繁な 動き をす る 箇所の 接続に 用いて はならない。 ただし， 特に そ 
の 用途に 設計 さ れた 可と ぅコン ジット はこ の 限 り でない。 
13.4.4 機械に 実装した 機器の 相互 接続 

機械に 取り付けた 複数の スィッチ 機器 （例えば， 位置 センサ， 押し ポタン） を 直列 又は 並列に 接続す る 
場合 は， これらの 機器 間接 続の 中間に 試験 用 端子 を 設ける こと を 推奨す る。 この 端子 は， 試験に 便利な 場 
所に 設け， 適切に 保護し， 関連 図面に 示さなければ ならない。 
13.4.5 プラグ' ソケット 対に よる 接続 

プラグ' ソケッ ト対 による 接続 を 用いる 場合に は， 次の a) 〜e) の 要求 事項のう ち 該当する 項目 を 適用し 
なければ ならない。 

例外 これらの 要求 事項 は， ェン クロージャ 内で 構成 品 を 接続す る 固定の プラグ • ソケット 対 （可とう 
ケーブル 付きで ない。）， 又は バス システムに 構成 品 を 接続す る プラグ' ソケッ ト 対に は 適用し な 

い。 

a) f) に 従って 正しく 取り付けられ ている 場合 ，プラグ' ソケット 対 は， プラグの 抜き差し を 含む どのよ 
うなと きに も， 充電 部に 不用意に 接触す る こと を 防止す る タイプで なければ ならない。 保護 等級 は， 
少なくとも IPXXB でなければ ならない。 この 要求 事項 は， PELV 回路に は 適用し ない。 

b) TN 接地 系統 又は TT 接地 系統の 電源 を 用いる 場合 は， 保護 ボンディング 用 接点 (接地 用 接点） が 他の 
接点に 対し， プラグ オン 時 は 最初に 接触し， プラグ オフ 時 は 最後に 離れる ものと する。 

c) 負荷 を 接続 し た 状態で 抜き差し する ブラ グ' ソケット 対 は， 負荷 を 遮断す るた め の 十分な 遮断 容量 を も 
つもので なければ ならない。 定格 30A 以上の プラグ' ソケット 接続 は， プラグの 抜き差し を 開閉機 器 
と イン 夕 ロックして， 開閉機 器が オフ 状態に ある と き だけ ブラ グ' ソ ケ ッ ト 接続の オンオフが 可能 と な 
るよう にしなければ ならない。 

d) 定格 16A を 超える プラグ • ソケット 対 は， 意図し ない 断路 又は 偶発的な 断路 を 防止す る 接続 保持 形で 
なければ ならない。 

e) プラ グ* ソケット 対が 意図せ ずに 又は 偶発的に 外れる と き に 危険 状態 を 招 く 可能性が あ る 場合に は， 接 
続 を 保持す る 手段 を 備えなければ ならない。 

プラグ • ソケット 対の 取 付 け に 関連して は， 次の f)〜k) の 要求 事項の うち 該当する 項目 を 満たさな さな 
ければ ならない。 

f) 断路 後 も 充電が 残る 構成 部品 は， 必要な 空間 距離 及び 沿 面 距離 を 考慮して， 少な く と も IP2X 又は 
IPXXB の 保護 等級で 保護し なければ ならない。 PELV 回路に はこの 要求 事項 は 適用し ない。 



著作権法 により 無断での 複製， お^ 等 は 禁止され てお り ます。 



64 

B 9960-1 ： 2008 

g) プラグ' ソケッ ト 対の 金属 ハウジング は， 保護 ボンディング 回路に 接続し なければ ならない。 PELV 回 
路に はこの 要求 事項 は 適用し ない。 

h) 電力 負荷に 給電 はでき る 力、 通電 中に 断路して はならない プラグ' ソケッ ト対 は， 意図し ない 断路 又は 
偶発的な 断路 を 防止す る 接続 保持 形 と し ， 負荷 電流 を 通電 中に プ ラグ オフして はならない こと を 明り 
よ うに マーキングし なければ ならない。 

i) 複数の プラグ' ソケッ ト対を 同じ 電気装置に 用いる 場合 は， はめ 合い 関係 を 明り ように 識別し なければ 
ならない。 異なる 相手に 誤挿入で きないよ うな 機械的 対策 をす る こと を 推奨す る。 

j) 制御 回路に 用いる プラグ' ソケッ ト対 は， IEC 61984 の 該当する 要求 事項 を 満たさなければ ならない。 

例外 JISC 8285-1 に 規定す る プラグ' ソケット 対 は， k) を 満たせば， 制御 回路に 用いて よい。 
k) 家庭 用 及び 類似の 一般 用 プラグ' ソケッ ト対 を， 制御 回路に 用いて はならない。 JISC8285-1 に 規定す 

る プラグ ，ソケッ ト対を 制御 回路に 用いる 場合 は， 意図した 用途に 合う 接点 だけ を 用いなければ ならな 

い。 

例外 k) の 要求 事項 は， 電源に 重畳して 高周波 信号 を 用いる 制御機 能に は 適用し ない。 
13.4.6 輸送の ための 取 外し 

輸送の ために 配線 を 外す 必要が ある 場合に は， 配線 取 外し 点に， 端子 台 又は プラグ' ソケッ ト対を 設けな 
ければ ならない。 このような 端子 台 は， 適切に 覆わなければ ならない。 プラグ' ソケット 対 は， 輸送 中 及び 
保管 中の 物理的 環境に 耐える ように 保護し なければ ならない。 
13.4.7 予備 導体 

保全 又は 修理の ために 予備 導体 を 配線して おぐ ことが 望ましい。 予備 導体 は， 予備 端子に 接続す るか， 
充電 部と 接触 しないよ う に 絶縁し な ければ な ら ない。 
13.5 ダクト， 接続 箱 及び その他の 箱 
13.5.1 —般 要求 事項 

ダクト は， その 用途に 適する 保護 等級 （JISC0920 参照） を 満たす もので なければ ならない。 

導体の 絶縁 物に 接触す るお それの ある 鋭い エッジ， ばり， 粗い 表面， ねじ 山な ど は， ダクト 及び その 付 
帯 部品から 除去し なければ ならない。 必要な 場合に は， 難 燃 性 及び 耐 油性 を 併せ もつ 絶縁 材料 を 用いた 保 
護 を 追加して， 導体の 絶縁 物 を 保護し なければ ならない。 

配線 用の ケー ブル ト ランキン グシ ス テム， 接続 箱 及び その他の 配線 箱で， 油 又は 水滴が 貯ま る ものに は， 
直径 6 mm の 排出 孔を 設けても よい。 

コン ジット は， 油 用， 空気 用 又は 水 用の 配管との 混同 を 避ける ために， 物理的に 分離す るか， 適切に 識 
別す る こと を 推奨す る。 

ダク ト 及び ケーブル トレ ィは， 損傷 又は 摩耗の 可能性が 最小 どなる よ う に， 可動 部から 十分な 距離 を 確 
保して しっかりと 支持， 配置し なければ ならない。 通路 を 必要と する 場所で は， ダクト 及び ケーブル トレ 
ィは， 作業 面から 2m 以上の 高さに 設置し なければ ならない。 

ダク トは， 機械的に 保護す る 目的 だけに 用いなければ ならない （保護 ボンディ ング 回路への 接続に 関す 
る 要求 事項 は 8丄3 を 参照。)。 

部分的に カバ一 を もつ ケーブル ト レイ は， ダク ト 又は ケーブル ト ランキング システムと はみ なさない 
(13.5.6 参照） 。このよう な 部分的 に カバー を もつ ケーブル ト レイ に 布設す るケ一 ブル は， 開放 形の ケ 一 ブ 
ルト レイ 若しく は ケーブル 支持 手段 を 用いる 布設 又は 用いない 布設に 適する もので なければ ならない。 
13.5.2 ダクトの 内部 占 積率 

ダクトの 内部 占 積率 は， ダクトの 直線 度 及び 長さ， 並びに 導体の 可とう 性に 基づいて 検討す る ことが 望 
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ましい。 ダクト は， 導体 を 容易に 挿入で きる 寸法 及び 配置と する こと を 推奨す る。 
13.5.3 金属製の 非 可とう コン ジッ卜 及び 付帯 部品 

金属製の 非 可とう コ ンジッ ト及 びその 付帯 部品 は， 亜鉛め つき 鋼 又は 使用 条件に 適する 耐 腐食 性 材料 を 
用いた もので なければ ならない。 接触 部分で 電食を 起こす ような 異種 金属 を 用いない こと を 推奨す る。 
コン ジット は， 定位置に しっかり 保持し， 各 端 部で 支持し なければ ならない。 

付帯 部品 乂 纏ま，… 取 使 は _歴 部^な は， コ ンジッ トに 適合し， 用途に 適する もので なければ ならない。 
取 付け 用 部品 は， 構造 的に 難しくない 限り， ねじ 付きと しなければ ならない。 ねじな しの 取 付け 用 部品 を 
用いる 場合に は， コンジ ットを 装置に しっかりと 固定し なければ ならない。 

コ ンジッ トを 曲げる 場合 は， 損傷せ ず， 管の 内径 を 著しく 減少 させない ようにし なければ ならない。 
13.5.4 金属製の 可とう コン ジッ卜 及び 付帯 部品 

金属製の 可とう コン ジット は， 可とう 性 金属 管 又は 編 組 外装で 構成した もので なければ ならない。 金属 
製の 可とう コ ンジッ トは， 予測され る 物理的 環境に 適する もので なければ ならない。 

付帯 部品 は， コンジ ットに 適合し， 用途に 適する もので なければ ならない。 
13.5.5 非金属 製の 可とう コン ジット 及び 付帯 部品 

非金属 製の 可とう コン ジット は， ねじれに 耐え， 多 心 ケーブルの 外装と 同等の 物理的 特性 を 備えた もの 
でなければ ならない。 

コ ン ジ ット は， 予測 される 物理的 環境に お ける 使用に 適する も のでな ければ な ら ない。 

付帯 部品 は， コンジ ットに 適合し， 用途に 適する もので なければ ならない。 
13.5.6 ケーブル 卜 ランキング システム 

ェン クロージャ 外の ケーブル ト ランキング システム は， しっかりと 保持し， 機械の すべての 可動 部 及び 
汚れの 原因と なる 部分から 遠ざけなければ ならない。 

カバー は， 側面で 重なる 形状で なければ ならない。 ガスケット は 用いても よい。 カバー は， 適切な 手段 
によって ケーブル ト ランキング システムに 取り付けなければ ならない。 水平の ケーブル ト ランキング シス 
テムで は， 特に その 用途に 設計した もので ない 限り 底 部に カバー を 設けて はならない。 

注記 電気 設備の ケーブル ト ランキング システム 及び ダク ト に対する 要求 事項 は， IEC 61084 に 規定 
されて いる。 

ケーブル ト ランキング システム を 幾つかの 部分に 分けて 取り付ける 場合， その 部分 間の 接合 部 は， 確実 
に 結合し なければ ならない 力、 必ずしも ガスケ ッ トを 用いた 接合に しなくて よい。 

配線 用 又は 排水 用 以外の 開口部 を 設けて はならない。 ケーブル ト ランキング システムに は， 開けた まま 
未使用の ノックアウト があって はならない。 
13.5.7 機械 内の 閉 区画 及び ケーブル ト ランキング システム 

機械の コラム 内 又は ベース 内で， 導体 を 覆うた めに 閉 区画 （コンパートメント） 又は ケーブル トラ ンキ 
ング システム を 用いる 場合 は， その 閉 区画 又は ケーブル ト ランキング システム は 冷却剤 又は 油 貯蔵 部から 
隔離し， 完全に 閉じた ものと しなければ ならない。 閉 区画 及び ケーブル ト ランキング システム 内の 導体 は， 
損傷 を 受けない ように 固定， 配置し なければ ならない。 
13.5.8 接続 箱， その他の 箱 

配線 用 接続 箱 及び その他の 箱 は， 保全の ために アクセス できる もので なければ ならない。 これらの 箱 は， 
機械の 運転 を 意図す る 場所での 外部の 影響 を 考慮して， 固形物 及び 液体の 侵入 を 防止す る もので なければ 
ならない （11.3 参照）。 

これらの 箱に は， 開けた まま 未使用の ノックアウト があって はならない。 また， ほこり， 綿く ず， 油， 
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冷却剤な ど 力 《侵入し ない 構造と しなければ ならない。 
13.5.9 電動機 用 接続 箱 

電動機 用 接続 箱 は， 電動機 及び 電動機の 附属 機器 （例えば， ブレーキ， 温度 センサ， プラグ スィッチ， 
速度計 用 発電機） への 接続 部 だけ を 収納す る もので なければ ならない。 

14 電動機 及び 関連 装置 
14.1 —般 要求 事項 

電動機 は， えに さ. 4:.k_ え I さぶ-が? 土き，. ..fl5.Q4?.Ql 60034 規格 群の 関連す る 部に 

適合す る ものである ことが 望ましい。 

注記 IEC 60034 規格 群の 内容に は， JIS C 4034-1， JIS C 4034-5, JIS C 4203, JIS C 4210 に 含まれる 
部分と 含まれない 部分と が ある。 
電動機 及び その 関連 装置の 保護に 関する 要求 事項 は， 過 電流に 対して は 7.2， 過 負荷に 対して は 7.3， 過 
速度に 対して は 7.6 で 規定す る。 

電動機が 停止 中で も 電動機 電源 を オフに しない コントローラが 多い ので， 5.3， 5.4， 5.5， 7.5， 7.6 及び 
9.4 の 要求 事項 を 確実に 満たす ように 注意 を 払わなければ ならない。 電動機の 制御装置 は， 箇条 11 に 従つ 
て 配置し， 取り付けなければ ならない。 
14.2 電動機 ェン クロージャ 

電動機 ェン クロージャ は， JISC4034-5 に 規定す る ものの 中から 選定す る こと を 推奨す る。 
電動機 ェン クロージャ は， すべての 電動機に 対して， 少なくとも IP23 (JISC0920 参照） の 保護 等級 を 
満足し なければ ならない。 用途 及び 物理的 環境に よって は， よ り 厳しい 要求 事項が 必要になる ことがある 
(4.4 参照)。 

機械に 組み込む 電動機 は， 機械的 損傷から 適切に 保護され るよう に 取り付けなければ ならない。 
14.3 電動機の 寸法 

電動機の 寸法 は， 可能な 限り さぶ.. さ，... iH さ. GJyjL.S さ. ぶ. (?JEC 60072 規格 群に 適合 し な け 

れ ばなら ない。 

注記 IEC 60072 規格 群の 内容に は， JISC4203, JIS C 4210 及び JIS C 4212 に 含まれる 部分と 含まれ 
ない 部分と が ある。 
14.4 電動機の 取 付け 及び 電動機 用 区画 

電動機 及び その カップ リング， ベルト， プーリ 及び チェーン は， 適切に 保護し， 検査， 保全， 調整， 位 
置 合わせ， 給油， 交換の ために， 容易に アクセス できる ように 取り付けなければ ならない。 電動機 は， そ 
の 固定 具 を 取り外す ことができ， また， 端子 箱に アクセス できる ように 取り付けなければ ならない。 

電動機 は， 適正な 冷却が 保証され， 温度 上昇が その 絶縁 種別の 許容 限度 内になる ように 取り付け なけれ 
ばなら ない （JISC 4034-1 参照）。 

電動機 用 区画 は， できる 限り 清潔で 乾燥して いる ことが 望ましく， 必要なら 機械 外部へ 直接 換気し なけ 
れ ばなら ない。 通風 口 は， 削りく ず， ちり， 又は 水の 飛 まつの 侵入 を 許容 限度 内に 保つ もので なければ な 
ら ない。 

電動機 用 区画と， 電動機 用 区画の 要求 事項 を 満足し ない その他の 区画との 間に は， 開口部が あって はな 
ら ない。 コ ンジッ ト 又は 管 路が， 電動機 用 区画の 要求 事項 を 満足し ない 区画から 電動機 用 区画に 通じる 場 
合 は， コン ジット 又は 管路の 周囲の すき 間 を シールし なければ ならない。 
14.5 電動機の 選定 基準 



著作権法 により 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され てお ります。 



67 

I 9960-1 ： 2008 



電動機 及び 関連 装置の 特性 は， 想定す る 用途 及び 物理的 環境 条件 （4.4 参照） に 適合す るよう に 選定し な 
ければ ならない。 このために， 次の 事項 を 考慮し なければ ならない。 
- 電動機の 種類 

― デュー ティ サイ ク ルの 種類 （JIS C 4034-1 参照） 

- 定速 運転 又は 可変 速 運転 （及び それに 伴う 通風の 変化に よる 影響） 

― 機械的 振動 

一 電動機 制御の 種類 

一 電動機へ 供給す る 電圧' 電流 高調 波の 温度 上昇への 影響 （特に， 静止 形 コンバータから 供給す る 場合。） 
一 起動 方法， 及び 突入 電流が その 電源 を 共用す る 他の 使用者の 装置 運転に 及ぼす 影響。 電力会社が 規定 

する 特別の 注意事項 を 考慮す る。 
― 反 トルク 負荷の 時間 及び 速度に よる 変化 
― 大きな 慣性 を もつ 負荷の 影響 
一 定 トルク 又は 定 出力 運転の 影響 

― 電動機と コンバータとの 間の 誘導 リア タトルの 必要性 
14.6 機械的 ブレーキ 用の 保護 機器 

機械的 ブレーキの ァ クチ ユエ 一夕 （駆動 部） のた めの 過 負荷 保護 機器 及び 過 電流 保護 機器が 作動した 場 
合に は， それが 関連す る 機械 ァ クチ ユエ 一夕の 動力 も 同時に 非通電 （開放） にしなければ ならない。 

注記 関連す る 機械 ァ クチ ユエ 一夕と は， 一つの 動きに 複数の ァ クチ ユエ 一夕が 関連す る 場合， 関連 
する すべての ァ クチ ユエ 一夕 をい う。 

15 附属 品 及び 照明 

15.1 附属 品 ^匕 

機械 及び 機械に 関連す る 装置が， 附属 装置 （例えば， 手持ち 式 電動 工具， 試験 装置） 用の コンセント を 
備える 場合に は， 次の 事項 を 適用す る。 

― コンセント は， JISC 8285-1 に 適合す る ことが 望ましい。 不可能な とき は， 電圧 及び 電流 定格 を マー 

キングす る こ とが 望ま しい。 
- コンセントの 保護 ボンディング 回路の 導通 性 を 確保し なければ ならない。 ただし， PELV の 使用に よ 

る 保護 を 用いる 場合 は 除く。 
- コンセントに 接続す るすべ ての 非 接地 導体 は， 過 電流に 対して， 及び 必要なら 過 負荷に 対して， 7.2 

及び 7.3 に 従って， 他の 回路の 保護 と は 別に 保護し な ければ な ら ない。 
- コンセントの 電源 力、 機械 又は 機械の 部分の ための 電源 断路 器で 断路され ない 場合 は， 5.3.5 の 要求 事 

項 を 適用す る。 

注記 1 附属 書 B も 参照。 

注記 2 コンセント 用 回路に 漏電 保護 装置 （RCD) を 備える こと も ある。 
15.2 機械 及び 装置の 局部 照明 
15.2.1 —般 事項 

局部 照明 回路の 保護 ボンディ ング 回路への 接続 は， 8.2.2 に 従って 行わなければ ならない。 
スィッチ を ラン プホ ル ダ又 は 可 とう 接続 コードに 組み込んで はならない。 

適切な 発光体 を 用いる ことによって， 照明に ス トロ ボ的 影響が 現れる こと を 防止し なければ ならない。 
ェン クロージャ 内に 固定 照明 を 備える 場合に は， 4.4.2 に 示す 原則 を 用いて， 電磁 両立 性 を 考慮す る こと 
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が 望ましい。 
15.2.2 電源 

局部 照明 回路の 公称 電圧 は， 線 間 250 V 以下で なければ ならない。 線 間 50V 以下 を 推奨す る。 
照明 回路 は， 次の いずれ かの 電源から 供給し なければ ならない （7.2.6 も 参照）。 
一 入力 電源 断路 器の 負荷 側に 接続した 照明 専用の 絶縁 変圧器。 過 電流 保護 は 変圧器の 二次 側 回路に 設け 
なければ ならない。 

― 入力 電源 断路 器の 電源 ライン 側に 接続した 照明 専用の 絶縁 変圧器。 この 電源の 使用 は， 制御 ェン クロ 
—ジャ 内の 保全 用 照明 回路に 用いる 場合に 限る。 過 電流 保護 を 照明 専用 絶縁 変圧器の 二次 側 回路に 設 
けなければ ならない （5.3.5 及び 13.1.3 參 照）。 

一 専用の 過 電流 保護 を 備えた 機械 内の 回路。 

一 入力 電源 断路 器の 電源 ライン 側に 接続され た 絶縁 変圧器であって， その 一次 側に 局部 照明 専用の 開閉 
手段 （5.3.5 参照） 及び 二次 側に 過 電流 保護 を 備え， 電源 断路 器に 隣接す る 制御 ェン クロージャ 内に 取 
り 付けた もの （13.1.3 も 参照）。 
一 外部から 供給す る 照明 電源 （例えば， 工場 照明の 電源)。 これの 使用 は， 制御 ェン クロージャ 内 だけの 
照明， 及び 照明 用の 定格 電力の 総和が 3 kW 未満の 作業用 照明に 限る。 

例外 通常 運転 中に オペレータが 届かない 位置に 設置され ている 固定 照明に は， 15.2.2 の 規定 は 適 
用し ない。 

15,2,3 保護 

局部 照明 回路 は， 7.2.6 に 従って 保護し なければ ならない。 
15.2.4 取 付け 器具 

調節 可能な 照明 取 付け 器具 は， 物理的 環境に 適する もので なければ ならない。 
ランプ ホルダ は， 次の こと を 満足し なければ ならない。 
一 関連す る 旦本— ま 塞; i 格 ヌ^ IEC 規格に 適合 し な ければ な ら ない。 

- ランプ キャップ を 調節す る （動かす） とき 不注意に よって 充電 部に 接触し ないように ランプ キャップ 
を 保護す る 絶縁 材を 用いて ラ ン プホ ルダを 構成 し な ければ な ら ない。 
反射 器 は， ブラケットで 保持す る ものと し， ランプ ホルダで 保持して はならない。 
例外 通常 運転 中に オペレータが 届かない 位置に ある 固定 照明器具に は， 15.2.4 の 規定 は 適用し ない。 

16 マーキング， 警告 標識 及び 略号 
16.1 —般 事項 

警告 標識， 銘板， マーキング 及び 識別 プレート は， 装置の 物理的 環境に 十分 耐える もので なければ なら 
ない。 

16.2 警告 標識 
16.2.1 感電の 危険 源 

感電の リスク を もつ 電気装置 を 内蔵して いる こと を 別の 方法で 明示して いない ェン クロージャに は， 次 
の 図 記号 IEC 60417-5036 (DB 2002-10) を マーキングし なければ な ら ない。 
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この 警告 標識 は， はっきり 見える よう にェン クロージャの 扉 又は カバーに 表示し なければ ならない。 

次の 場合に は， この 警告 標識 を 省略しても よい [6.2.2b) も 参照]。 
一 電源 断路 器 を 備えて いる ェン クロージャ。 
― オペレータ インタフェース 装置 又は 操作盤。 

― それ 自体が ェン クロージャ を もつ 単体 機器 （例えば， 位置 センサ）。 
16.2.2 高温の 危険 源 

リスク アセスメント によって， 電気装置 表面が 危険 温度になる 可能性 を 警告す る 必要が ある 場合， 次の 
図 記号 IEC 60417-5041 (DB 2002-10) を 用いな ければ な ら ない。 



注記 建築 内 電気 設備に 対して は， この 方策 は JISC 60364-4-42 の 423 及び 表 42A に 規定され ている。 
16.3 機能 表示 

制御機 器， 表示 機器 及び ディスプレイ （特に 安全に 関する もの） に は， 機器 自体 又は その 近くに， その 
機能 を， 明りよう に， 消えない ように マーキングし なければ ならない。 この マ一 キングに ついては， 装置 
使用者 と 供給者 と の 間で 合意す る ことが 望ましい （附属 書 B 参照） 。 IEC 60417 (DB 2002) 及び ISO 7000 に 
規定す る 記号 を 優先的に 用いる ことが 望ましい。 
16.4 装置の マーキング 

装置 （例えば， 制御装置 アセンブリ） に は， 装置の 据え付け 後に も はっきり 見える ように， 消えない 方 
法に よって， 読める ように マーキングし なければ ならない。 ェン クロージャの 各 入力 電源 引 込み 口の 近傍 
に， 次の 内容 を 示す 銘板 を 付けなければ ならない。 
― 供給者 名 又は 商標。 
一 必要な 場合， 認証 済みの 表示。 
一 あれば， 製造番号。 

一 各 電源の 定格 電圧， 相 数 及び 周波数 （交流の 場合)， 全 負荷 電流。 
― 装置の 短絡 定格… 綱えば に ® 瘠 & 容 _霉_) 丄. 
― 基本 文書 番号 （IEC 62023 参照)。 

銘板に 記載す る 全 負荷 電流 は， 通常の 条件で 同時に 運転され る 可能性の あるす ベての 電動機 及び その他 
の 装置の 負荷 電流 以上で なければ ならない。 

機械 力 ^ 用いる 電動機 制御器が 1 個 だけの 場合 は， 電動機 制御器の 情報 を， よく 見える よう に 取り付けた 
機械の 銘板に 記載しても よい。 
16.5 略号 （参照 指定） 

すべての ェン クロージャ， アセンブリ， 制御機 器 及び 構成 品に は， 技術 文書に 示す 略号と 同じ 略号 を 付 
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けて， 明りよう に 識別し なければ ならない。 

17 技術 文書 
17.1 —般 事項 

機械の 電気装置の 据 付け， 運転 及び 保全に 必要な 情報 は， 例えば， 図面， 接続 図， チャート， 表 及び 説 
明 書の 形で 提供 （納入） しなければ ならない。 提供す る 情報 び » は， 電気装置の 複雑 度に よって 
異なって よい。 極めて 単純な 装置の 場合に は， その 情報 を 一冊の 文書に まとめて よいが， その 場合， この 
文書 は 電気装置 内の すべての 機器 を 示し， 電源の 接続 法が わかる ようにし なければ ならない。 

注記 電気装置の 構成 品に 附属す る 技術 文書 類が， 機械の 電気装置の 文書 類の 一部に なること も ある。 
17.2 提供 情報 

電気装置 とともに 提供 （納入） する 情報 （技術 文書） に は， 次の こど を 含めなければ ならない。 

a) 主文 書 （部品 表 又は 文書 一覧表)。 

b) 下記 を 含む 補足 文書。 

1) 装置， 据 付け， 取 付け 及び 電源 接続に 関する 明りよう で 包括的な 説明。 

2) 電源 仕様 

3) 必要に応じて， 物理的 環境に 関する 情報 （例えば， 照明， 振動， 騒音 レベル， 空気 中の 汚染物質）。 

4) 必要に応じて， 全体 図 （ブロック 図）。 

5) 回路図 

6) 次に 関する 情報のう ち 必要な もの。 

- 装置の 使用に 必要な プログラミング。 
― 運転 順序 
一 検査 頻度 

- 機能 試験の 頻度 及び 方法。 

- 調整， 保全 及び 修理の 手引き， 特に 保護 機器 及び 保護 回路に ついて。 
― 推奨 予備品の リスト。 
― 納入 工具の リスト。 

7) 安全 防護 物， インタ ロック 機能， 及び ガード インタ ロックに 関する 説明 （相互 接続 図 を 含む。）。 連 
携 して 稼働す る 機械で は， 特に 必要で ある。 

8) 安全 防護の 説明 及び 安全 防護 を 解除す る 必要が ある 場合 （例えば， マニュアル プログラミング， プ 
ログ ラム 検証な どのた めに。） の 解除 手段の 説明 （9.2.4 参照)。 

9) 保守 作業 を 安全に 行うた めの 諸手 順の 指示 (17.8 参照)。 

10) 取扱い， 搬送 及び 保管に 関する 情報。 

11) 負荷 電流， 起動 ピーク 電流 及び 許容 電圧 降下に 関する 情報 （必要な もの)。 

12) 保護 方策 採用 （実施） 後 も 残留す る リスクに 関する 情報， 特別な 訓練が 必要 かどう かの 説明， 及び 
個人用 保護 具が 必要なら その 仕様。 

17.3 すべての 文書 類に 対する 要求 事項 

電気装置の 製造業 者と 使用者との 間で 文書 類に ついて 別の 合意がない とき は， 次の 事項 を 適用す る。 
一 文書 類 は， JISC 1082 規格 群の 関連の 部に 従って 作成し なければ ならない。 
一 略号 （参照 指定） は， JISC 0452 規格 群の 関連の 部に 適合し なければ なら. ない。 
― 取扱説明書 'マニュアル は， J1SC 0457 に 適合し なければ ならない。 
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- 部品 表 （付ける 場合） は， JISC 0453 の クラス B に 適合し なければ ならない。 
注記 B.1 の 13 (技術 文書） を 参照。 
他の 文書の 参照に ついて， 供給者 は 次の いずれ か を 採用し なければ ならない。 
- 文書 類が， 少ない 文書 数 （例えば， 5 未満） で 構成され る 場合 は， 各 文書に 電気装置 に関する 他の す 

ベての 文書の 文書 番号 を 相互参照 用と して 記載す る。 
一 すべての 文書の 文書 番号 及び 文書 名 を 主文 書 (single level main documents ： IEC 62023 参照） の 図面 又 

は 文書 リストに 記載す る （単一 階層の 文書 構成の 場合)。 
一 一つの 階層 （レベル） に 属する すべての 文書 （IEC 62023 参照） の 文書 番号 及び 文書 名 を， その 階層 

の 図面 又は 文書 リ ス ト に 記載す る （複数 階層の 文書 構成の 場合)。 
17.4 据 付け 用 文書 

据 付け 用 文書に は， 機械の 立 上げ （引渡し を 含む。） 準備 作業に 必要な すべての 情報 を 記載し なければ な 
ら ない。 複雑な 電気装置の 場合に は， 詳細な アセンブリ 図面が 必要と なること も ある。 

布設 する 電源 ケーブル に関して， 推奨す る 配置， 種類 及び 断面 積 を 明確に 記載し なければ ならない。 

機械の 電気装置に 給電す る 電源 導体 を 保護す る 過 電流 保護 機器の 種類， 特性， 定格 電流 及び 設定 値の 選 
定に 必要な データ を 記載し なければ ならない （7.2.2 参照）。 

必要な 場合に は， 使用者が 準備して 基礎に 設置す る ダクトの， 寸法， 用途 及び 配置 を 詳細に 記載し なけ 
れ ばなら ない （附属 書 B 参照）。 

機械と 関連 装置との 間の ダクト， ケーブル ト レイ 又は ケーブル 支持 物 を 使用者が 準備す る 場合 は， これ 
らの 寸法， 種類 及び 用途 を 詳細に 記載し なければ ならない （附属 書 B 参照)。 

電気装置の 撤去 又は 作業の ための スペースが 必要な 場合に は， これ を 図面に 示さなければ ならない。 
注記 1 据 付け 用 文書の 例 は， JISC 1082-4 に 示されて いる。 

さらに， 相互 接続 図 又は 相互 接続 表 も， 必要で あれば 据 付け 用 文書に 含めなければ ならない。 この 接続 
図 又は 表に は， すべての 外部 接続に 関する 情報 を 記載し なければ ならない。 複数の 電源で 運転す る 電気 装 
置の 場合に は， 相互 接続 図 又は 相互 接続 表に は， 各 電源 を 用いる ために 必要な 配線 変更 又は 相互 接続 を 示 
さなければ ならない。 

注記 2 相互 接続 図 及び 相互 接続 表の 例 は， JISC 1082-3 に 示されて いる。 
17.5 全体 図 及び 機能 線 図 

作動 原理の 理解 を 助ける ために 必要な 場合 は， 全体 図 を 納入 技術 文書に 含めなければ ならない。 全体 図 
は， 相互 接続の すべて を 示す 必要 はなく， 電気装置 (構成 品） を 機能の 相互関係 とともに 記号で表 現す る。 
注記 1 全体 図の 例 は， JISC 1082 規格 群に 示されて いる。 

機能 線 図 は， 全体 図の 一部と しても よく， 追加と して 作成しても よい。 
注記 2 機能 線 図の 例 は， JISC 1082-2 に 示されて いる。 
17.6 回路図 

回路図 は， 納入 技術 文書に 含めなければ ならない。 回路図に は 機械 及び 関連 電気装置の 電気回路 を 示さ 
なければ ならない。 JISC 0617 規格 群に 採録され ていない 図 記号 は， 回路図 又は その 附属 文書に 個別に 示 
し， 説明し なければ ならない。 構成 品 及び 機器の 記号 及び 識別 は， すべての 文書 上 及び 機械 上で 一致して 
いなければ ならない。 

必要な 場合に は， ユニット 間の 相互 接続 用 端子 を 示す 図 を 提供し なければ ならない。 この 図 は， 簡略 化 
のために 回路図と 併用しても よい。 この 図に は， 各 ユニットの 詳細 回路図との 参照 関係 を 含める ことが 望 
ましい。 
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電気回路 図の スィッチ （接点） 記号 は， すべて （例えば， 電気， 空気， 水， 油） の 供給源が オフで， 機 
械及 びその 電気装置 を 正常に 起動で きる 状態 （起動 前の 状態） を 示さなければ ならない。 
導体 は， 13.2 に 従って 識別し なければ ならない。 

回路図 は， これによ つて 保全 及び 故障 探求が できる ように， また， 回路の 機能 を 容易に 理解で きる よう 
に 示さなければ ならない。 制御機 器 及び 構成 品の 機能に 関する 特性 を， その 記号で は 明確に 表現で きない 
場合に は， 回路図 中の 図 記号の 近くに;^ 室 なぶで 書き入れる 力、， 又は 脚注で 示さなければ ならない。 
17.7 運転 マニュアル 

技術 文書に は， 電気装置の 立 上げ 及び 使用の ための 適切な 手順 を 詳述した 運転 マニュアル を 含めな けれ 
ばなら ない。 備えて いる 安全 方策に は， 特に 注意 を 払う ことが 望ましい。 

プログラム 運転 を 行える 装置の 場合 は， プログラミング 方法， プログラミングに 必要な 装置， プロ ダラ 
ム の 検証， 及び 必要 な ら 追加 安全 手順 について の 詳細 な 情報 を 記載 しな けれ ばな ら ない。 
17.8 保全 マニュアル 

技術 文書に は， 調整， 手入れ， 予防 検査， 及び 修理の ための 適切な 手順 を 詳述した 保全 マニュアル を 含 
めなければ ならない。 この マニュアルに は， 保全 及び 手入れの 間隔， 並びに 記録に 関する 推奨 事項 を 含む 
ことが 望ましい。 

正しく 作動す る こと を 検証す る 方法 （例えば， ソフ トウ ヱァの 試験 プログラム） を 備えて いる 場合に は， 
その 検証 法の 使い方 を 詳しく 記載し なければ ならない。 
17.9 部品 表 

部品 表に は， 少なく とも， 予防 保全 又は 事後 保全に 必要な 予備品 又は 交換品 （例えば， 構成 品， 機器， 
ソフト ゥ ヱァ， 試験 装置， 技術 文書） を 発注す るた めに 必要な 情報 を 含めなければ ならない。 装置の 使用 
者が 在庫と しても つべき 部品の 推奨 も 含める。 

18 検証 

18.1 一般 事項 

この 規格 は， 機械の 電気装置 に対する 一般的 要求 事項 を 規定す る ものである。 

特定の 機械の 検証の 規模 （範囲） は， その 機械の 製品 規格が 規定す る ものと する。 その 機械の 製品 規格 
がない 場合 は， 次の a)， b)， 及び f) の 検証 は 必ず 行わなければ ならない。 さらに， c)， d)， 及び e) の 幾 
つか を 含めても よい。 

a) 電気装置 がその 技術 文書に 適合す る こと を 検証す る。 

b) 電源 自動 遮断に よる 間接 接触 保護 を 採用して いる 場合 は， 自動 遮断に よる 保護の 条件 を 18.2 に 従って 
検証す る。 

c) 絶縁抵抗 試験 （18.3 参照)。 

d) 耐 電圧 試験 （18.4 参照）。 

e) 残留 電圧に 対する 保護の 検証 （18.5 参照)。 

f) 機能 試験 （18.6 参照)。 

これらの 試験 を 実施 するとき は， 上の 順序で 行う こと を 推奨す る。 
電気装置 を 変更した とき は， 18.7 の 要求 事項 を 適用し なければ ならない。 

試験 は， 関連す る 旦本_5 差 現 格;^ iJEC 規格に よる 測定 機器 を用レ a て 行わな け れ ばな ら ない。 18.2 及び 
18.3 の 試験に は， IEC 61557 規格 群に 適合す る 測定器 を 用いる。 
検証 結果 は， 文書 化しなければ ならない。 
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18.2 電源 自動 遮断に よる 保護が 達成され る 条件の 検証 
18.2.1 一般 事項 

電源 自動 遮断の 条件 （6.3.3 参照） は， 試験に よって 検証し なければ ならない。 

TN 接地 系統に おける 試験 方法 は， 18.2.2 による。 TN 接地 系統 電源に おける 異なる 条件 （機械の 状態） 
に対する これらの 試験 方法の 適用 は， 18.2.3 による。 

H- 接-地 系 M にお は A 換延 洼丄 も… 撒 羼晝ぇ 4_ によ. も… 

IT 接地 系統 に お け る 検証 法 は， JIS C 60364-6-61 を 参照。 

18.2.2 TN 接地 系統に おける 試験 方法 

次に 示す 試験 1 は， 保護 ボンディング 回路の 導通 性 を 検証す るた めの 試験で ある。 試験 2 は， 電源 自動 
遮断に よって 保護され る 条件 を 検証す るた めの 試験で ある。 
試験 1 保護 ボンディング 回路の 導通 性の 検証 

PE 端子 （5.2 及び 図 3 參照） と 各 保護 ボンディング 回路の 関連 ポイントとの 間の 抵抗 値 を， 最大 無 負荷 
電圧 24 V の 電気 的に 分離され た 交^! 電源 又は 直^ t 電源 （例えば， SELV 電源。 JIS C 60364-4-41 の 413.1 
参照。） で， 0.2 A から 約 10 A の 間の 電流で 測定し なければ ならない。 PELV 電源 を 用いる と 測定 結果 を 誤 
る ことがあ るので， PELV 電源 は 用いない ほうがよ い。 抵抗 測定値 は， 関連す る 保護 ボンディング 回路の 
長さ， 断面 積， 材質に よる 予測 値の 範囲に なければ ならない。 

注記 1 導通 性 試験 を 大きな 電流で 行う と 試験 結果の 精度が よ く なる， 特に 大きい 断面 積 又は 短い 線 
路 長の 場合の 低 抵抗 値 を 測定す る 場合 は 有効で ある。 
試験 2 故障 ループ インピーダンス 及び 過 電流 保護 機器の 適切 性の 検証 

電源 導体の 接続， 及び 外部 保護 導体と 機械の PE 端子 と の 接続 を 検査に よって 検証し な ければ な ら ない。 

電源 自動 遮断の 条件が 6.3.3 及び 附属 書 A に 適合す る こと を， 次の 1) 及び 2) によって 検証し なければ 
ならない。 

1) 故障 ループ インピーダンス を， 次の いずれ かによ つて 検証す る。 
- 計算に よる。 

一 A.4 に 従って 測定す る。 

2) 関連す る 過 電流 保護 機器の 設定 値 及び 特性が 附属 書 A の 要求 事項に 適合して いる こと を 確認す る。 

注記 2 故障 ループ ィ ン ピー ダンス 試験 は， 遮断 電流/ a が 約 1 kA までの 範囲で 自動 遮断器に よる 
保護 を 行う 場合に 適用で きる CU ま， 遮断器が 附属 書 A で 規定す る 時間 内に 自動 遮断す 
る 電流 値で ある。）。 

18.2.3 TN 接地 系統への 試験 方法の 適用 

18.2.2 の 試験 1 は， 機械の 各 保護 ボンディング 回路に 対して 行わなければ ならない。 

18.2.2 の 試験 2 を 測定に よって 実施す ると き は， 常に 試験 1 の 後に 実施し な ければ な ら ない。 

注記 ループ ィ ン ピー ダンスの 試験 中に 保護 ボンディ ング 回路 を 断路す る と， 試験 実施 者 その他に 危 
険 状態 を 招く ことがあり， また， 電気機器 を 破壊す る こと も あり 得る。 
機械の 状態の 違いに 応じて 必要な 試験 は， 表 9 による。 機械の 状態 を 決定す るた めに 表 10 を 用いる こと 
がで きる。 

18.3 絶縁抵抗 試験 

絶縁抵抗 試験 を 実施す る 場合 は， 500 V メガ 一 を 用いて 電力 回路と 保護 ボンディング 回路との 間の 絶縁 
抵抗 値 を 測定し， 測定値が 1 以上で なければ ならない。 試験 は 電気装置 全体 を 個々 の 区画に 分けて 実 
施しても よい。 



著作権法 により 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され てお り ます。 



74 

B 9960-1 ： 2008 



例外 例えば ブス バー， 導体 ワイヤ 又は 導体 バ一 システム， スリップ リング 機構の ような 電気装置の 
特定 部分に は， より 低い 下限 値が 許される 力、 その 値 は 50kQ 以上で なければ ならない。 
機械の 電気装置に， 絶縁 試験 中に 作動す る 可能性の ある サージ 保護 機器が 含まれて いる 場合 は， 次の こ 
と を 行っても よい。 
― これらの 機器 を 取り外す， 又は， 

一 試験 電圧 を サージ 保護 機器の 電圧 保護 レベルより 低い 値に 下げる。 ただし， 供給 電圧の 上限の ピーク 

値 （中性 線と 相 導体 間） より 低く して はならない。 
18.4 耐 電圧 試験 

耐 電圧 試験 を 実施す る 場合 は， IEC61180-2 に 適合す る 計測 機器 を 用いる こ とが 望ましい。 
公称 周波数 50 Hz 又は 60 Hz の 試験 電源 を 用いなければ ならない。 

最大 試験 電圧 は， 機器の 定格 供給 電圧の 2 倍 又は 1 000 V の 大きい 方と する。 最大 試験 電圧 を 回路の 相 

導体 と 保護 ポ ン デ イング 回路との 間 に 約 1 秒 間 加 える。 

こ の 試験 電圧に 耐え ら れ ない 定格の 部品 及び 機器 は， 試験 中 は 取 り 外さな ければ な ら ない。 
部品 及び 機器の 製品 規格に よって 耐 電圧 試験 を 実施 済みの 部品 は， 試験 中 取 り 外しても よい。 

18.5 残留 電圧 保護 

必要ならば， 6.2.4 の 規定 を 満足す る こと を 確認す る 試験 を 行わなければ ならない。 
18.6 機能 試験 

電気装置の 機能 は， 試験し なければ ならない。 

電気 的 安全の ための 回路の 機能 （例えば， 地 絡 検出） は， 試験し なければ ならない。 
18.7 再試験 

機械 及び 関連 装置の 一部 を 変更 し た 場合に は， 必要な ら ば 変更 部分の 再 検証 及び 再試験 を 行わな ければ 
ならない （18.1 参照）。 

再試験に よって 生じる 可能性の ある 過酷な 影響に ついて 特別な 注意 をす る ことが 望ましい （例えば， 絶 
縁 試験， 機器の 取 外し' 再 接続に よって 生じる 過度の ストレスに 対して。）。 
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表 9 - TN 接地 系統に おける 試験 方法の 適用 



手順 


機械の 状態 


現場での 検証 


A 


現場で 組立 • 接続が 行われた 機械の 電気装置で あ 
つて， 組立' 接続 後に 保護 ボンディング 回路の 導通 
性 力 巧窗認 されて いない。 


試験 1 及び 試験 2 を 行う。 

例外 故障 ループ インピーダンス 又は ループ 抵抗の 
計算が 前もって 行われて いて， 次の 省略 条件 を 満足 
する 場合 は， 試験 2 を 省略して よい。 すなわち， 現 
場で 接続した 保護 ボンディ ング 回路に 試験 1 を 適用 
し， 電源 接続 及び 外部 保護 導体と 機械の PE 端子との 
接続 を 目 視 検査 する だけで よい。 
試験 2 を 省略で きる 条件 

- 計算に 用いた 導体 長 及び 断面 積 を， 据付 状態で 確 

認 できる。 

• 現場の 電源 インピーダンスが， ループ インピー ダ 
ンスの 計算 時に 想定した 電源 インピーダンスの 
値より 小さい ことが 確認で きる。 


B 


表 10 に 示す ケーブル 長 を 超える 保護 ボンディ ン 
グ 回路 を もち， 試験 1 又は 試験 2 による 保護 ボン デ 
ィ ング 回路の 導通 性の 検証 （18.1 参照） を 測定に よ 
つて 確認して から 納入され た 機械で ； 

ケース B1) ： 出荷 時に 分解せ ずに 完全 組立 状態で 

納入され ている。 

ケース B2): 出荷 時に 分解した 力、 分解， 輸送， 
再 組立 後の 保護 導体の 導通 性が 保証され ている （例 
えば， プラグ- ソケッ ト対を 用いる ことによって。）。 


試験 2 を 行う。 
例外 現場の 供給 電源 インピーダンスが， ループ ィ 
ン ピー ダンスの 計算に 用いた 値 以下で あるか， 又は 
試験 2 の 計測 用 電源の インピーダンス 以下で ある こ 
と 力 ^ 確認で きる 場合 は， 現場での 実測 試験 を 省略し， 
次の 検証 を 行う だけで よい。 

• ケース B1) の 場合 ： 電源 導体の 接続 及び 外部 保 
護 導体と 機械の PE 端子との 接続 力 证 しい ことの 
検証。 

• ケース B2) の 場合： 電源 導体の 接続 及び 外部 保 
護 導体 と 機械の PE 端子 と の 接続が 正 しい ことの 
検証， 及び 出荷 時 切 り 離し た 電気装置の すべての 
保護 導体が 正 し く 接続され た こ と の 検証。 


C 


保護 ボンディング 回路が， 表 10 に 示す ケーブル 
長 を 超えず， 試験 1 又は 試験 2 に よ る 保護 ボンディ 
ング 回路の 導通 性の 検証 （18.1 参照） を 測定に よつ 
て 確認して から 納入 さ れた 機械で ； 

ケース C1) ： 出荷 時に 分解せ ず 完全 組立 状態で 納 

入され ている。 

ケース C2): 出荷 時に 分解した が， 輸送， 再 組立 

後の 保護 導体の 導通 性が 保証され ている （例えば， 
プラグ • ソケッ ト対を 用いる ことによって。）。 


現場 試験 は 省略して よい。 

プラグ • ソケッ ト対 以外の 方法で 電源 を 接続す る 
機械で は， 外部 保護 導体と 機械の PE 端子との 接続が 
正しい こと を 目視 検査で 検証 し な ければ な ら ない。 

ケース C2) の 場合 は， 出荷 時に 切り離した すべての 保 
護 導体の 接続 を 検証 （例えば， 目視 検査） する 必要 
が ある こと を， 据 付け 用 文書 （17.4 参照） に 示さな 
ければ ならない。 
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表 10 — 各 保護 機器 か ら その 負荷 ま での 最大 許容 ケー ブル 長の 例 



1 

I 




ス 


各 保護 装置から 負荷までの 最大 ケーブル 長 （m) 


各 保護 機器 


断面 積 (mm 2 ) 


保護 機器 


4 


5 


6 


7 


8 


ま での 電源 




の 定格 値 


ヒ ユース 


ヒ ュ ース 


小形 サー 


*r、 ^xa _uu 

/」 ヽ形サ 一 


調整 式サ 


ィ 、/ト 。一 タ' 

,1 ンし 7 




V は 霄^ 






ャ 、、i V "f 
ッ 「ノ 


ャ 、、ノ ； ザ 

ャ ッ r ノ 


■> ~ ャッ 卜 


ン ス 










レ /J 


レ /-j 


ブし 一力 

ノ レ /V 


(mQ.) 




/ N (A) 


溶 断 時間 


溶 断 時間 


特性 B 

(IEC 

60898) 


特性 C 

(IEC 

60898) 










5 秒 


0.4 秒 


/ a = 5I N 
遮断 時間 
0.1 秒 


な = 10 / N 
遮断 時間 
0.1 秒 


1。 8 i>j 
遮断 時間 
0.1 秒 


500 


1.5 


16 


97 


53 


76 


30 


28 


500 


2.5 


20 


115 


57 


94 


34 


36 


500 


4.0 


25 


135 


66 


114 


35 


38 


400 


6.0 


32 


145 


59 


133 


40 


42 


300 


10 


50 


125 


41 


132 


33 


37 


200 


16 


63 


175 


73 


179 


55 


61 


200 


25 (相 導体) / 16(PE) 


80 


133 








38 


100 


35 (相 導体） / 16(PE) 


100 


136 








73 


100 


50 (相 導体） /25 (PE) 


125 


141 








66 


100 


70 (相 導体） /35 (PE) 


160 


138 








46 


50 


95 (相 導体） /50(PE) 


200 


152 








98 


50 


120 (相 導体) / 70(PE) 


250 


157 








79 



表 10 の 最大 許容 ケーブル 長の 値 は， 次の 仮定に 基づいて いる。 

一 銅 導体 PVC ケーブルであって， 導体 温度 は 短絡 状態で 160 °C (表 D.5 参照)。 

一 相 導体 （1 本） の 断面 積が 16mm 2 以下の 多 心 ケーブル は， 同じ 断面 積の 保護 導体 を 備えて いる。 

- 相 導体 （1 本） の 断面 積が 16 mm 2 を 超える 多 心 ケーブル は， 斜線の 次に xx (pe) で 示す 断面 積の 保護 



導体 を 備えて いる （欄 2 を 参照)。 
- 3 相 電源であって， 電源 公称 電圧 は 400V とする。 
― 各 保護 機器に 対する 最大 供給 電源 インピーダンス は 欄 1 による。 
- 欄 3 の 値 は， 表 6 (12.4 参照） に 示す 許容 電流に 関連して いる。 
注記 これらの 仮定から 外れる 場合 は， 故障 ループ インピーダンスの 完全な 計算 又は 測定が 必要で ある。 詳しい 

情報 は， JIS C 3664 及び IEC 61200-53 に 示されて いる。 
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附属 書 A 

(規定） 

TN 接地 系統に おける 間接 接触 保護 

序文 

この 附属 書 は， TN 接地 系統の 電源 を 用いる 場合の 間接 接触 保護に ついて 規定す る。 この 附属 書 は， JIS 
C 60364-4-41:2006 及び JIS C 60364-6-61:2006 に基づいて いる。 

A.1 一般 事項 

間接 接触に 対する 保護 は， 回路 又は 装置 内で， 充電 部と 露出 導電性 部分 又は 保護 導体との 間に 絶縁 不良 
力? 発生した とき， 十分 短い 遮断 時間 内に 電源 を 自動的に 回路 又は 装置から 遮断す る 過 電流 保護 装置に よつ 
て 行わなければ ならない。 ま 持: ^ま 1 び 透 f さお^: Q 機械で は， 5 秒 以下 を 十分 短い 時間と みなす。 

例外 この 遮断 時間 を 達成で きない 場合 は， 同時に 接触で きる 二つの 導電性 部分 間の 接触 電圧が， 交 
流 50Vr.m.s. 又は 直流 120V (リップル を 除く） を 超えない ようにす る 方策 （例えば， 追加の 保 
護 ボンディング） を 実施し なければ ならない。 
注記 一般に， 接触 電圧が 50V を 超過して いる 限り 5 秒と いう 遮断 時間で は 間接 接触 保護 はでき ない。 
ただし， TN 接地 系統の 配電 線路 （負荷 機器で はない。） の 場合 は， 次の 理由から 5 秒の 遮断 時 
間が 認め ちれて いる。 

a) 配電 回路に おける 故障 発生 確率 は 小さい。 

b) 配電 回路に 設置され ている 機器 は据 付け 形 機器で， 故障 発生 期間 中に このような 機器に 接 
触す る 確率 は 極めて 小さい。 

c) この種の 機器に は 通常 取っ手が なく， 故障 時に 人 は 容易に 離脱す る ことができる。 

d) 接触 電圧 は 等 電位 ボンディング により 低減され る。 

e) 負荷に， 始動 時間が 長く， 大きな 始動 電流 を もつ 電動機が ある 場合に， 過 電流 保護 器の 作 
動 時間 を 短く 設定す る こと は 困難で あるが， 5 秒の 遮断 時間なら ば， 大概の 場合 を カバー 
できる。 

f) 配電 回路に 端末機 器用 分岐 回路が 接続され ている 場合に は， その 端末機 器の ェンク ロージ 

ャの 接地に は 局部 的 等 電位 ボンディ ングが 追加され， それが 当該 システムの 主 等 電位 ボン 
デ イングに 含まれ， かつ， 主 等 電位 ボンディングの 要件 を 満たす ものと する。 

クラス I の 手持ち 式 機械 又は 携帯 式 機械に 給電す る 回路に 対して は， 十分 短い といえる 最大 遮断 時間 は， 

コンセント を 経由す る しないに かかわらず 表 A.1 による （例えば， 機械に 備えた 附属 機器 用 コンセントに 
対して は 15.1 参照。）。 
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表 A.1 — TN 接地 系統に おける 最大 遮断 時間 



=0 


遮断 時間 （秒） 


120 


0.8 


230 


0.4 


277 


0.4 


400 


0.2 


>400 


0.1 


注記 IEC 60038 に 規定す る 許容範囲 内の 電圧に 対して は， 公称 値に 対する 遮断 時間 を 適用す る。 中 

間 値の 電圧に 対して は， この 表 中の それよ り 高い 直 近の 電圧に 対する 値 を 用いる。 
注 a) 【/。は， 対 地 公称 電圧 （交流 実効 値） である。 



A.2 過 電流 保護 装置に よる 電源 自動 遮断で 保護が 達成され る 条件 

過 電流 保護 装置の 特性 及び 回路 ィ ン ピー ダンス は， 電気装置 内で 相 導体と 保護 導体 又は 露出 導電 部との 
間に インピーダンス に 近い 地 絡が 生じた とき， 規定の 時間 内 （すなわち， 5 秒 以内 又は 表 A.1 の 値 以内） 
に 自動的に 電源 回路 力 《遮断され る ようにし なければ な ら ない。 この 要求 は， 次の 式が 成 り 立てば 満足され 

る。 

ム s X ム = 

ここに， Z ふ 電源， 電源から 地 絡 点までの 充電 導体， 及び 地 絡 点から 電源 ま 

での 保護 導体 か ら なる 地 絡 ルー プの インピー ダ ン ス 。 
/ a : 規定 時間 内に 保護 装置 を 自動的に 作動 （遮断） させる 地 絡 電流 
ひ。： 接地 電位に 対する 交流 公称 電圧 

地 絡 電流に よる 温度 上昇に よって 導体 抵抗が 上昇す る こと を 考慮し なければ ならない （A.4.3 も 参照。）。 
注記 短絡 電流の 計算に 関する 情報 は， 例えば， IEC 60909 規格 群， 地 絡 保護 装置 製造業 者から 得る 
ことができる。 
A.3 接触 電圧 を 50 V 以下に 抑える 保護の 条件 

A.2 の 要求 事項 を 満たせず， 危険な 接触 電圧に 対する 保護と して 追加の 保護 ボンディング を 行う 場合， 
この 保護 方策に 必要な 条件 は， 接触 電圧 を 50 V 以下に 低減し， 保護 回路の インピーダンスが 次の 式の 値 を 
超えない ことで ある。 

Z PE XZ S 

ここに， Z PE ： 機械 及び 電気装置 内の 機器と PE 端子との 間 を 接続す る 保護 ボ 
ンデ イング 回路 （5.2 及び 図 2 参照） の インピーダンス， 又は， 
同時に 接触で き る 露出 導電性 部分 若しく は 外部 導電性 部分 間 
の インピーダンス。 

この 条件の 確認に は， 18.2.2 の 試験 1 の i? PE を 測定す る 方法 を 用いる ことができる。 丑^カ 《 次の 式の 値 を 
超えなければ， 保護の 条件 を 満たす といえる。 

7?p E ^ — ~~ 

7 a(5s) 

ここに， ム^ ： 保護 機器が 5 秒で 作動す る 電流 

R PE ： 機械 及び 電気装置 内の 機器と PE 端子 間の 保護 ボンディ ング 
回路 （5.2 及び 図 2 参照） の 抵抗， 又は 同時に 接触で きる 露出 
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導電性 部分 若 し く は 外部 導電性 部分 間の 抵抗。 
注記 1 追加の 保護 ボンディ ング は， 間接 接触 保護に おける 追加 方策と みなされる。 
注記 2 追加の 保護 ボンディ ング は， 機械 及び 電気装置の 全体 を 対象に する こ とも あり， - -部に 対し 
て 実施す る こと も ある。 

A.4 電源 自動 遮断に よる 保護が 達成され る 条件の 検証 
A.4.1 —般 事項 

A.2 に 従う 電源 自動 遮断に よる 間接 接触 保護 方策の 有効性 検証 は， 次に よって 行う。 
一 遮断器の 公称 作動 電流 設定 値 及び ヒューズの 電流 定格の 目視 検査に よる 当該 保護 装置の 特性 検査， 
及び， 

- 地 絡 ループ インピーダンス Z s の 測定 

例外 地 絡 ループ インピーダンス 又は 保護 導体の 抵抗の 計算 値が あり， かつ， 据 付け 状態で 保護 導 
体の 長さ と 断面 積 を 検査で きる 場合 は， 測定 を 省略し 保護 導体の 導通 性 を 検査す る だけで よ 

い。 

A.4.2 地 絡 ループ インピーダンスの 測定 

地 絡 ループ インピーダンスの 測定 は， IEC 61557-3 に 適合す る 測定器 を 用いて 行わなければ ならない。 
測定器の 説明書に 与えられ ている 測定 精度 及び 測定 手順 を 考慮し なければ ならない。 
機械の 運転に 用いる 電源 と 同じ 周波数の 電源に 接続 して 測定 し な ければ な ら ない。 

注記 機械の 地 絡 ループ インピーダンス 測定の 一例 を 図 A.1 に 示す。 試験 中に 電動機が 接続され てい 
る ことが 実際的で ない 場合 は， 試験に 供し ない 二つの 相 導体 は， 例えば， ヒューズ を 外すな ど 
によって 開放しても よい。 
A.4.3 導体 抵抗の 測定値 と 短絡 状態の 実際 値 に対する 考慮 

注記 測定 は， 常温に おいて 低 電流に よって 行う ので， A.2 の 要求に 対する 適合 性 を 検証す るに は， 
地 絡 電流に よ つて 導体が 温度 上昇す る ことによ る 抵抗 増加 を 考慮す る 必要が あ る 。 
地 絡 電流に よる 導体の 温度 上昇に 伴う 抵抗 増加 は， 次の 式で 考慮す る。 

Zs(m) "3 x 77 
ここに， z s(m ) ： z s の 測定値 

地 絡 ループ インピーダンスが 2 ひ。 /3/ a を 超える 場合の 更に 詳しい 評価 は， JIS C 60364-6-61 の E.612.6.3 

の 手順に 従って 行う ことができる。 
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し 1 

し 2 
し 3 



電源 




に 



PE 



厂' 



に 



し ■ 



機械の 電気装置 



IEC 61 557-3 

による 故障 ル 
一 フィン ピ一 
ダンス 試験 器 




Z FL I 



PE 



に 



電気装置 内の 他の 回路へ 



図 A.1 — 故障 ルーフ インピーダンス 測定の 例 
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附属 書 B 

(参考） 

機械の 電気装置の ための 調査 書 

序文 

この 附属 書 は， 機械の 電気装置の 供給者 及び 使用者の 便宜の ために 参考と して 示す ものであって， 規定 
の 一部で はない。 



B.1 機械の 電気装置 使用者 は， 次の 表 （調査 書） に 示す 情報 を 供給者に 提供す る こと を 推奨す る。 この 
こと は， 機械の 電気装置の 適切な 設計， 適用 及び 利用 を 可能に する ために， 使用者と 供給者との 間で 基本 
条件 及び 使用者の 追加 要求 事項に 関する 合意 を 得る ために 有益で ある （4.1 参照)。 



調査 項目 


記入 欄 


制お 吿 堂 老么 ， #fc 松老么 




焉終 條闭老 名 




見 積 番号 • 発注 番号 




日付 








製造番号 




1 , 太 飽^ r 1 余昭、 
I "RT 万リ木 1 千 k 小 ゆの 固 木 1 梦 




„\ ， m 憐^ ni)?+ ぼ W プ 、/击 田々 ふつ マ- h ヽっ 

a) しの 機 柳 【よ， ci^jfl e 6 z?^ ： 


はい/ 7 いいえ 






b) この 機械 は， ®% する 可能性の ある 材料 を 使 
用， 加工 又は 製造す るか？ 


はい z いいえ 




はいの 場合 
は 詳細 




C) こ の 機械 は， 爆発性 又は 可燃性 雰囲気の 中で 
使用され るか？ 


はい/いいえ 




はいの 場合 
は 詳細 




d) この 機械 は， ある 材料 を 製造 又は 用いる とき 
に 特別な 危険 を 生じ る こと が あ るか？ 


はい /いいえ 




はいの 場合 
は 詳細 




e) この 機械 は， 鉱 内で 使用され るか？ 


はい /いいえ 






2 電源に 関する 条件 （4.3 参照） 




a) 予想され る 電圧 変動 （±10 % を 超える 場合） 




b) 予想され る 周波数 変動 (±2 % を 超える 場 
合） 


連続 短時間 


C) 将来 電気装置の 変更に よって 追加 を 必要と 
す る 電源 条件が あれば 記入す る。 




d) 本体の 箇条 4 に 規定す る 値よ り 長い 瞬時 停 
電の ある 電源 条件で 正常 運転 を 続ける 必要 
があるなら ば， その 瞬 停 時間 を 明示す る。 




3 物理 環境 及び 運転 条件 （4，4 参照） 




a) 電磁 環境 （4.4.2 参照） 


住宅， 商業 又は 軽 工業 環境 
工業 環境 


特別な 条件 又は 要求 




b) 周囲 温度 範囲 




C) 湿度 範囲 




d) 高度 （海抜） 




e) 特別な 環境 条件 （例えば， 腐食 性 雰囲気， ほ 
こり， 湿潤な 環境） 
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調査 項目 


記入 欄 


I ) /JXiil fv/K 




g) 振動， 衝撃 




h) 据 付け 及び 運転の 特別な 要求 事項 （例えば， 
ケーフ ル及ひ 導体の 罢佳燃 性 要求 事項） 




i) 輸送 及 ひ 保管 （例ん は， 4.5 に 規定す る 範囲 

外の 温度） 




4 入力 電源 




各 電源の 仕様 を 記入す る。 




a) 公称 電圧 (V) 


交流 




直流 




交流の 場合 


相 数 




周波数 




機械 と の 電源 接続 点 に お け る 予想 短絡 電 
流 （この 表の 2 も 参照） 


kAr.m.s. 


b) 供給 電源の 接地 系統 （J1S C 60364-1 参照） 


TN ： 電源の 1 点 
を 直接 接地して 
いて， 保護 導体 
(PE) がその 点に 
直接 接続され て 
いる 接地 系統。 接 
地点が 中性 点 （星 
形 結 線の 中点） 
t ヽ 他の 点か を 指 
定 する。 




TT ： 電源の 1 点 
を 直接 接地して 
いる 力、 機械の 
保護 導体 (PE) 
は 電源 系統の 接 
地点に 接続され 
ていない 接地 系 
統。 






IT: 電源 を 直接 接 
地して いない 系 

統。 








c) 電気装置 は， 電源の 中性 線 （N) に 接続す る 

1 ハ /一』 ttrf \ 

か？ （5.1 参照） 


はい 




いいえ 




d) 電源 断路 器 




中性 線 （N) の 断路が 必要 か？ 


はい 




いいえ 




中性 線 （N) の 断路に 取 外し 可能な リンク 
を 必要と する か？ 


はい 




いいえ 




用意すべき 電源 断路 器の 形式 は ？ 




5 感電 保護 （本体の 箇条 6 参照） 




a) 装置の 通常 運転 中， ェン クロージャ 内に ァク 
セス する 人の 技量 レベル は ？ 


電気 取扱 者 




電気 作業員 




b) ドア 又は カバー を 施錠す るキ一 （抜 取り 式で 
別の 場所に 保管で きる。） を 付ける か？ （6.2.2 

参照） 


はい 




いいえ 




C) 間接 接触 保護の ための 漏電 遮断器 を 電気 装 
置に 設ける か？ 設ける 場合， その 特性 は？ 


はい 




いいえ 




(6.3.3 参照） 










6 装置の 保護 （本体の 箇条 7 参照） 




a) 使用者 又は 供給者が， 給電 導体 （電気装置の 
構成 外） のた めの 過 電流 保護 機器 を 用意す る 
か？ （7 丄 2 参照)。 


はい 




いいえ 




過 電流 保護 機器の 形式と 定格 


形式 




定格 




b) 供給 電源に 直接 接続して 直 入れ 始動す る 三 
相 誘導電動機の 最大 出力 （kW) は？ 
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調査 項目 


記入 ff 




C) 電動機の 過 負荷 検出 機器の 数 は 減らして よ 

いか？ （7.3 参照） 


はい 




いいえ 




7 運転 




ケ 一 ブル レ ス 制御 において， 正規の 信号が なくな 
つてから 自動的に 機械 を 遮断す るまでの 時間 は 
何 秒と する か？ 


秒 


8 オペレータ インタフェース 及び 機械に 取り付 

けた 制御機 器 （本体の 箇条 10 参照） 




特別な 色の 選択 （例えば， 既に 存在す る 機械に 合 
わせるな ど） 


起動 




停止 




その他 








a お | 傳 n 壮竿 

9 制 脚 衣 ぼ 




エノ クローン ャ の 1 米 5 受寺敝 111.3 ^m) 乂 【よ 狩 fell 

な 条件 




in も 白 Z 女 ズ女め 始^ • 1 1 -:^H? ハ 
10 mum 、卓 1 平の m 采 量 3 ^RVj 




導体 識別に 特別な 方法 を 用いる か？ （13.2.1 参 
昭、 


はい 




いいえ 




その 形式 




11 附属 品 及び 照明 （本体の 箇条 15 参照） 




a) 特別な タイ プの コンセントが 必要 か？ 


はい 




いいえ 




その タイプ 




b) 保全 用 コンセントに 漏電 電流 保護 装置 
(RCD) を 用いる 追加の 保護が 必要 か？ 


はい 




いいえ 




C) 機械の 局部 照明に ついて 


最大 許容 電圧 


V 


照明 回路 電圧 を 
電源から 直接と 
ら ない 場合， 望 
ましい 電圧 はい 
く らかを 記入す 
る。 




12 マ一 キング， 警告 標識 及び 略号 （本体の 箇条 
16 参照） 




1 機能 表示 （16.3 参照） 




三せ iflj/ ふ 性 




b) 刻印， 特殊 マーキング 


電気装置に 付け 
るか？ 




言語 は？ 




C) 認証 マーク は 必要 か？ 


はい 




いいえ 




認証 機関 は？ 




13 技術 文書 （本体の 箇条 17 参照） 




a) 技術 文書 （17.1 参照） 


媒体 は ？ 




言語 は | 




b) 使用者が 準備す るべき ダクト， 開放 形ケ 一 ブ 
ルト レイ 又は ケーブル 支持 物の 寸法， 配置 及 
び 用途 （17.5 参照） 




C) 機械 又は 制御装置 を据付 場所まで 輸送す る 
ときの 寸法 及び 質量に 対する 特別の 制限が 
あれば 記入す る。 


最大 寸法 




最大 質量 




d) 特別 注文の 機械の 場合， 実 負荷 運転 試験の 証 
明 書が 必要 か？ 


はい 




いいえ 




e) そ の 他の 機械の 場合， プ ロト タイ プの 機械で 
実 負荷 運転 形式 試験の 証明書 は 必要 か？ 


はい 




いいえ 
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附属 書 c 

(参考） 

この 規格 を 適用す る 機械の 例 

序文 

この 附属 書 は， この 規格 を 適用す る 機械の 例示であって， 規定の 一部で はない。 

c.i この 規格 を 適用す る 機械の 例 

次の リスト は， その 機械に 用いる 電気装置 を この 規格に 適合させる ことが 望ましい 機械の 例で ある。 こ 

の リスト は， 適用 対象の 機械 をす ベて 挙げてい る わけで はなく， 機械の 定義 （3.35 参照） に 矛盾し ない も 

の を 挙げて ある。 

IEC 60335 規格 群の 適用 範囲に ある 家庭 用 電気器具 及び それに 類似す る 家庭 用器 具の 機械に は， この 規 
格 を 適用す る 必要 はない。 
金属加工 機械 農業 

― 金属 工作機械 

一 金属 成形 機械 
プラスチック 及び ゴム 機械 

- 射出 成形 機 

- 押出 機 

- ブロー 成形 機 

― 熱硬化 成形 機 

- 粉砕 機 
木工 機械 

― 木材 加工 機械 

一 ラミネート 機 

- 製材 機械 
組立 機械 
材料 搬送 機械 

—ロノ 丁、 ット 

- コンペ ャ 

一 トランスファー マシン 

- 立体 自動 倉庫 
繊維 機械 
冷凍機 空調 機 
食品 機械 

― パン 生地 打ち 機 

- 混合機 

- パイ 製造 機 

- 食肉 加工 機 
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印刷 • 紙 機械 

一 印刷機 

- 仕上 機械， 断裁機， 製本 機 
一 巻 取 機， スリット 機 
― ホルダ ボックス のり （糊） 付 機 
― 製紙 機 
検査 試験 機械 
一 三次元 測定 機 

― イン プロセス ゲージ マシン 
コンプ レッサ 

包装 機械 

一 パレ タイ ザ， デ パレ タイ ザ 
- 袋 詰 機 及び 収縮 式 袋 詰 機 
洗濯機 

加熱 機 及び 換気 機械 
皮革 製品 及び 履物 用 機械 
一 切断， 孔 あけ 機 

一 粗 加工， 磨き と り， 研磨， ト リ ミ ング 及び ブラシ 機械 
一 履物 成形 機 
― 靴型 機 
巻 上 機械 

一 クレーン 
- ホイ スト 
乗客 運搬 用 機械 

― エス カレー タ 

― 乗客 用 ロープ ゥ ヱイ 
一 乗客 用 リフト 
動力 駆動 扉 

レジャー 機械， 遊園地の 乗り物 

一 遊園地の 乗り物 
ポンプ 

農業 及び 林業 機械 
建設 及び 建材 機械 

― トンネル 掘進 機 

一 バッチ 式 コンクリート 機械 

― れんが 製造 機 

― 石材， セラミック， ガラス 製造 機 
可搬式 機械 
一 木工 機械 
一 金属加工 機械 
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移動 機械 

一 昇降 形 プラッ ト ホーム 
― フォークリフト 
- 建設機械 

高熱 金属加工 用 機械 

製革 機械 

一 多 ローラ 機械 

- バンド ナイフ 機械 

- 油圧 製革 機械 

鉱山 及び 採石 機械 
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附属 書 D 

(参考） 

機械の 電気装置の 導体 及び ケーブルの 電流 容量， 及び 過 電流 保護 

序文 

この 附属 書 は， 参考であって， 規定の 一部で はない。 

この 附属 書 は， 表 6 の 条件 （箇条 12 参照） を 変更す る 必要が ある 場合， 導体 サイズの 選定に 関する 追加 
情報 を 提供す る ことが 目的で ある （表 6 の 注記 を 参照。）。 《 

D.1 —般 使用 条件 
D.1.1 周囲 温度 

表 6 の PVC 絶縁 銅 導体の 電流 容量 は， 周囲 温度が +40 °C の 場合の ものである。 異なる 周囲 温度の 場合 
に は， 表 D.1 に 示す 係数 を 用いて その 値 を 補正で きる。 

ゴム 絶縁 ケーブルの 補正 係数 は， 製造業 者が 指定す る もの を 用いる。 



表 D.1 - 電流 容量 補正 係数 



周囲 温度 °c 


補正 係数 


30 


1.15 


35 


1.08 


40 


1.00 


45 


0.91 


50 


0.82 


55 


0.71 


60 


0.58 


注記 補正 係数 は JIS C 60364-5-52 からの 引用で ある。 

PVC の 通常 時の 最高 許容 温度 は 70 で であ る 。 



D.1.2 布設 方法 

機械で は， ェン クロージャと 各 電気 用品との 間の 導体 及び ケーブルの 布設 方法 は， 図 D.1 及び 次に 示す 
方法が 代表的な も ので あ る （布設 方法の 分類 記号 は， JIS C 60364-5-52 による。）。 

方法 B1: 導体 又は 単 心 ケーブル を 保持， 保護す るた めに， コン ジット （3.7 参照） 及び ケーブル ト 

ランキング システム （3.5 参照） を 用いる。 
方法 B2 : B1 と 同じで ある 力、 多 心 ケーブルに 用いる。 

方法 C ： 開放 壁面 上に， すき 間な く 水平 又は 垂直に 多 心 ケーブル を布設 する。 

方法 E ： 開放 ケーブル ト レイ （3.4 参照） 上に， 垂直 又は 水平に 多 心 ケーブル を布設 する。 



著作権法 により 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され ております。 



88 

B 9960-1 ： 2008 



& 



コ ンジッ ト 及び ケーブル 卜 ランキング システム 内に 布設 する 導体 及び 単 心 ケーブル 



コ ンジッ ト 及び ケーブル トラ ンキ ング システム 内に 布設 する 多 心 ケーブル 



C 



側面に 沿わせる ケーブル 開放 ケーブル 卜 レイ 上に 布設 する ケーブル 

図 D.1 — 導体 及び ケーブルの 布設 方法 （条数 を 規定す る 図で はない。） 

D.1.3 密集 布設 （グループ 布設） 

布設 する ケーブル 内 又は 束 線 内の 負荷 電流 を 流す 導体の 回路 数 又は ペア 数が， 表 6 に 示す 条件よ り 多い 
場合に は， 表 6 に 示す / 2 の 値 又は ケーブル 製造業 者が 示す 許容 電流 値から 表 D.2 及び 表 D.3 に 従って 低減 

できる。 

注記 ん （設計 電流） が / z (電流 容量） の 30 % を 超えない 回路で は 低減す る 必要 はない。 



表 D.2 — 密集 布設 する 場合 に 適用す る 単独 布設の ん か ら の 低減 率 



布設 方法 

(図 D.1 参照。 注記 3 参照。） 


負荷 電流 を 流す 導 1 


ケーブルの 数 




4 


6 


9 


B1 ： (単 心の 場合)， 及び B2 (多 心 ケーブルの 場合） 


0.80 


0.65 


0.57 


0,50 


C ： すき 間な く布設 した 単 層 ケーブル 


0.85 


0.75 


0.72 


0.70 


E ： 孔の あいた 一つの ト レイ 上に すき 間な く 一層に 布設 した ケ 
—ブル 


0.88 


0.77 


0.73 


0.72 


E: 300 mm の 垂直 間隔で 2〜3 段に 配置した 孔の あいた ト レイ 
上に すき 間な く 一層に 布設 し た ケーブル （注記 4 参照） 


0.86 


0.76 


0.71 


0.66 


0.5 mm 2 以下の 制御 回路の ペア 線 （布設 方法 を 問わない。） 


0.76 


0.57 


0.48 


0.40 
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表 D.2 - 密集 布設 する 場合に 適用す る 単独 布設 のん からの 低減 率 （続き） 

注記 1 この 表の 係数 は， 次の ものに 適用で きる。 

- 各 心に 均等な 負荷 電流 を 流す ケーブル， 対称の 負荷 電流 を 流す 導体 ペア。 

一 同じ 許容 最高 使用 温度 を もつ 絶縁 導体 及び ケーブルの グループ。 
注記 2 この 表の 係数 は， 次に も 適用で きる。 

一 2 条 又は 3 条の単 心 ケーブルの グループ。 

- 多 心 ケーブル 
注記 3 この 表の 係数 は， JISC 60364-5-52 からの 引用で ある。 

注記 4 孔の あいた ケーブル ト レイ （打 抜き 形ト レイ） と は， 孔の 面積が 底面の 30 % 以上 を 占める トレ ィを 
V ^ う （JIS C 60364-5-52 の 附属 書 A による。)。 



表 D.3 — 多 心 ケーブルの h からの 低減 率 （導体 断面 積 10 mm 2 以下) 



負荷 電流 を 流す 単線 又 は ペア 線の 数 


断面 積 > 1mm 2 の 導体 
(注記 3 参照） 


断面 積 0.25〜0.75 mm 2 の 

ペア 線 






1.0 


3 


1.0 






0.75 


0.39 




0.65 


0.34 


10 


0.55 


0.29 


24 


0.40 


0.21 


注記 1 係数 は， 均等に 負荷 電流が 流れる 単線 又は ペア 線の 多 心 ケーブルに 適用す る。 
注記 2 多 心 ケーブル 群 （密集 布設） の 低減 率 は， 表 D.2 を 参照。 
注記 3 係数 は， JISC 60364-5-52 から 導かれて いる。 



D.1.4 導体の グラス 分け 

導体 は， 表 D.4 のように クラス 分けで きる。 

表 D.4 — 導体の クラス 分け 



クラス 


仕様 


用途 


1 


銅 又は アルミニウムの 単線 


固定 据 付け 品 


2 


銅 又は アルミニウム のよ り 線 




フレキシブルな 銅のより 線 


振動の ある 固定 据付 け 機械 用 ， 
可動 部への 接続 用 

頻繁に 運動す る 機械 装置 用 


6 


クラス 5 より 更に フレキシブルな 導 
体 を 用いた 銅の よ り 線 


注記 この 表の 内容 は， JISC 3664 からの 引用で ある。 



D.2 導体と 過 負荷 保護 機器との 協調 

図 D.2 に， 導体の パ ラメ 夕と 過 負荷 保護 機器の パ ラ メタと の 関係 を 示す。 
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導体の 
パラメ 夕 



ひ 



保 機器の 
パラメタ 



設計 電流 ん 



電流 容量 h 



1.45 X7 2 



公称 電流 又は 
設定 電流/ n 



I I ップ 電流 / 2 
の 許容範囲 



/(A) 



図 D.2 — 導体 及び 保護 機器の パラメ タ 

ケーブル 保護が 正しく 作動す るた めに は， 保護 機器 （例えば， 過 電流 保護 機器， 電動機 過 負荷 保護 機器） 
の 過 負荷に 対する 特性が 次の 条件 を 満たす 必要が ある。 

4 ^ h ^ h …… • ひ） 

/ 2 ^ 1.45X7^".. (2) 

ここに， I h "- 回路の 設計 電流 

h ： 実際 の 使用 状態 において 表 6 に 従って 連続 通電 する ケ一 ブルの 
実効 電流 容量 （A) 

― 温度に 対する / z の 低減 率 は， 表 D.1 を 参照。 
― 密集 布設 に対する/ z の 低減 率 は， 表 D.2 を 参照。 
― 多 心 ケーブル に対する/ z の 低減 率 は， 表 D.3 を 参照。 
4 ： 保護 装置の 公称 電流 

注記 1 作動 値 を 調整で きる 保護 装置の 公称 電流/ n は ，選択し 
た 設定 値で ある。 

/ 2 ： 保護 装置が 規定の 時間 内 （例えば， 63 A 以下の 保護 装置に 対し 
て 1 時間 以内） に 有効に 作動す る こと を 保証す る 最小 電流。 
保護 装置が 有効 に 作動す る 電流の 最小値 h は， 製品 規格 又は 製造業 者 か ら 入手す る 。 

注記 2 電動機 回路の 導体の 過 電流 保護 は， 短絡 保護 装置に よ る 短絡 保護 を 備えた 電動機 過 負荷 保護 
によって 行う ことができる。 

過 負荷 保護と 過 電流 保護の 両方 を 備えた 保護 装置 を， D.2 に 従って 導体の 過 負荷 保護に 用 
いる こと は， すべての ケース （例えば， / 2 以下の 電流に よる 過 負荷） に対して 完全な 保護 を 
保証で きる わけで はなく， それが 経済的な 解決策に なると は 限らない から， / 2 以下の 電流に 
よる 過 負荷が あり 得る 場合に は， このような 装置 は 不向きで ある。 



D.3 導体の 過 電流 保護 

すべての 導体 は， 充電 導体の 回路に 組み込まれ ている 保護 機器に よって， 過 電流から 保護す る ことが 必 
要で ある （7.2 参照)。 保護 は， 導体 温度が 最大 許容 温度に 達する 前に 導体 を 流れる 短絡 電流 を 遮断す る こ 
とに よって 行う。 

注記 中性 線に ついては 7.2.3 (第 2 段落） を 参照。 
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表 D.5 — 定 常時 及び 短絡 時の 最高 許容 導体 温度 



<rl^ <: J. /一 レ 

絶.： 体の 極 類、 


疋吊 時の 

阜古ョ 4：ぉ 道/- わ) 曰 fvr 
取 筒 5 千 谷导き /血 度 

°C 


短絡 時の 

4:E?H^PS 兽古 ョケ坊 i、 首 化 や 曰 醉 a) 

粗 狩 「曰， 敢向 sr 谷 2#1 み 7 皿 度 } 

°c 


ビニル （PVC) 


70 


160 


ゴム 


60 


200 


架橋 ポリエチレン （XLPE) 


90 


250 


エチレン プロピレン ゴム 混合物 
(EPR) 


90 


250 


シリ コンゴ ム （SiR) 


1 80 


350 


注記 銅 導体 は， すず （錫） めっき 又はめ つきな しで は 200 Q C 以上の 短 時 導体 温度に は 適さない。 200 で 

を 超える 用途に は 銀め つき 又は ニッケルめ つきのものが 適する。 
注め これらの 値 は， 経過 時間 5 秒 以内の 断熱 作用に 基づく ものである。 



実際に 7.2 の 要求 事項 を 満足す るに は， 保護 機器が 電流/のと き 5 秒 未満の 時間 r で 回路 を 遮断 すれば よ 
い。 時間/ (秒） は， 次の 式から 求める。 

t = (kxS/lf く 5 秒 

ここに， ぶ： 断面 積 （mm 2 ) 

I： 短絡 電流 （A) 交流の 場合 は 実効 値 

k: 銅 導体の 係数 絶縁 物に よって 次の 値 をと る。 

PVC 115 

ゴム 141 

SiR 132 

XLPE 143 

EPR 143 

特性が gG 及び gM (IEC 60269-1 参照） の ヒ ユー ズ 及び IEC 60898 に よ る 特性 B 及び C の 回路 遮断器 を 

用い， 公称 電流ん がん ^ / 2 となる ように， 表 6 によって 選定 すれば， 表 D.5 の 温度 限界 値 を 超えない こ 
とが 保証され る。 
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附属 書 E 
(参考） 
非常 操作 機能の 説明 

序文 

この 附属 書 は， 参考であって， 規定の 一部で はない。 

E.1 非常 操作 機能の 説明 

非常 操作 機能の 理解 を 助ける ために， 関連 用語 を ここに 採録した。 ただし， この 規格で は， そのうちの 
二つの 用語 を 用いて いる。 

非常 操作 

非常 操作に は， 次の 単独 操作 又は 組合せ 操作が ある。 
― 非常 停止 
― 非常 起動 
― 非常 スィッチ ング オフ 
― 非常 スィ ツチ ング オン 

非常 停止 

危険に な つた プロ セス 又は 運動 を 停止 させる た めの 非常 操作。 
非常 起動 

危険 状態 を 除く ため 又は 避ける ために， プロセス 又は 運動 を 開始す るた めの 非常 操作。 
非常 スイッチング オフ 

感電の リスク 又は 電気に 起因す る その他の リスク を 発生した 設備の 全体 又は その 一部に 対し， 電気 エネ 
ルギ 一の 供給 を 遮断す るた めの 非常 操作。 

非常 スイッチング オン 

ある 設備のう ち 非常事態 において 用いる ことが 目的の 部分に， 電気 エネルギー を 供給す るた めの 非常 操 
作。 
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附属 書 F 
(参考） 
この 規格の 適用 指針 

序文 

この 附属 書 は， 参考であって， 規定の 一部で はない。 

この 規格 は， 機械の 電気装置の ための 一般的 要求 事項 を 数多く 規定して いるが， 要求 事項に は， 特定の 
機械の 電気装置 に対して は， 適用で きる ものと 適用で きない ものが ある。 したがって， 特定の 電気装置に 
単純に この 規格 全体 を 引用す る と 不完全な 規定 をす る ことと なる。 この 規格の 要求 事項 を 取り入れる と き 
は， 幾つかの 選択 を 必要と する。 

F.1 適用の 指針 

製品 分野 別の 規格 又は 製品 規格 を 作成す る 専門 委員会， 及び 製品 分野 規格 又は 製品 規格の ない 機械の 供 
給 者 は， この 規格 を 次のように 用いる とよい。 

a) 全体 を 適用す る。 

b) 関連す る 要求 事項の 中から 最も 適切な もの を 選択して 適用す る。 

c) 当該 機械の 電気装置に 対して， 特定の 要求 事項 を 適切に 規定す る 他の 規格が ある 場合， 必要に応じて 
この 規格の 該当 箇条 を 変更して 適用す る。 

こ の 規格から 選択 又は 変更 し て 適用す る 場合 は， リスク アセスメント によって そ の 機械に 要求 される 保 
護の レベル を 悪化 させない ことが 必要で ある。 

上記の 原則 a)， b) 及び c) を 適用 するとき は， 次の 方法に よるとよ い。 
一 この 規格の 中の 関連す る 箇条 及び 細分 箇条 を 引用す る。 

1) この 規格から 選択して 変更せ ずに 適用す る 事項 を 示す。 

2) 特定の 機械 又は 装置に 対して， この 規格の 一部 を 変更 又は 拡張して 適用す る 事項 を 示す。 
一 当該 電気装置の 要求 事項 を 適切に 規定して いる 他の 規格から 直接 引用す る 事項 を 示す。 

いずれの 場合に も， 次の こと を 遂行で きる 専門的知識が 必要で ある。 
一 当該 機械に ついて 必要な リスク アセスメント を 実施す る。 
- この 規格の 要求 事項 全体 を 読み， 理解す る。 
― この 規格 内の 選択肢から， 適用すべき 要求 事項 を 選択す る。 

― 当該 機械と その 用途から， この 規格の 規定と 異なる， 又は この 規格に ない 要求 事項が 必要な 場合， 置 

き 換え 又は 追加す るべき 固有の 要求 事項 を 特定す る。 
一 その 特定した 固有の 要求 事項 を 正確に 規定す る。 

この 規格の 図 1 は， 典型的 機械の ブロック 図で ある。 図 1 は， この 規格 を 適用 するとき の 最初の 段階で 
用いる とよい。 図 1 に は， 各 要求 事項 又は 各 装置 を 規定す る 箇条 番号 を 示して ある。 

表 F.1 に は， この 規格 を 特定の 機械に 適用す る 場合の 適用 方法の 選択肢 及び 他の 関連 規格 を 示す。 



著作権法 により 4 無 断での 複製， 転載 等 は 禁止され ております。 
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表 F.1 — こ の 規格の 適用 方法 選択肢 



頰定 項目 


箇条 番号 


リ 


in 


川ゾ 


i" 


適用 範囲 






o 






一般 要求 事ェ匿 




o 


o 


o 


JIS B 9700 規格 群 
JIS B 9702 


装置の 選択 


4.2.2 




o 


〇 


IEC 60439 規格 群 


入力 電源 断路 器 


5.3 


〇 








例外 回路 


5.3.5 


〇 




〇 


JIS B 9700 規格 群 


予期し ない 起動の 防止， 断路 


5.4, 5.5 及び 5.6 


〇 


〇 


〇 


JIS B 9714 


咸爾促 き雈 


o 










かせ 極 作 
グ广 巾ぽ1 P 


ft ^ c ^ 






D 
\J 


riQ n Q7n^ 
j to o y /uo 


両手 操作 制御 


9.2.6.2 


〇 


〇 




JIS B 9712 


ん 一 つ、、 >1 しつ 生議 1 
ブー/ノレ レス 市 IJ 御 


c\ <y n 


り 


リ 






+ir 陪 Hi m 生 1 1 M 渔 台 匕 
股 |i 早 時の 市 IJ 偶 J 條 (！匕 


n a 

yA 


り 






TIC D nTfll 

JIS B 9961 
ISO 13849-2 


Orm^ ソサ 

l_iz*l& し, ノ 


10.1.4 


〇 


o 


o 


JIS B 9710 


制御ぎ^ 表示 器の 色 及び 

マ一 キング 


in 2 10 3 
及び 10.4 


〇 


o 




JIS C 0448 

JIS B 9706 規格 群 


非常 停止 用 機器 


10.7 


〇 


〇 




JIS B 9703 


非常 スイッチング オフ 機器 


10.8 


〇 








制御装置 一 汚染物質な どからの 
保護 


10.1.3 及び 
11.3 


〇 


〇 


〇 


JIS C 0920 


導体の 識別 


13.2 


〇 


〇 






検 si 


18 


〇 


〇 


〇 




使用者の 追加 要求 事項 


附属 書 B 




〇 


〇 




この 表 は， 特定の 機械の 要求 事項 を 策定す るに 当たって 次の i) 〜iv) の 選択肢 をと ると き， 考慮す るべき 
この 規格の 箇条 を i) 〜iii) 欄の 〇 印で 示し， 考慮す るべき 他の 規格 番号 を iv) 欄に 示して いる。 

i) この 規格に 与えられた 手段 を 選択す る。 

ii) この 規格 及び 追加 要求 事項 を 適用す る。 

iii) この 規格と は 別の 要求 事項 を 適用す る。 

iv) 他の 関連 規格 を 適用す る。 



著作権法 によ り 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され てお り ます。 
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附属 書 G 

(参考） 

代表的 導体 断面 積の 比較 

序文 

この 附属 書 は， 参考であって， 規定の 一部で はない。 
導体 断面 積の 比較 表 

表 G1 は， 導体 サイズ 及び AWG 番号と， 導体 断面 積 （mm 2 ， 平方 インチ）， 及び サーキ ユラ 一 ミル "の 

比較 を 示す。 

注" サーキ ユラ 一 ミル （circular mil) は， 直径 0,001 inch (インチ） の 円の 断面 積 を 1 単位と して 表 

す 導体 断面 積で ある。 



表 G1 - 導体 サイズの 比較 



導体 サイズ 


ゲージ No. 


断面 積 


銅の 直流 抵抗 
(20 。C) 


サーキ ユラ 一 

ミル 


mm 2 


(AWG) 


mm" 


inches 一 


a/km 


0.2 




0.196 


0.000 304 


91.62 


387 




24 


0.205 


0.000 317 


87.60 


404 


0.3 




0.283 


0.000 438 


63.46 


558 




22 


0,324 


0.000 504 


55.44 


640 


0.5 




0.500 


0.000 775 


3670 


987 




20 


0.519 


0.000 802 


34.45 


1 020 


0.75 




0.750 


0.001 162 


24.80 


1 480 




18 


0.823 


0.001 272 


20.95 


1 620 


1.0 




1.000 


0.001 550 


18.20 


1 973 




16 


1.31 


0.002 026 


13.19 


2 580 


1.5 




1.500 


0.002 325 


12.20 


2 960 




14 


2.08 


0.003 228 


8.442 


4 110 


2.5 




2.500 


0.003 875 


7.56 


4 934 




12 


3.31 


0.005 129 


5.315 


6 530 


4 




4.000 


0.006 200 


4.700 


7 894 




10 


5.26 


0.008 152 


3.335 


10 380 


6 




6.000 


0.009 300 


3.110 


11 841 




8 


8.37 


0.012 967 


2.093 


16510 


10 




10.000 


0.001 550 


1.840 


19 735 




6 


13.3 


0.020 610 


1.320 


26 240 


16 




16.000 


0.024 800 


1.160 


31 576 




4 


21.1 


0.032 780 


0.829 5 


41 740 


25 




25.000 


0.038 800 


0.734 


49 338 






33.6 


0.052 100 


0.521 1 


66 360 


35 




35.000 


0.054 200 


0.529 


69 073 




1 


42.4 


0.065 700 


0.413 9 


83 690 


50 




47.000 


0.072 800 


0.391 


92 756 



著作^; 人に より 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され てお ります。 
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20 °C 以外の 温度に おける 抵抗 値 は， 次の 式で 計算で きる。 

R = Rl[l + 0.003 93 ひ一 20)] 

ここに， R1 ： 20 °C における 抵抗 値 
R: t °c における 抵抗 値 



著作権法 により 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され ており 
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附属 書 JA 

(規定） 

TT 接地 系統に おける 間接 接触 保護 

序文 

この 附属 書 は， TT 接地 系統の 電源 を 用いる 場合の 間接 接触 保護に ついて 規定す る。 この 附属 書 は， JISC 
60364-4-41:2006 及び J1S C 60364-6-61:2006 に基づいて いる。 TT 接地 系統 は， 我が国で 標準 的に 用いられ 
る 接地 系統で ある。 

JA.1 漏電 遮断器に よる 電源 自動 遮断 

間接 接触に 対する 保護 を， 漏電 検出と 電源 自動 遮断に よって 行う 場合 は， 保護 対象の 装置 内で 充電 部と 
露出 導電性 部分 又は 保護 導体との 間に 絶縁 不良が 発生した とき， 十分 短い 遮断 時間 内に 電源 を 自動的に 遮 
断し なければ ならない。 

電源 自動 遮断 は， 次の 条件に 適合し なければ ならない。 

^ A x/ a ^ 50 V • (1) 

こ こ に， R k ： 露出 導電性 部分に 接続す る 保護 導体の 抵抗と 接地 極の 接地 抵抗 
との 合計 （D) 
ム： 保護 器の 定格 作動 電流 （A) 

保護 器が 漏電 遮断器で ある 場合， / a は 定格 感度 電流/か である。 
保護 器が 過 電流 保護 器で ある 場合， / a は 次の いずれ かどす る。 

一 反 限 時 特性 を もつ 保護 器で は， / a は 5 秒 以内に 自動 遮断 を 可能に する 電流， 又は， 
― 瞬時 引 外し 特性 を もつ 保護 器で は， / a は 瞬時 引 外し を 可能に する 最小 電流と する。 
この 条件 を 満たす ことができない 場合， 補助 等 電位 ボンディ ングを 適用し なければ ならない。 
注記 過 電流 保護 機器 を TT 接地 系統の 間接 接触 保護に 使用で きる の は， i? A が 非常に 低い 場合 だけで 
ある。 一般に 漏電 遮断器の / a は mA の オーダで あるのに 対し， 過 電流 保護 機器の / a は A のォー 
ダ （始動 時の 負荷 電流よ り も 大きく 設定す る 必要が ある。） であるから， 一般に 過 電流 保護 機器 
によって 式 (1) の 条件 を 満たす こと は 困難で ある。 例えば， な： 50 A とした 場合 は， 7? A を 1D 
以下に しなければ ならない 力ま， 1 D 以下の 接地 抵抗 を 得る こと は， 一般に は 簡単で ない。 した 
がって， TT 接地 系統の 間接 接触 保護 は， 一般に 漏電 遮断器に よって 行われる。 
表 JA.1 は， TT 接地 系統に おける 間接 接触 保護の ために， 推定 接触 電圧 （ひ》 に対して 漏電 遮断器の 最 
大 遮断 時間 を 規定す る。 ただし， 露出 導電性 部分 は， 電気 設備 技術 基準 （強制 法規) で 規定され る C 種 接 
地 工事 （接地 抵抗 値 10Q 以下） 又は D 種 接地 工事 （接地 抵抗 値 以下） によって 接地され ている も 
のとす る。 



著作権法 によ り 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され てお ります。 
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表 JA.1 — TT 接地 系統に おける 漏電 遮断器の 許容 最大 遮断 時間 



U t (V) 


遮断 時間 （秒） 


120 


0.33 


230 


0.16 


277 


0.13 


400 


0.07 


500 


0.04 


注記 1 ひ t は， 間接 接触 時の 推定 接触 電圧 （交流 実効 値） である。 間接 接触 時の 推定 接触 電圧 ひ t が 推定 
できない 場合に は， 対 地 公称 電圧 ひ。 （交流 実効 値） を 適用で きる。 中間 値の 電圧に 対して は， 
表 中の それより 高い 直 近の 電圧に 対する 遮断 時間 を 適用す る。 

注記 2 この 表 は， IEC 61200-413 の 図 2 から 導かれて いる。 



JA.2 漏電 遮断器に よる 電源 自動 遮断で 保護が 達成され る 条件の 検証 

JA.1 に 示す 漏電 遮断器 を 用いた 電源 自動 遮断に よる 間接 接触 保護 方策の 有効性の 検証に は， 少なく とも 
次の こ と を 実施し なければ ならない。 

一 漏電 遮断器の 定格 感度 電流 値 及び 漏電 引 外し 時間の 目視 検査， 漏電 遮断器の 作動 テスト， 並びに 漏電 

遮断器 及び 保護 ボンディング 回路の 接続 ポイントの 確実な 接続 （溶接， ねじ 締め トルク） 確認。 
一 電気装置の 露出 導電性 部分 を 接地す る 接地 極の 接地 抵抗の 測定 （100Q 以下で ある こと。）。 

例外 接地 極が D 種 接地の 要求 接地 抵抗 値 （接地 抵抗 100 D 以下） に 管理され， 保護 導体の 抵抗の 
計算 値が あり， かつ， 据 付け 状態で 外部 保護 導体の 長さ 及び 断面 積 を 検査で きる 場合 は， 保 
護 導体の 導通 （接続） を 確認す る だけで よい。 
注記 漏電 遮断器の 作動の 検証 及び 接地 抵抗の 測定 方法が JIS C 60364-6-61 の 附属 書に 記載され てい 
る。 



著作権法 により 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され てお り ます。 
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附属 書 JB 

(参考） 

この 規格が 規定す る 側面と 箇条との 対応 

序文 

この 附属 書 は， この 規格の 理解 を 助ける ために 記載す る ものであって， 規定の 一部で はない。 

JB.1 この 規格が 規定す る 側面と 箇条との 対応 

この 規格 は， 機械 類の 電気装置の 主として 安全 側面 を 規定す るが， 安全 だけに 限定して いない。 この 規 
格 は 次の 側面 を 規定して いる。 
― 人の 保護 
一 財産 （もの） の 保護 
一 制御 応答の 一貫性 
一 保全の 容易 性 

財産の 保護と は， 加工 中の 工作物， 機械， 電気装置 そのもの など を 損傷から 保護す る こと をい う。 
上に 分類した 各 側面に 特に 関係 深い 箇条の 対応 を 表 JB.1 に 示す。 ただし， 各 箇条 は， 特定の 側面 だけ を 
規定して いる わけで はなく， 部分的に 他の 側面 も 規定して いる ことがある。 

表 JB.1 — こ の 規格が 規定す る 側面 と 箇条との 対応 



この 規格が 規定す る 側面 



人の 保護 
5 入力 電源 導体の 接続， 
断路 器 及び 開 路用 機 
器 

6 感電 保護 
8 等 電位 ボンディ ング 
9 制御 回路 及び 制御機 
能 

12 導体 及び ケーブル 
13 配線 

14 電動 £ 及び 関連 装置 
國 検証 



財産 （もの） の 保護 
7 装置の 保護 
12 導体 及び ケーブル 
13 配線 

14 電動機 及び 関連 装置 



制御 応答の 一貫性 
8 等 電位 ボンディ ング 
9 制御 回路 及び 制御機 

能 

10 オペ レー タイ ン夕フ 
エース 及び 機械に 取 
り 付けた 制御機 器 

11 制御装置 ： 配置， 
取 付け 及び ェン クロ 
ージャ 



保全の 容易 性 
13 配線 

15 附属 品 及び 照明 

16 マーキング， 警告 標識 

及び 略号 
17 技術 文書 



著作権法 によ り 無断での 複製， 転お 等 は 禁止され てお り ます。 
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附属 書 JC 

(参考） 

ェン クロージャの 保護 等級 

序文 

この 附属 書 は， この 規格の 理解 を 助ける ために 記載す る ものであって， 規定の 一部で はない。 

この 規格 は， 感電 保護 及び 装置 保護の ために 必要な ェン クロージャの 保護 性能 を 規定して いる。 保護 性 

能 を 表すた めに JIS C 0920 [電気 機械 器具の 外郭に よる 保護 等級 （IP コード）] が 規定す る 保護 等級 を 引 
用して いる。 ェン クロージャ は， 電気回路 など を 覆う 構造 物で ある （3.20 参照）。 JISC 0920 では， ェンク 
ロージャ を 外郭と 呼ぶ。 

この 附属 書 は， この 規格が 要求す るェン クロージャの 保護 等級 （IP コード） 及び その 記号の 意味 （保護 
性能） を 説明す る ものである。 

JC.l IP コードの 意味 （JISC0920) 

ェン クロージャに は， 次の 目的が ある。 
一 ェン クロージャ 内の 危険な 箇所へ 接近す る ことに 対する 人体の 保護 （感電 保護) 
― 外部からの 固形物の 侵入に 対する ェン クロージャ 内の 電気機器の 保護 
一 水の 浸入に よる 有害な 影響に 対する ェン クロージャ 内の 電気機器の 保護 

ェン クロージャ の 保護 等級 と は， ェン クロージャ による 危険 な 箇所へ 人体 部分が 接近す る ことに 対する 
保護， 並びに 外来 固形物の 侵入 及び/又は 水の 浸入に 対する 保護の 割合 を 表す 等級で ある。 JISC0920 に 
保護 等級 （IP コード） が 定められ ている。 

JISC0920 の IP コード は， 次のように 表される。 文字 及び 数字の 意味 は， 表 JC.1 による。 

IP 2 3 C H 

コード 文字 1 

第 1 特性 数字 （0〜6 までの 数字 又は 文字 X)« • 

第 2 特性 数字 （0〜8 ま での 数字 又は 文字 X) — ' 

付加 文字 （オプション， 文字 A， B， C， D) 1 

補助 文字 （オプション， 文字 H， M， S， W) ― ' 



著作権法に よ り 無断での 複製， 転載 等 は 禁止 さ れ ております。 
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表 JC.l 一 IP コードの 意味 





等級 

寸 /|', 入 


雷 気 機器 に 対す ろ 保 P 


人に t ォすろ 保 § ® 


第 1 特 件!^ 字 




外来 固形物の 侵ス 


危 除な 簡 所への 榜 ) 斤 







抓保 き萑 






1 

1 


商径 > Sf» mm 

に 土 = J り I III LI 


r i に トス 




2 


直;^ > 1 フ 5 mm 


ネ 旨に J: ^ 

]日 に d>> 'リ 






苗 径> つ 5 mm 


—に 目に 上 ス 
—し:^ に よ 'リ 




A 


Th ^ > 1 n m m 

l-ELidb = i .\J mni 


)^\ よ o 






PvQ し/ v 、ゆ ソ 7 「ノ 


iliT.Tl>- V レ d» な 




D 


まお、、 I TRf 


y 7、 

^ l 3>: v し cf> な 






^±Vj ハ〜 八 も 終 中 1 ナ M ゝ 
= ^救 リ〜 b ' ど そ 守 疋 し' ょレ ）。 




粥 2 符 に 七 奴チ 




, 吉 な ク音を 1 屮っポ ひ J 八 









無保ョ 叟 








冷八？^贫卞 

$bLa 洛 广 






L 


1 編 1 口」 洛 に （J 口 医 土 15 ) 






3 


お 水 v spraying; 






4 


/re 5^ > ^splasnmg/ 








フ il vjettingy 






c 



暴 暗^ f 
祭'貝{ス|し 








一 转 的 港 7k 
阿 ロリ yjs 








o 








v 

A 


笔^^ n〜8 か蜂ま I trh^ 




《卄加 サ宝 { 
1、J ノ JU 入卞 V ^ 






% か 士县 新への 挖 ； 斤 


プシ ョ ン） 

ノ Z づメゾ 


A 




r e ] i 一 上 x 




U 
D 




指に トろ 




c 




工具に よ る 




D 




針金に よる 


補助 文字 （ォ 




補助 表示 




プシ ョ ン） 


H 


高圧 機器 






S 


水の 試験 中 動作させる 






M 


水の 試験 中 停止させる 






W 


気象 条件 





JC.2 この 規格が 要求す るェン クロージャ 保護 等級の まとめ 

この 規格 は， 6.2.1， 6.2.2， 6.2.4 及び 11.3 でェン クロージャの 保護 等級 を 規定して いる。 この 規格が 要求 
する IP コード は， 2 けた 又は 3 けたで 構成され ており， 2 けたの 場合 は 二つの 補助 文字に よる 特性 要求が 
ない。 3 けたの 場合 は 最後の 補助 文字に よる 特性 要求がない。 

表 JC.2 に， こ の 規格の 各 細分 箇条が 規定す る ェンク ロージャ 保護 等級 及び その 意味 を 示す。 
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表 JC.2 — この 規格が 要求す る 保護 等級 及び その 意味 



細分 
箇条 


ヱン クロージャの 種類 


要求 保護 等級 
(IP コード） 


IP コードの 意味 


6.2.1 


人が 近づける 場所に ある 電 
気 装置 を 覆う ェンク ロージ 
ャ 


IP4X, 又は 


直径 1 mm 以上の 固形物 及び 針金の 侵入 を 
防止。 防水 性 は 問わない。 


IPXXD 


針金の 侵入 を 防止。 防水 性 は 問わない。 


6.2.2 


'充電 部 を 覆う ェンク ロージ 

ャ 

- 断路 器 を オフに した 後も充 

電が 残る 部分 を 覆う ェン 

クロージャ 
• 断路 器 を オフに した 後も充 

電が 残る 部分 を 覆う ェン 

クロージャ 


IP2X, 又は 


直径 12.5 mm 以上の 固形物 及び 指の 侵入 を 
防止。 防水 性 は 問わない。 


IPXXB 


指の 侵入 を 防止。 防水 性 は 問わない。 


人が 容易に 近づける 充電 部 
の 上面 を 覆う ェンク ロージ 
ャ 


IP4X, 又は 


直径 1 mm 以上の 固形物 及び 針金の 侵入 を 
防止。 防水 性 は 問わない。 


IPXXD 


針金の 侵入 を 防止。 防水 性 は 問わない。 


扉の 内部に ある その他の 充 
電部を 覆う ェン クロージャ 


IP1X, 又は 


直径 50 mm 以上の 固形物 及び こぶし の 侵入 
を 防止。 防水 性 は 問わない。 




"ぷリ の 停 入 を 防 1 ト 防 7k 件 は 間 わなし） . 


6.2.4 


引き抜いた と き 導体が 露出 
1 1 秒 以内に 故 雷 1 ない プ 

し， 1 つ ノ h^* r g は 入 レ , よ v J ノ 

ラグ 類 を 覆う ェンク ロージ 

ャ 


IP2X, 又は 


直径 12.5 mm 以上の 固形物 及び 指の 侵入 を 
防 1 卜 防 tN: 性 は 間わない 

|yJ Ll-Q r/J ,J、 |JL V ふ |RJ 々ソ ， よ v o 


IPXXB 


指の 侵入 を 防止。 防水 性 は 問わない。 


10.1.3 


ォ ペレ一 タイ ン タフ エース 
機器の 充電 部 を 覆う ェンク 
ロージャ 


IPXXD 


針金の 侵入 を 防止。 防水 性 は 問わない。 


11.3 


制御機 器の ェン クロージャ 


IP22 


直径 12.5 mm 以上の 固形物 及び 指の 侵入 を 
防止。 鉛直 ±15° からの 落下 水から 保護。 


大形 装置 だけ を 収納す る換 
気 式ェン クロージャ 


IP10 


直径 50 mm 以上の 固形物の 侵入 を 防止。 人 
体の 侵入 防止 及び 防水 性 は 問わない。 


その他の 装置 を 収納す る換 
気 式ェン クロージャ 


IP32 


直径 2.5 mm 以上の 固形物 及び 工具に よる 
侵入 を 防止。 散水に よる 水の 浸入 を 防止。 


—般 産業 用ェン クロージャ 


IP32 


同上。 


JP4^ 


直ネ 5 1 mm 以 トの 固形物 》r ズ 針金の 停 人 を 
LS. |土 1 iiini 丽 き v ノ ij=li ハノ o 1 iM- \ 」に v ノ 「又ズ %■ し 

防止。 散水に よる 水の 侵入 を 防止。 


IP54 


防 じん （塵） 形で 針金の 侵入 を 防止。 飛 
まつに よる 水の 浸入 を 防止。 


低圧 洗浄 水が かかる 場所で 
用いる ェン クロージャ 


IP55 


防 じん （塵） 形で， 針金の 侵入 を 防止。 噴 
流に よる 水の 浸入 を 防止。 


粉 じん （塵） に対して 保護す 

るェン クロージャ 


IP65 


耐 じん （塵） 形で， 針金の 侵入 を 防止。 噴 
流に よる 水の 浸入 を 防止。 


ス リ ッ プリ ング 機構 を 収納 

した ェン クロージャ 


IP2X 


直径 12.5 mm 以上の 固形物 及び 指の 侵入 を 

防止。 防水 性 は 問わない。 
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附属 書 JD 

(参考） 

電気装置の クラス （感電 保護に よる 分類） 

序文 

この 附属 書 は， この 規格の 理解 を 助ける ために 記載す る ものであって， 規定の 一部で はない。 

この 規格で は， 感電 保護の 観点から 分類した 電気装置の "クラス" という 用語 を 用いて いる。 この 規格 

が 用いる "クラス" は， JISC0365 (感電 保護— 設備 及び 機器の 共通 事項） に 基づく ものである。 この 附 
属書 は， JISC 0365 が 規定す る "グラス" の 意味 を 要約して 説明す る ものである。 

JD.1 電気装置の "クラス" 使用 箇所 

この 規格が 電気装置の "クラス" を 用いて いる 細分 箇条 を， 表 JD.1 に 示す。 

表 JD.1 — 電気装置の "クラス" 使用 箇所 



/ti ロロ 


使用 箇所 


クラス 


6.3.1 の 注記 2 


クラス I 装置 


附属 書 A 


クラス II 装置 


6.3.2.1 及び 6.3.2.2 


クラス III 装置 


12.3 



JD.2 電気装置の "クラス" の 意味 （JISC0365) 

JISC0365 が 規定す る 各 クラスの 意味 を， 表 JD.2 に 示す。 

表 JD.2 — 電気装置の "クラス" の 意味 



分類 


意味 


クラス I 装置 


基本 保護の ための 手段の 要素と して 基礎 絶縁 を もち， 故障 保護の ための 手段の 要素と し 
て 保護 ボンディング を もつ 機器。 


クラス II 装置 


クラス II 装置と は， 次の もの をい う。 

一 基本 保護の ための 保護 手段の 要素と して 基礎 絶縁 を もち， かつ， 
― 故障 保護の ための 保護 手段の 要素と して 補助 絶縁 を もっか， 又は 
一 基本 保護 及び 故障 保護 を 強化 絶縁で 行う。 


クラス III 装置 


クラス ffl 装置と は， 基本 保護の ための 手段の 要素と して， 特別 低 電圧 値と いう 電圧 制限 
に 依存し， 故障 保護の ための 要素 を もたない もの をい う。 


表 内の 用語の 意味 は， 次に よる。 

基本 保護 ： 正常 状態 （故障の ない 状態） の 下での 感電 保護。 
故障 保護 ： 単一 故障 状態 （例 基礎 絶縁の 故障） の 下での 感電 保護。 
基礎 絶縁： 感電に 対し， 基本 保護 を 行う 危険 充電 部の 絶縁。 
補助 絶縁： 基礎 絶縁の 故障 時の 感電 保護 (故障 保護） を 行うた めに， 基礎 絶縁に 加えて 施す 独立 
した 絶緣。 

強化 絶縁： 感電に 対し， 二重 絶縁と 同等の 保護 を 行う 危険 充電 部の 絶縁。 
二重 絶縁 ： 基礎 絶緣 と 補助 絶縁 と の 両方で 構成す る 絶縁。 

特別 低 電圧 値 ： ELV のこと。 PELV 又 は SELV をい う。 
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附属 書 JE 

(参考） 

絶縁 ケーブル 用 導体の クラス 

序文 

この 附属 書 は， この 規格の 理解 を 助ける ために 記載す る ものであって， 規定の 一部で はない。 

この 規格で は， 導体， ケーブルの 要求 事項 を 規定す るた めに 導体の "クラス" という 用語 を 用いて いる。 

この 規格 力 《用いる 導体の" クラス" は， JIS C 3664 (絶縁 ケーブルの 導体） に 基づく ものである。 この 附 
属書 は， J1SC3664 が 規定す る "クラス" の 意味 を 要約して 説明す る ものである。 

JE.1 導体の "クラス" の 使用 箇所 

この 規格が 導体の "クラス" を 用いて いる 箇所 を 表 JE.1 に 示す。 

表 JE.1 — 導体の "クラス" 使用 箇所 及び 規定 事項 



使用 1 


I 所 


規定 事項 


12.2 


表 5 


こ の 規格が 許容す る クラス 1， クラス 2， クラス 5 及び クラス 6 導体の 最小 断 
面積 を 規定 （JISC 3664 力? 規定す る 最小 断面 積よ り 大きい。）。 


第 3 段落 


クラス 1 及び クラス 2 の 導体 は， 主と して 堅固な 非 可動 部 間に 用いる よ う に 
意図され ている。 


第 4 段落 


高頻度で 動かす 導体 は， すべて クラス 5 又は クラス 6 の 可とう より 線で な け 
れ ばなら ない。 


12.6.1 


第 1 段落 


可とう ケーブル は， クラス 5 又は クラス 6 の 導体 を 用いた も のでな ければ な 
ら ない。 


注記 1 


クラス 6 の 導体 は， クラス 5 の 導体より 素 線の 径が 小さく， 可とう 性が クラ 
ス 5 より 高い。 


附属 書 D 


表 D.4 


クラスし クラス 2， クラス 5 及び クラス 6 の 仕様 及び 用途の 概要 を 示して い 

る。 



JE.2 導体の "クラス" の 意味 （JISC3664) 

J1SC3664 は， 単 心 及び 多 心の ケーブルに 用いる 導体の 公称 断面 積， 素 線 構成， 導体 抵抗な どに ついて 
規定して いる。 素 線の 仕様に よって ケーブル 用 導体 を 4 クラスに 分類して いる。 クラス 番号が 大きい ほど 
可とう 性が 高い。 

JISC 3664 力 《規定す る 各 導体の "クラス" の 意味 を 表 JE.2 に 示す。 
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表 JE.2 — 導体の "クラス" の 意味 



クラス 


仕様 


用途 


クラス 1 


• 単線で ある。 

'材料 は， 銅 及び アルミニウム。 

'公称 断面 積 は， 0.5〜300 mm 2 。 ただし， 銅 は 150mm 2 
以下， アルミニウム は 1.5mm 2 以上。 
(JIS C 3664 の 表 1 に 明細が あ る o ) 


固定 配線 用 


クラス 2 


• より 線で ある。 

• 材料 は， 銅 及び アルミニウム。 

'公称 断面 積 は， 0.5〜2 000mm 2 。 ただし， アルミ ニゥ 

ムは 4 mm 2 以上。 
• 導体 を 構成す る 最小 素 線 数の 規定が ある。 
(JISC 3664 の 表 2 に 明細が ある。） 




クラス 5 


• より 線で ある。 
• 材料 は， 銅に 限る。 
- 公称 断面 積 は， 0.5〜630 mm 2 。 
• 導体 を 構成す る 素 線の 最大 径の 規定が ある。 
(JISC3664 の 表 3 に 明細が ある。） 


可とう ケーブル' 可とう コード 
用 


クラス 6 


• より 線で ある。 

• 材料 は， 銅に 限る。 

- 公称 断面 積 は， 0.5〜300mm 2 。 

- 導体 を 構成す る 素 線の 最大 径が クラス 5 より 小さい 

(可とう 性が より 高い。）。 
(JISC 3664 の 表 4 に 明細が ある。） 
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附属 書 JF 

(参考） 

この 規格と JIS C 60364 規格 群との 関係 



序文 

この 附属 書 は， この 規格の 理解 を 助ける ために 記載す る ものあって， 規定の 一部で はない。 

この 規格 は， 広い 範囲で JISC 60364 規格 群 を 基礎に している。 この 規格に は， JISC60364 の 規定と 同 
じ 内容 を 記載して いる 部分 と， JIS C 60364 から 引用す る 細分 箇条 番号 だけ を 指定し 規定 内容 を 具体的 に 記 
載し ない 部分と が ある。 この 附属 書 は， この 規格の 使用者の 便宜の ために， この 規格が 引用す る JISC60364 
の 部 及び 箇条 を まとめて 示す ものである。 



JF.1 この 規格が 引用す る JISC 60364 規格 群 

この 規格が 引用す る JISC 60364 の 部 は， 次のと おりで ある。 
JIS C 60364-1 建築 電気 設備 一 第 1 部 ： 基本的 原則， 一般 特性の 評偭 及び 用語の 定義 



JIS C 60364-4-41 
JIS C 60364-4-42 
JIS C 60364-4-43 
JIS C 60364-5-52 
JIS C 60364 5-53 



-第 4-41 部 
建築 電気 設備 一 第 4-42 部 
建築 電気 設備 一 第 4-43 部 
建築 電気 設備 一 第 5-52 部 
建築 電気 設備 一 第 5-53 部 
-第 5-54 部 



JIS C 60364 5-54 

護 ボンディ ング 導体 
JIS C 60364-6-61 建築 電気 設備 一 第 6-61 部 ： 検証 一 最初の 検証 
： の 規格の 関連す る 箇条が 引用す る JIS C 60364 の 部 を 表 JE1 に 示す。 

表 JF.1 — この 規格が 引用す る JIS C 60364 の 部 



安全 保護 - 感電 保護 
安全 保護 一 熱の 影響に 対する 保護 
安全 保護 -過 電流 保護 
電気機器の 選定 及び 施工 一 配線 設備 
電気機器の 選定 及び 施工 - 断路， 開閉 及び 制御 
電気機器の 選定 及び 施工 一 接地 設備， 保護 導体 及び 保 



この 規格の 箇条 


左 欄の 箇条が 引用す る JIS C 60364 の 部 


6 感電 保護 


4-41 


7 装置の 保護 


4-43 及び 5-52 


8 等 電位 ボンディ ング 


4-41 及び 5-54 


9 制御 回路 及び 制御機 能 


5-53 


12 導体 及び ケーブル 


4-41 及び 5-52 


16 マーキング， 警告 標識 及び 略号 


4-42 


18 検証 


4-41 及び 6-61 


附属 書 A TO 接地 系統に おける 間接 接触 保護 


4-41 及び 6-61 


附属 書 B 機械の 電気装置の ための 調査 書 


1 


附属 書！） 機械の 電気装置の 導体 及び ケーブルの 電流 容量， 及 
び 過 電流 保 授 


5-52 


附属 書 JA TT 接地 系統に おける 間接 接触 保護 


4-41 及び 6-61 



JF.2 感電 保護に 関する こ の 規格 及び JIS C 60364-4-41 の 体系 比較 

この 規格 は， 特に 感電 保護に 関して JISC 60364-4-41 の 規定と 共通す る 部分が 多い。 この 規格と JISC 
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60364-4-41 の 感電 保護 規定の 体系 比較 を 図 JR1 に 示す。 

図 JF.1 において， 点線の 矢印 は， JISC 60364-4-41 の 規定と 同じ 内容 （すべてと は 限らない。） が この 規 
格の 当該 細分 箇条に 記載され ている こと を 示す。 

太い 実線の 矢印 は， この 規格で は 要求 事項 を 具体的に 記述せ ず， JIS C 60364-4-41 の 細分 箇条 を 引用し 

ている こと を 示す。 
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この 規格の 体系 



6 感電 保護 



6.1 一般 事項 



6.2 直接接触 に対する 保護 



6.2.1 一般 事項 



6.2,2 ェン クロージャ によ る 保護 



6.2.3 絶縁 物に よる 充電 部の 保護 



6.2.4 残留 電圧に 対する 保護 



6.2.5 ノ 《リアに よる 保護 



6.2.6 人体が 届かない と こ ろへの 配置に 
よ る 保護 又は ォ ブス 夕 クル による 保 



6.3 間接 接触に 対する 保護 



6.3.1 一般 事項 



6.3.2 接触 電圧の 発生 防止 



6.3.2.1 一般 事項 



6.3.2.2 クラス II 装置の 使用 又は 同等の 

絶縁に よる 保護 




6.3.2.3 電気 的 分離に よる 保護 



6.3.3 電源の 自動 遮断に よる 保護 



6.4 PELV 使用に よる 保護 



6.4.1 一般 要求 事項 



6.4.2 PELV の 電源 



8 等 電位 ボンディング 



8.2.5 保護 ボンディ ング 回路に 接続す る 
必要の ない 部分 



12 導体 及び ケーブル 



12.3 絶^ 被覆 



12.7.1 直接接触 に対する 保護 



18 検証 



18.1 —般 事項 



18.2 電源 自動 遮断に よる 保護が 達成 さ 

れる 条件の 検証 



18,2.1 —般 事項 



18.2.2 TN 接地 系統に お ける 試験 方法 



18.2.3 TN 接地 系統への 試験 方法の 適用 



附属 書 A (規定） 
る 間接 接触 保護 



TN 接地 系統に おけ 



附属 書 JA (規定） 
る 間接 接触 保護 



TT 接地 系統に おけ 




JIS C 60364-4-41 の 体 糸 



4-41 感電 保護 



■ 概要 



411 直接 及び 間接 接触 保護 



411.1 SELV 及び PELV 



411.1.5 接地 回路 （PELV) の 要求 事項 



411.2 放出 エネルギーの 制限に よる 保護 



411.3 FELV システム 



412 直接接触 保護 



412.1 充電 部の 絶縁 



412.2 バリ ァ 又は ェン クロージャ 



412.3 ォ ブス 夕 クル 



412.4 アーム ズ リーチ 外への 設置 



412.5 漏電 遮断器に よる 追加 保護 



413 間接 接触 保護 



413.1 電源の 自動 遮断 



413.1.1 —般 事項 



413,1.2 等 電位 ボンディ ング 



413,1.3 TN 糸統 



413.1.4 TT 糸統 



413.1.5 IT 糸統 



413.1.6 補助 等 電位 ボンディ ング 



413.1.7 設置 場所の 外的 影響の 条件に 関す 

る 要求 事項 



413.2 クラス II 機器 又は これと 同等の 絶縁 



413.3 非 導電性 場所 



413.4 非 接地 局部 的 等 電位 ボンディ ングに 
よる 保護 



413,5 電気 的 分離 



注記 



JIS C 60364-4-41 の 規定 内容 

が, この 規格に 記載され てい 

る。 

規定 内容 を 知る に は， JIS C 
60364-4-41 を 見なければ な 
ら ない。 



図 JE1 — 感電 保護 規定 体系の 比較 



著作権法 により 無断での 複製， 転載 等 は 禁止 されて おります。 



109 

B 9960-1 ： 2008 



附属 書 JG 

(参考） 

JIS C 3307 に 規定す る 600 V ビニル 絶縁 電線の 許容 電流 

序文 

この 附属 書 は， この 規格 使用者の 便利の ために 記載す る ものであって， 規定の 一部で はない。 

JG.1 許容 電流 表 

表 JG1 は， JISC3307 [600 V ビニル 絶縁 電線 (IV)] に 規定す る 600 V ビニル 電線の 公称 断面 積 又は 導体 
径 と 布設 条件 に対する 許容 電流 を 示して いる。 この 表の 内容 は， JIS B 6015 の 附属 書 4 表 1 と 同じで ある。 



表 JGl— JISC3307 に 規定す る 600V ビニル 絶縁 電線の 許容 電流 （周囲 温度 40 °C 時) 



単線よ 


公称 


導体 径 


露出 


% 


？内 配線で 同 ^ 


一管 内に 収める 電線 数 




り 線の 


断面 積 




配線 


3 以下 


4 


5〜6 


7- 




16〜40 


4 卜 60 


61 以上 


別 


mm 2 


mm 






















0.9 




14 


10 


9 


8 




6 


5 


5 


5 




1.25 




15 


10 


9 


9 




7 


6 


5 


5 




2.0 




22 


15 


14 


12 




10 


10 


9 


7 




3 ' 5 




30 


21 


19 


17 




14 


13 


11 


10 




5 ' 5 




40 


28 


25 


22 




19 


17 


15 


13 




8 




50 


34 


31 


28 




24 


21 


19 


17 


ぶ 


14 




72 


50 


45 


40 




35 


31 


28 


24 


り 


22 




94 


65 


59 


52 




45 


40 


36 


32 


線 


38 




133 


92 


83 


73 




64 


57 


51 


45 




60 




178 


124 


111 


99 




86 


76 


69 


60 




100 




244 


171 


154 


137 




120 


105 


95 


83 




150 




324 


225 


203 


180 




157 


139 


125 


109 




200 




383 


268 


241 


214 




188 


165 


149 


130 




250 




456 


317 


286 


254 




222 


195 


177 


154 




325 




533 


371 


334 


297 




259 


228 


207 


180 




400 




611 


425 


383 


340 




298 


261 


237 


206 




500 




690 


481 


432 


384 




336 


295 


268 


233 






1.0 


13 


9 


8 






6 


5.6 




4.5 






1.2 


16 


10 


10 


8 






6 










1.6 


22 


15 


14 


12 




10 


10 


9 




単 




2.0 


29 


19 


18 


15 




14 


12 


11 


10 


線 




























2.6 


39 


27 


24 


22 




19 


17 


15 


14 






3.2 


51 


35 


31 


28 




24 


22 


19 


17 






4.0 


66 






















5.0 


88 



















注記 同一 管内に 収める 電線 数 は， 中性 線， 接地 線 及び 制御 回路の 電線 を 含まない。 
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附属 書 JH 

(参考） 
参考文献 

序文 

この 附属 書 は， 参考文献 について 記載す る ものであって， 規定の 一部で はない。 



参考文献 

次の 表 は， この 規格の， 主として 注記 及び 附属 書で 引用す る 参考 文書 を 列記して いる。 併せて， その 参 
考 文書が この 規格で 引用され ている 箇所 を 示す。 



規格 番号 及び 規格 名称 


引用 箇所 


JIS B 9702:2000, 機械 類の 安全性— リスク アセスメント の 原則 （ISO 14121:1999, Safety of 
machinery— Principles of risk assessment) 


附属 書 F 


JIS B 9704-1:2006, 機械 類の 安全性— 電気 的検知 保護 設備 一 第 1 部 ： 一般 要求 事項 及び 試 
験 (IEC 61496-1:2004, Safety of machinery ― Electro-sensitive protective equipment ― Part 
1 :General requirements and tests) 


4.4.2 の 注記 2 


JIS B 9710:2006, 機械 類の 安全性— ガー ドと 共同す るィ ン タロッ ク 装置 一 設計 及び 選択の 
7 こ め の 原 貝 【J (ISO 14119:1998, Safety of machinerv ― Interlocking devices associated with guards 
—Principles for design and selection) 


附属 書 F 


JIS B 9712:2006, 機械 類の 女 全 1 生一 両手 探 作^ U 御 装置 一機 US 的 1 則 面 次 ひ gzsll 京 貝! J (ISO 
13851:2002, Safety of machinery ― Two-hand control devices ― Functional aspects and design 
principles) 


9.2.6.2, 10.D 


JIS B 9714:2006, 機械 類の 安全性 一予 期しない 起動の 防止 （ISO 14118:2000, Safety of 
macmnery ― Prevenxion o 丄 unexpected start-up; 


5.4 の 注記 1 


JIS B 9713-1:2004, 機械 類の 安全性 一 機械 類への 常設 接近 手段 一 第 1 部 ： 高低 差の ある 2 
か 所 間の 固定された 昇降 設備の 選択 （ISO 14122-1:2001, Safety of machinery - Permanent 
means of access to machinery— Part 1: Choice of fixed means oi access between two levels) 


11.5 の 注記 


JIS B 9713-2:2004 機械 類の 安全性— 機械 類への 常設 接近 手段 一 第 2 部 ： 作業用 ブラ ッ ト 
フォーム ひ 通路 (ISO 14122-2:2001, Safetv of machinery ― Permanent means of access to 
machinery— Part 2: Working platforms and walkways) 


11.5 の 注記 


JIS B 9713-3:2004 機械 類の 安全性 一 機械 類への 常設 接近 手段— 第 3 部： 階段， 段ば しご 
及び 防 fe さ く (柵) (ISO 14122-3:2001, Safety of machinery - Permanent means of access to 
machinery— Part 3: Stairs, stepladders and guard-rails) 


■ の 注記 


JIS B 9713-4:2004 機械 類の 安全性 一 機械 類への 常設 接近 手段— 第 4 部 ： 固定 は し ご （ISO 
14122-4:2004, Safety oi machinery ― Permanent means of access to machinery— Part 4: Fixed 
ladders) 


■ の 注記 


JIS B 9960-11:2004, 機械 類の 安全性 一 機械の 電気装置 —第 11 部： 交流 1 000 V 又は 直流 
1 500 V を 超え 36 kV 以下の 高電圧 装置に 対する 要求 事項 （IEC 60204-11:2000, Safety of 
machinery —Electrical equipment of machines — Part 11: Requirements for HV equipment for 
voltages above 1 000 V a.c. or 1 500 V d.c. and not exceeding 36 kV) 


箇条 1 の 注記 5 


JIS B 9960-31:2004, 機械 類の 安全性— 機械の 電気装置 一 第 31 部 ： 縫製 機械， 縫製 ュニッ 
ト 及び 縫製 システムの 安全性と EMC に対する 要求 事項 （IEC 60204-31:2001, Safety of 
machinery ― Electrical equipment of machines— Part 31: Particular safety and EMC requirements 
for sewing machines, units and systems) 


箇条 1 
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規格 番号 及び 規格 名称 


引用 箇所 


JiS B 9960-32:2004, ぉ械 類の 安全性— 機械の 電気装置 一 第 32 部 ： 卷上機 械 に対する 要求 
事項 （IEC 60204-32:1998, Safety of machinery - Electrical equipment of machines — Part 32: 
Requirements for hoisting machines) 


箇条 1 


JIS C 3664:2007 絶縁 ケーブルの 導体 
(IEC 60228:2004， Conductors of insulated cables) 


表 10 内の 注記 


US C 3665-1:1998 電気 ケーブルの 難 燃 試験— 第 1 部 ： 絶^ U1I 線 又は ケーブルの 一条 垂直 
f 式, 験 (IEC 60332-1:1993， Tests on electric cables under fire conditions— Part 1 ; Test on a single 
vertical insulated wire or cable) 


13.3 


JIS C 8201-5-2 低圧 開閉 装置 及び 制御装置 一 第 5 部 ： 制御 回路 機器 及び 開閉 素子 一 第 2 

節： 近接 スィッチ 

UE し 60947-5-2:1997, Low-voltage switchgear and controlgear— Part 5-2: Control circuit devices 
and switching elements — Proximity switches) 


4.4.2 の 注記 2 


JIS C 60364 規格 群 建築 電気 設備 [IEC 60364 (all parts): Electrical installations of buildings] 


箇条 1 の 注記 4 


JIS C 61000-6-1:2003, 電磁 両立 性— 第 6 部： 共通 規格 一 第 1 節： 住宅， 商業 及び 軽工業 環 
境に おける ィ ミュニ ティ （IEC 61000-6-1:1997， Electromagnetic compatibility (EMC) -Part 6: 
Generic standards ― Section 1 : Immunity for residential, commercial and light-industrial 
environments) 


4.4.2 の 注記 1 


JIS C 61000-6-2:2003, 電磁 両立 性 一 第 6 部 ： 共通 規格 一 第 2 節 ： 工業 環境に おける ィ ミ ュ 
二 ティ [IEC 61000-6-2:1999, Electromagnetic compatibility (EMC) -Part 6-2: Generic standards 
—Immunity for industrial environments] 

注記 対応 国際規格に は， IEC 6100-6-2:2005 が 記載され ている。 


4.4.2 の 注記 1 


IEC 60038:2002, IEC standard voltages 


表 A.1 の 注記 


IEC 60269-1 ： 1 998， Low-voltage fuses 一 Part 1 : General requirements 


D.3 


IEC 60335 (al] parts), Household and similar electrical appliances ― Safety 


附属 書 C 


IEC 60757:1983, Code for designation of colours 


13.2.4 の 注記 


IEC 60909(all parts), Short-circuit currents in three-phase a.c. systems 


A.2 


IEC/TR 61000-5-2: 1997, Electromagnetic compatibility (EMC) -Part 5: Installation and 
mitigation guidelines ― Section 2: Earthing and cabling 


4.4.2 の 注記 2 


IEC 61000-6-4:1997， Electromagnetic compatibility (EMC)— Part 6: Generic standards— Section 
4: Emission standard for industrial environments 


4.4.2 の 注記 1 


IEC 61180-2:1994, High-voltage test techniques for low-voltage equipment— Part 2: Test 
equipment 


18.4 


IEC/TS 61200-53:1994, Electrical installation guide— Part 53: Selection and erection of electrical 
equipment— Switchgear and controlgear 


表 10 内の 注記 


IEC 61557 (all parts), Electrical safety in low voltage distribution systems up to 1 000 V a.c. and 
1500 V d. に— Equipment for testing, measuring or monitoring of protective measures 


18.1 


IEC 61558-2-17:1997, Safety of power transformers, power supply units and similar— Part 2: 
Particular requirements for transformers for switch mode power supplies 


■ の 注記 


IEC 61800-3:2004, Adjustable speed electrical power drive systems— Part 3: EMC requirements 
and specific test methods 


4.4.2 の 注記 2 


IEC 61800-5-1:2003, Adjustable speed electrical power drive systems— Part 5-1: Safety 
requirements— Electrical, thermal and energy 


8.2.8 の 注記 2 


CISPR 61000-6-3:1996, Electromagnetic compatibility (EMC) -Part 6: Generic standards - 
Section 3: Emission standard for residential, commercial and light-industrial environments 


4.4.2 の 注記 1 


IEC Guide 106:1996, Guide for specifying environmental conditions for equipment performance 
rating 


4.3.3 の 注記 


CENELEC HD 516 S2， Guide to use of low-voltage harmonized cables 


■ の 注記 
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附属 書 Jl 

(参考） 

JIS と 対応す る 国際規格との 対比 表 



JIS B 9960-1:2008 機械 類の 安全性 ー&械 の 電気装置 一 第 1 部 ： 一般 要求 事項 



JEC 60204-1:2005, Safety of machinery — Electrical eauipment oi machines — Part 
Genaral requirements 



m 

a 
m 
m 

ゾ 

m 

さ 

お 



4 一般 要求 事項 
4.2 装置の 選択 



関連す る 日本工業規格 又は' 
IEC 規格が あれば， それら 
に 適合す る 装置 を 用いる。 



4 

4.2 



関連す る 1EC 規格が あれ 

ば， それらに 適合す る 装置 
を 用いる。 



選択 



こ の 規格で は， JIS 適合 品 を 用 

いる こと を 認める。 



我が国で JIS 適合 品 を 用いる 
こと は 妥当。 IEC 規格 適合 品 

を 排除す る わけで はない。 



5 入力 電源 導体 
の 接続， 断路 器 
及び 開 路用 機器 
5.3.3 要求 事項 



第 5 項目 

電源 回路の すべての 充電 導 
体 を 断路で きる。 ただし， 
電源が TN-S 接地 系統で 供 
給され る 場合 は， 中性 線 を 
断路しても しなく て もよ 
い。 いかなる 接地 系統に お 
いても PE 導体， PEN 導体 
を 断路して はならない。 



第 5 項目 

電源 回路の 充電 導体 を 断 
路 できる。 ただし， 電源が 
TN 接地 系統で 供給され， 
中性 線 を 用いる 場合に こ 
れを 断路す る こ とが 義務 
付けられ ていない 国で は， 
中性 線 を 断路しても しな 
くても よい。 



我が国で は， TN 接地 系統 は ほ 
とん ど 用いられ ないし， 中性 
線 を 断路す る ことが 義務付け 
られて も いないので， JIS で 
は， これ を 明確に した。 また， 
保護 導体 を 断路して はなら な 
いこと を 明記した。 



我が国の 接地 系統に よる C 



(I)JIS の 規定 



離 
る 
識 



箇条 番号 及び 
名称 



内容 



(HI) 国際規格の 規定 



箇条 
番号 



内容 



(IV)JIS と 国際規格との 技術的 差異の 箇 

条 ごとの 評価 及び その 内容 



箇条 ご 
との 評 
価 



技術的 差異の 内容 



(V)JIS と 国際規格との 技術 

的 差異の 理由 及び 今後の 対策 
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む 際 格 号 

ひ 国規番 



(I)J1S の 規定 


(n) 
国際 
規格 
番号 


(m) 国際規格の 規定 


(IV)JIS と 国際規格との 技術的 差異の 箇 

条 ごとの 評価 及び その 内容 


(V)JIS と 国際規格との 技術 

的 差異の 理由 及び 今後の 対策 


箇条 番号 及び 
名称 


内容 


箇条 
番号 


内容 


箇条 ご 
と の 評 
価 


技術的 差異の 内容 


6 感電 保護 
6^3 雷ミ 原の 自 
動 遮断に よる 保 
護 


TN 接地 系統 に 加 え TT 接 
地 系統に 適用す る 許容 遮断 
時間の 規定 （附属 書 JA に 
よる。） を 追加。 




6 


TN 接地 系統に 滴 用す る 

1 丄、 J^s 卢 D z | ヽ /|ソ U ノ J せ / 1 J 7 v 

許容 遮断 時間 だけ 規定 
(附属 書 A による。） され 
ている。 


追 カロ 


国 ぼ 祭 規格け 我が' 国の 商用 雷 

力 系統に 用いられ ている TT 
接地 系統 を 詳し く 扱って いな 

い。 

JIS は TT 接地 系統 を 詳しぐ 扱 

う。 


国際的に， 我が国の TT 接地 系 
統は， 安全の 観点から は， 欧米 
で 主流の TN 接地 系統に 劣る 
という 意見が 強いた め， TT 接 
地 系統が 安全 規格の 中で 軽視 
される 傾向に ある。 1EC/TC44 
活動 を 通じて IEC 規格 内で TT 
接地 系統の 規定 充実 を 図る。 


12 導体 及び ケ 
一 ブル 

12.1 一般 要求 

事項 


使用 条件に 合う もの を 選定 
する こと を 要求。 
これらの 要求 事項 は， 関連 
する 日本工業規格 又は IEC 
規格 （例えば， IEC 60439-1) 
に 従って 製造' 試験され た 
組立 品の 内部 配線に は 適用 
しない。 




12 
12.1 


使用 条件に 合う もの を 選 
定 する こ と を 要求。 
これらの 要求 事項 は， 関 
連す る IEC 規格 （例えば， 
IEC 60439-1) に 従って 製 
造' 試験され た 組立 品の 
内部 配線に は 適用し な 
い。 


選択 


こ の 規格で は， JJS 適合 品 を 用 

いる こ と を 認める。 


我が国で JIS 適合 品 を 用いる 
こと は 妥当。 IEC 規格 適合 品 

を 排除す る わけで はない。 


15 附属 品 及び 
照明 

15.2.4 取 付け 器 

具 


試験 は， 関連す る 日本 工業 
規格 又は IEC 規格に よる 取 
付け 器具 を 用いて 行わな け 
れ ばなら ない。 




15 

15.2.4 


IEC 規格に よる 取 付け 器 

具 を 用いて 行わなければ 
ならない。 


選択 


この 規格で は， JIS 適合 品 を 用 

いる こと を 認める。 


我が国で JIS 適合 品 を 用いる 
こと は 妥当。 IEC 規格 適合 品 

を 排除す る わけで はない。 
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(I )JIS の 規定 


(II) 
国際 
規格 
番号 


(DI) 国際規格の 規定 


(IV)JIS と 国際規格との 技術的 差異の 箇 

条 ごとの 評価 及び その 内容 


(V)JIS と 国際規格との 技術 
的 差異の 理由 及び 今後の 対策 


箇条 番号 及び 
名称 


内容 


箇条 
番号 


内容 


箇条 ご 
との 評 
価 


技術的 差異の 内容 


18 検証 

18.1 一般 事項 


製品 規格がない 場合の， 電 
気 装置の 検証 範囲の 一般 条 
件 を 規定して いる。 
試験 は， 関連す る 日本 工業 
規格 又は IEC 規格に よる 測 
定 機器 を 用いて 行わな けれ 
ばなら ない。 




18 
18.1 


製品 規格がない 場合の， 電 
気 装置の 検証 範囲の 一般 
条件 を 規定して いる。 
試験 は， 関連す る 
IEC 規格に よる 測定 機器 
を 用いて 行わなければ な 
ら ない。 


選択 


こ の 規格で は， JIS 適合 品 を 用 

いる こと を 認める。 


我が国で JIS 適合 品 を 用いる 
こ と は 妥^。 IEC 規格 適合 品 

^- * '― ，ひ 1 O (ね^- /yu \ Ul ^i— i 1 ~ 1 MM 

を 排除す る わけで はない。 


18.2 電源 自動 

遮断に よる 保護 
が 達成され る条 
件の 検証 


TN 接地 系統に 対して は， 
18.2.2, 18.2.3 及び 附属 書 A 

による。 

TT 接地 系統に 対して は， 附 
属書 JA による。 
IT 接地 系統に 対して は， JIS 
C 60364-6-61 を 参照。 




18.2 


TN 接地 系統に 対して は， 
18.2.2, 18.2.3 及び 附属 書 A 

による。 

TT 及び IT 接地 系統に 対し 
て は， IEC 60364-6-61 を 参 

照。 


変更 


我が国の 配電 系統 は， ほ とん 

どが TT 接地 系統で ある た め， 
国内に おける 要求 事項 を 具体 
的に 示す ために 附属 書 JA を 
追加し， これによ る ことと し 

た。 


我が国の 接地 系統に よる。 


附属 書 L\ (規 
定） 


TT 接地 系統に おける 間接 
接触 保護 








追加 


我が国で 用いられる TT 接地 
系統に お け る 間接 接触 保護の 
規定 を 附属 書に まとめた。 


TT 接地 系統 は 我 力 s 国 以外に 

用いる 国が 少ない ので， 国際 
規格で は， 詳細に 扱われて い 

ない。 JIS では これ を 明確に 規 
定 する ために 附属 書 ，IA を 追 
加した。 



JIS と 国際規格 と の 対応の 程度の 全体 評価 ： 1EC 60204-1:2005, MOD 



注記 1 箇条 ごとの 評価 欄の 用語の 意味 は， 次に よる。 

一 追加 国際規格 にない 規定 項目 又は 規定 内容 を 追加して いる。 

一 変更 '国際規格の 内容 を 変更して いる。 

一 選択 国際規格の 規定 内容と は 異なる 規定 内容 を 追加し， それらの いずれ か を 選択す ると している。 

注記 2 JIS と 国際規格との 対応の 程度の 全体 評価 欄の 記号の 意味 は， 次に よる。 
一 MOD 国際規格 を 修正して いる。 
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^癱 ^お鄹 Jh^tlT お ^呌。 
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JIS B 9960-1 ：2008 

機械 類 の 安全性 一 機械の 電気装置 一 
第 1 部： 一般 要求 事項 
解 説 



この 解説 は， 本体 及び 附属 書に 規定 • 記 載した 事柄， 並びに これらに 関連した 事柄 を 説明す る もので， 
規定の 一部で はない。 

この 解説 は， 財団法人 日本規格協会が 編集 • 発行す る もので あり， この 解説に 関する 問合せ は， 財団 法 
人 日本規格協会へ お願いします。 

1 改正の 趣旨 

旧規 格 JIS B 9960-1:1999 (第 1 版： 平成 11 年 7 月 制定） は， IEC 60204-1:1997, Safety of machinery - 
Electrical equipment of machines— Part 1: General requirements {% 4 fe) に 対応す る 規格 (MOD) であな。 平 
成 17 年 10 月に IEC 60204-1:2005 (第 5 版） が 成立した ので， これに 合わせて JIS B 9960-1 を 改正す る こ 

と と した。 

2 改正の 経緯 

IEC 60204-1:1997 (第 4 版） 力 《成立して 間 もな く ， この 規格の メ ンテ ナン スチーム IEC/TC44/MT60204- 1 
が IEC 60204-1 第 5 版への 改正 作業に 着手した。 国際規格の メ ンテ ナン スチーム IEC/TC44 層 T60204-1 に 
は， 我が国の IEC/TC44 国内 委員会 （社団法人 日本 機械工業 連合会） から も エキスパートが 参加し， 数回 
の 国際 審議に 出席した。 第 5 版の 原案 は， 各国の IEC/TC44 国家 委員会に よる 投票に 付され， 平成 17 年 
10 月に IEC 60204-1:2005 (第 5 版） 力 《成立した。 

我が国の IEC/TC44 国内 委員会 は， 平成 13 年 12 月， その 下に 小委員会 として IEC 60204-1 SWG を 設立 
し， SWG を 中核に して IEC 60204-1 を 研究した。 SWG は， 平成 18 年 6 月まで 5 年に わたり 21 回の 会合 
を 開き IEC 60204-1 の 調査 研究 及び JISB 9960-1 の 改正 原案の 作成 を 行った。 

3 審議 中に 特に 問題と なった 事項 

改正 原案の 審議 中に 問題 提起され た 主な 事項 及ぴ その 審議 結果 を， 解説 表 1 に 示す。 



解 



著作権法に よ り 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され てお ります。 
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解説 表 1 一 審議 中 に 問題 となつ た 主な 事項 



箇条 


提起され た 意見 


審議 結果 


全体 


この 規格 は， 引用 規格が 多く， "〇〇 に 

リレ s C k^rj\n\ 观ゃせ X スリし よる。 C J T^ii 
定の 仕方が 多い。 引用 規格 を 調べ 尽く さな 
いと この 規格の 規定 を 把握で きない こと 
は 不便で ある。 

引用 規格の 規定 を この 規格 内に 示し， こ 
の 規格 を 自 己 完結 型 （ワン ストップ ゾリ ュ 
ーシ ヨン） の 規格に したい。 


一部 実施。 附属 書 JA 〜附属 書 JF が， こ の 要請 

& しみし、 んる o 土 1 今 H、J;^y!Jilit ましな v、 

規定 事項が 一つの 規格で 自己 完結す る こ と は， 
使用者に とって 便利で ある 力 人 この 規格の ように 
大きな 規格で 完全 自己 完結に すれば， その 規格 自 
体が K 大 になり， 不絰 済で ある。 

自己 完結 型に すると， この 規格の 改正 時に 引用 
規格の 変更 内容 をす ベて 反映す るた めに 膨大な 
労力 を 要する ことと なり， 対応で きない。 


5.3.3 

第 1 段落 

第 5 ハイフン 項目 


IEC60204_1 では， 電源 断路 器の 要件 を 

次のように 規定して いる。 

- 電源 回路の すべての 導体 を 断路で き 
る。 TN 接地 系統の 中性 線 は， これ を 
断路す る こ とが 義務付けられ ていな 
い 国で は， 断路しても しなくて もよ 
い。 

音 曰 

a) 我が国で は TN 接地 系統 は 用いられな 
いし， TN 系統の 中性 線 を 接地す る こ 
と を 義務付けても いない。 この 項目 を 
隱伞 すスか 我が IH の 圭悴に A う^^ 

RIJP/Jn 7 O a;-*, "fJ ((リ J |^J レノ大 1 目 t し 口 , 人 口 
に 変更す るべき である。 

b) 保護 導体 を 断路して はならない こと 
を 明確に 示すべき である。 


文 言 を 次のように 変更した。 
一 電源 回路の すべての 充電 導体 を 断路で きる。 

ただし， 電源が TN-S 接地 系統で 供給され る 
場合 は， 中性 線 を 断路しても しなくて もよ 
い。 いかなる 接地 系統に おいても， PE 導体， 
PEN 導体 を 断路して はならない。 




571；^ 

我が国で TN 接地 系統の 使用が 皆無 と は 断言で 
きない。 将来 TN 接地 系統の 使用 も あり 得る から， 
TN 接地 系統 に対する 規定 は 削除し ない。 

l IN 恢 ふ Ui7f??F 兀は， 1 !N-k3 j^J-lJiTTv/iyu C JIN - し 汝 HHiTK 

統に 分類され る カ^ TN-C 接地 系統の 中性 線 は 保 
護 導体と 共通の 導体 （PEN 導体） なので， これ 
を 断路して はならない こと を 明記した。 


5.2 
m 1 

•IX 1 


導体 断面 積 （境界 値） を 我が国の 標準 ゲ 

一、 リで丰 すバ、 まで あ ス 

16 画 2 — 22 mm 2 
35 匪 2 — 38 mm 2 


変更し ない。 

措 伊 を ま 塞 十 ス彼か ので TFP f\(\l()d 1 の 害ョ目 

でも 特に 困らない。 


5.6 

9^ 1 枚/谷 


囲いが ある 電気 設備 区域 内 といえ ども， 

mi 牧 側 ド r? 、リ 々でが： ^い 断 ！ i^sa も^ r- 空す 
^TiEQlH. リ&し ロン ノ C e バぶ v^KT ルせ 銜 y 口 了^" 9 

るべき でない。 


変更し ない。 

い ス 雷^ 浩ぽ 械 2. ^, のみ ミ r? 、v 々 /'tfc 
囲 レ" • め^) 电> ^口 又 1 ^用 に季 て v ソぉ v ソ /J) u ノ ノ 、ガ也 

錠） されて いるので （3.19 参照）， ロック 不可能 

な 断路 器 を 許容して よい。 警告 ラベルな どの 他の 
保 讒丰踐 はク、 薪 


6.3.3 

最終 段落 

第 2 ハイフン 

a) 


TN 接地 系統 は， 我が国で は 使われない 
から， この 項目 を 削除す るべき である。 


削除し ない。 

我が国で TN 接地 系統の 使用が 皆無と はいえ な 
いし， 将来 TN 接地 系統の 使用が （構内 設備で） 
増える 可能性がない とはいえない。 


9.1.2 


制御 回路の 電源 電圧 上限 値 277 V を 100 
V に 変更す るべき である （感電の リスク を 
減らす ため。）。 


変更し ない。 

我が国で は 200 V の 制御 回路 電源 も 用いられ 
る。 感電 保護 は， 別の 箇条で 規定され ている。 


12.2 


アルミニウム 導体の 断面 積 を 16mm 2 以上 
に 限る の は 過剰 要求で ある。 JIS C 
60364-5-52 の 524 では， 固定 設備 用の アル 

ミニ ゥム 導体の 最小 断面 積 を 2.5 mm 2 と 
している。 この 規格 も 2.5 腿 2 まで 許容し 
てよ いので はない か。 


変更し ない。 

現状で は， アルミニウム 導体 を 用いる ことが ほ 
とん どない ので， アルミニウム 導体 を 16mm 2 以 
上に 限定しても 困らない。 

アルミニウムの 可と う 性 不足に よる 断線に 配 
慮しての 規定で あると 考える。 



解 2 

著作権法に よ り 無断での 複製， 転載 等 は 禁止 さ れて おります。 
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解説 表 1— 審議 中に 問題と なった 主な 事項 （続き) 



箇条 


丄ロ f ■ T、 1 > ひ, ！ ~ 1 

提起され た 意見 


審議 結果 


12.4 

表 6 ( 電流 容量 表） 


表 6 を 削除し， 我が国で 役立つ 表に する 
べきで ある。 
理由 

a) 断面 積 ゲージが 国内 標準で ない。 

b) 三相 電源 回路 用に 限られた 表で あり， 
用途が 狭い。 

C) 盤 外 配線 を 想定した 表で ある。 


表 6 は 残し， 国内 標準 ゲージの 電線の 許容 電流 
表 を 附属 書 JG に 掲げる。 

表 6 は 一例であって 強制 ではない。 参考 に な る 
ので あえて 削除 はしない。 

我が国で 用いる 標準 電線の 許容 電流 表 も あつ 
たほうが よいので 附属 書 JC を 追加す る。 


14.3 


IEC 60204-1 では， 

"電動機の 寸法 は できるだけ IEC 60072 
規格 群に 適合 し な ければ な ら ない。" 
と 規定して いる 力、 IEC 60072 規格 群の す 
ベて が JTS になって いる わけで はない の 
で， 我が国での 適用 は 難しい。 


14.3 の 規定 を 次の よう にした。 
"電動機の 寸法 は， 可能な 限 り JIS C 4203, JIS C 
4210, JIS C 4212 又は IEC 60072 規格 群に 適合し 

なければ ならない。" 
説明 

a) IEC 60072-1 の 寸法 は JIS C 4203, JIS C 4210 
及び JISC4212 に 規定され ている。 

b) IEC 60072-2 の 寸法 は， JIS で 規定され てい 
な いが， IEC 60072-2 適合 品 の 使用 も 認 め る 

べきで ある。 


18.2.1 第 2 段落 
18.2.2 全体 
18.2.3 全体 

附属 書 A 全体 


TN 接地 系統 は， 我が国で は 使われない 
から， TN 接地 系統に 対する 規定 はすべ て 
削除す るべき である。 

次の 部分 を 全部 削除せ よ。 
18.2.1 第 2 段落 
18.2.2 全体 
18.2.3 全体 
附属 書 A 全体 


削除し ない。 

我が国で TN 接地 系統の 使用が 皆無 だ と 断言で 
きない。 

将来 TN 接地 系統の 使用が （構内 設備で） 増え 
る 可能性がない とはいえない。 


18.2.1 第 3 段落 


IEC 60204-1 に は， 

"TT 接地 系統 及 び IT 接地 系統に おける 検 
証 法 は， IEC 60364-61 (JIS C 60364-61) 

を 参照" 

と ある 力、 少なくも 我が国で 標準 的に 使わ 
れ ている TT 接地 系統の 検証 法 は 具体的に 
記述せ よ。 


TT 接地 系統に おいて， 電源 自動 遮断に より 間 
接 接触 保護が 達成され る 条件の 検証 法 を， 附属 書 
JA に 具体的に 規定した。 



4 適用 範囲 

この 規格 は， 現時点で は 法令に よって 強制す る 規格で はない。 自主的に 遵守す る ことが 望ましい 任意 規 
格で ある。 強制 法規， 例えば， 労働 安全 衛生 法 （厚生 労働省 所管)， 電気 設備の 技術 基準 を 定める 法令 （経 
済 産業 省 所管)， 及び 電気 用品 安全 法 （経済 産業 省 所管） の 対象 製品で， この 規格と 強制 法規の 規定と が 矛 
盾す る ことが もし あれば， 強制 法規が 優先す る。 

この 規格 は， 各種 機械 類の 電気装置 に対して 一般 要求 事項 を 規定す る ものである。 広い 範囲の 要求 事項 
が 列記され ている。 特定の 機械に 対して は， この 規格の すべての 要求 事項 を 適用す る 必要 はない し， この 
規格 を 満たせば すべての 機械の 安全 カ褓 障され る 訳で もない。 この 規格 を 製品 規格 及び 製品 仕様書に 引用 
する 場合の 指針が 附属 書 F に 示されて いる。 さらに， 機械の 電気装置の 製品 仕様書 を 作成 するとき は， こ 
の 規格の 附属 書 B を 用いて， この 規格 本文で は 具体化され ていない 要求 事項 も 明確に する ことが 望ましい。 

この 規格の 適用 電圧 範囲 は， 公称 電源 電圧が 交流 1 000 V 以下， 直流 1 500 V 以下で ある。 我が国で 交流 
100 V, 200 V, 又は 400 V を 用いる 機械の 電気装置に は， この 規格 を 適用す る ことが 望ましい と 考えられ 



解 3 
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る。 この 規格 は， 適用す る 電源 電圧の 下限 を 規定して いない。 交流 25 V 以下 及び 直流 60 V 以下 は， 一般 
に 感電の リスクが 小さい ので， この 規格 を 適用す る 価値 は 少ない と 考えられが， 箇条 9 〜箇条 11 などの よ 
うに， 適用で きる 部分 も ある。 

"電気装置" と は， 第 1 版で は "電気' 電子 装置" を 意味した 力、 改正 版で は "電気 '電子' プログラマ ブ 
ル 電子 装置" を 意味す る ことにな つた。 ただし， この 規格 は プログラマ ブル 電子 装置の 機能 安全に ついて 
は 規定して いない。 

こ の 規格 を 適用で きる 機械の 例が， 附属 書 C に 示されて いる。 ただし， 附属 書 C に 示す 機械で あつ て も ， 
電気 用品 安全 法が 規定す る 小形の 機械 及び 家庭 用 電気器具 （機械 以外の 用途） に は， この 規格 は 適用し な 

い。 

機械の 電気装置 に対して この 規格が 規定す る 側面 を 附属 書 JB に 示して いる。 この 規格が 規定す る 内容 
は， 安全 だけで はない ことに 注意 を 喚起す る。 

5 IEC 60204-1 との 主な 相違点 

この 規格と IEC 60204-1 との 主な 相違点 は， 次のと おりで ある。 

a) IEC 60204-1 では， 用いる 装置 （機器， 部品） を IEC 規格 適合 品 （製品 規格が ある 場合） から 選ぶ こ 
とに なって いる 力、 この 規格で は， JIS 又は IEC 規格 適合 品 （製品 規格が ある 場合） から 選ぶ ように 
選択肢 を 広げた。 我が国で 用いる 装置から JIS 適合 品 を 排除す る こと は 不合理 だからで ある （4.2.1 参 
照)。 

b) 規定の 一部 を 構成す る 引用 規格と して は， 当然ながら IEC 60204-1 は ISO 規格 及び IEC 規格 を 引用し 
ている 力;， この 規格で は， ISO 規格 及び IEC 規格に 対応す る JIS が ある 場合 は その JIS を 引用して い 

る。 

c) TT 接地 系統の 電源 を 用いる 装置に おける 間接 接触 保護の 検証 法 は， IEC 60204-1 では IEC 60364-61 
による ことと している 力、 この 規格で は， 要求 事項 を この 規格 内で 明確に する ために 附属 書 JA を 作 
り， これによ る こと と した。 

d) この 規格で は， IEC 60204-1 に は 含まれない 附属 書 JA 〜附属 書 JI を 追加して いる。 附属 書 JB 〜附属 

書 JI は， この 規格の 理解 を 助ける ために 有益な 参考 情報 を 記述して いる。 

6 改正の 内容 

今回の 改正の 要点 は， 次のと おりで ある。 a)〜d) は， IEC 60204-1 の 改正に 対応して いる。 e) は， この 
規格の 規定 内容の 理解 を 助ける ための 追加で ある。 

a) 電子 制御 技術に 関する 規定 （第 1 版の 11. の 全部） を 削除した （電子 制御の 安全性に 関する 規定 は， IEC 
62061 などの 関連 規格に 譲る ことと した。）。 

b) 非常 停止の 制御に 電子回路の 介在 を 許容し ない 旧 規定 （9.2.5.4.2 の 一部） を 廃止した （電子 技術の 信 

$5 性向 上 を 認め， 電子 制御に よる 非常 停止 を 禁止す る 規定 を 削除した。）。 

c) 感電 保護 規定 を 充実 させた。 

d) 引用 規格 を， それらの 改廃に 合わせて 変更した。 

e) IEC 60204-1 に は 含まれない 附属 書 JA 〜附属 書 JI を 追加した （規定 事項の 具体化 及び 補足説明 のた 

め。 ）。 

解説 表 2 に， 旧版から 削除した 内容 を 示す。 

解説 表 3 に， 旧版に 対して 変更 及び 追加した 内容 を 示す。 
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解説 表 2 - 主な 削除 項目 



第 1 版から 削除した 箇条， 内容 


説明 


序文の 図 1 


機械の 電気装置 と 関連 製造 シス テ 
ムを 示す ブロック 図 を 削除した。 


2 引用 規格 

次の 引用 規格 を 削除。 

JIS B 3501 

JIS B 3502 

JIS C 0364-4-473 

國 C 0364-4-481 

國 1 0602 

國 1 8370 

國 1 8371 

JIS C 8372 

IEC 60034-1 (― JIS C 4034-1) 
IEC 60034-5 (― JIS C 4034-5) 
IEC 60072-1 (― JIS C 4203) 
IEC 60146-1-1 

IEC 60309-1 (― JIS C 8285-1 ) 
IEC 60332-1 

IEC 60445 (― JIS C 0445) 
IEC 60536 

IEC 60664-1 (― JIS C 0664) 
IEC 60742 

IEC 61082 (—JIS C 1082) 
IEC 61346 (― JIS C 0452) 
ISO 3864 

ISO/TR 12100-1 (—JIS B 9700-1) 


括弧 内に JIS 番号 を 示す 国際規格 
は， 対応 JIS を 引用す る ことにした 
ために 削除した ものである。 


8.2.6 保護 ボンディング 回路の 開閉 （全部） 


8.2.4 に 統合。 規定 内容 は 8.2.1 に 

残って いる。 


9.2.5.4 非常 停止 

第 2 段落 以下の 次の 文 言 を 削除。 
"非常 停止 は， カテゴリー 又は カテゴリ一 1 の 停止と しなければ 
ならない （9.2.2 参照)。 非常 停止の カテゴリーの 選択 は， 機械の リス 
ク アセスメント によつ て 決定 し な ければ な ら ない。 

非常 停止 に カテゴリー の 停止 を 使用 す る 場合 は， ハード ワイヤに 
よる 電気 機 部品 だけに よらなければ ならない。 また， その 操作 を， 
電子 論理 （ハード ゥヱァ 又は ソフト ゥ ヱァ） によって， 又は 通信 ネ 
ッ ト ワーク 若し く はリ ンクを 経由す る 指令の 伝送に よって 行って は 
ならない。 

非常 停止に カテ ゴ リ 一 1 の 停止 を 使用す る 場合 は， 機械 ァ ク+ ユエ 
一夕の 駆動 源の 最終的な 除去 は， 電気 機械 部品に よって 確実に 行わ 
なければ ならない。" 


電子 技術の 信頼性 を 認め， 非常 停 
止 制御に 電子回路 を 用いて よい こと 
になった。 


10.9 表示 器 （全部） 


10.3.1 に 統合。 規定 内容 は 10 漏 

に 残って いる。 


11 電子 装置 （全部） 


電子 制御の 機能 安全 規定 は， 他の 
規格に 譲る。 


13.2 の 表 4 


最小 断面 積の 規定 法が， 導体 温度 
による 規定 (表 4) から 機械的 強度 
による 規定 （第 2 版の 表 5) に 変更 

された。 
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解説 表 3 — 主な 変更 項目 及び 追加 項目 



^> 2 m (： 追刀卩 • お 更 した HI 朵， 1 ム J 谷 


S 兄 口 月 


2 引用 規？ & 


f 古 ム」 リ） m ？ T^^m frS, 粥 1 服 c 3 1 用 （？ （しし レ ） ん。 


次の 引用 規格^？ M 力 U。 


粥 2 版 C は^れら を JIS C 置 さ換ん <o れた 。 


J IS B 9 7UO- 1 




tic o rnAA i 




ii o i> rum 

J1S B 9703 




JiS B 9705-1 








JIS C 0445 (—IEC 60445) 




JIS C 0448 




JIS C 0452 (<— 1EC 61346) 




JIS C 0664 (— IEC 60664-1) 




JIS C 1082 (<-lEC 61082) 




JIS C 4034-1 (—IEC 60034-1) 




JIS C 4034-5 (<-IEC 60034-5) 




JIS C 4203 (— IEC 60072-1) 




JIS C 4210 




JIS C 4212 




JIS C 60364-4-41 




JIS C 60364-4-43 




JIS C 60364-5-52 




JIS C 60364-5-53 




JIS C 60364-5-54 




JIS C 60364-6-O1 




JIS C 8285-1 (<— IEC 60309-1) 




ISO 13849-2 




IEC 61558-1 




H し （) 丄 




了 irr fA ottzi 

し 0170-4 




1 1_> V. U ム リム J 




IEC 62027 




IEC 62061 




IEC 62079 




6.3.3 電源の 自動 遮断に よる 保護 （一部） 


規定 内容が 詳し く なった。 


7.3 電動機の 温度 上昇 保護 


第 1 版の 7.3 が， 第 2 版で は 7.3.1〜7.3.4 に 分け 


7.3.1 一般 事項 


て 詳しく 規定され た。 


7 3 2 i 咼負荷 保護 




7.3.3 温度 保護 




7.3.4 電流 制限に よる 保護 




©77 終 動 機械 f 々部） 
a ユ * 1 I^s/JUSTW 、土 口 ロノ 


終 動 機械の 保缩ボ ソチ、 ノ ン ゲぅ湘 まさ お ナ' 


ojo ift+fb^e^ 1 m mA (^F^Jb7%i^^) 吝招 

O.Z.o 3^>Cl/,/fflyVU » ^.//Ib/J* JU mA VlXWIL/J^^lSWI しノ 冗^ ん 


jje さ l^My^^-k' ま い 機;^ • 站 置の 保 维 tK、 、ノ 子 * A 
购 ん レ"> 頃 ひ f し/ J J 入 ど V J^^^^r ^tl&v ノ ル设 リゝン フ ィ 


る 雷 気 装置の 追 力 D 保護 ボンディング 要求 （令 都） 


ング カ^ i 定 された 


9.4.3.1 地 絡 （一部） 


制御 回路の 地 絡に よる 誤作動 を 防止す る 方法が 
図 3 及び 図 4 を 追加して 詳しく 説明され た。 


12.2 の 表 5 


第 1 版の 表 4 を 廃止 し， 表 5 ( 第 1 版の 表 6 相当） 

を 適用。 最小 断面 積の 規定 法 を 変更。 導体 温度に 
よ る 規定から 機械的 強度に よ る 規定に 変更。 


13.1.4 誘導 式 電源 システムの ピック アップと ピック ァ 


誘導 式 電源 システム 用ケー ブル の 接続に ついて 


ッブ コンバータとの 間の 接続 （全部） 


規定され た。 
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解説 表 3 — 主な 変更 項目 及び 追加 項目 （続き) 



第 2 版で 追加 '変更した 箇条， 内容 


説明 


13.4.5 フ フク • ソブ ッ卜对 による 接続 K^m) 


ノ フク • ソ ケッ ト接^ の! © i¥ P 万丄ヒ ， 洛 m 丄ヒ ， ョ卜 

挿入 防止な どの 規定が 詳し く なった。 


16.2.2 局 温の/!; 隊源 （全部） 


咼温 マ 一 ク の標不 カザ 疋 さ れた 。 


18.2 電源 自動 遮断に よる 保護が 達成され る 条件の 検証 

18.2.2 TN 接地 系統に ね ける おて 験 方; 去 （全 邰） 

18.2.3 TN 接地 系統への 試験 方法の 適用 （全部） 


TN 接地 系統に おける 検証 法が 詳しくな つた。 


附厲眚 A (規疋 ） TN 接地 糸 S ^にあけ る 間接 接 虫 保護 

(全部） 


IN 接地 糸！ に ねりる 間接 接 S 虫 保 5 叟の 条件 及 ひ 

検証 法が 詳しく 規定され た。 


I7JLL S ハ / JJ^ ± 化 さき UL- HtCTT^*^ /T\ しレ *A ( /V な ひ ヽ 

附厲誉 G (香 考） 代表 1 ^導体 断面 槓 の]: 匕較 （全部） 


田 キ、 ブ M / 丄 ) ― レプ ^t^ rJiiC 77^ 4^fe /^r\ L レ Th/t ホュ ？、 fin み 

異な る 単位に よ る 導体 断 囟 槓の J: 匕 表 力、 追カ卩 さ 

れた。 


附属 書 JA (規疋 ） TT 接地 系統に おける 間接 接触 保護 

(全部） 


TT 接地 系統に お け る 間接 接触 保護の 条件 及ひ検 
証 法が 詳しく 規定され た。 


附属 W JB (参考） しの が規疋 する 側面と 箇条と 

の 対応 （全部） 


し の 規格 か 規定す る 四つの 1則 面と， 各 側面 を規 
定 する 箇条の 対応 を 示した。 


附属 書 JC ^麥 考） ェン クローン ャの保 S 等級 (全部） 


保護 寺 級き 己 号の 息 味 と ， し の 規格 か 規定す 亡 1 
ベての 保護 等級の 適用 対象 を 整理 して 示した。 


PfJ 属書 JD (香 考） 装置の ク フス （感電 保護に よ 

る 分類） （全部） 


サほ んる 感^; 保 5 隻 于ぉス による 装 慮 の クフム 分 頰^: 
説明した。 


mmm JE (= ^考） iPB 綠ヶー フゾレ 用 導体の ク フス （全 

部） 


口 J とつ ^慮した， 導体の ク フス 分類 を S ^明 
した。 


附属 書 JF (参考） この 規格と JISC 60364 規格 群との 

関係 （全部） 


この 規格と JIS C 60364 規格 群との 規定 内容 を 比 

較， 要約した。 


附属 書 JG (参考） JIS C 3307 に 規定す る 600 V ビニ 

ル 絶縁 電線の 許容 電流 （全部） 


我が国の ゲージに よる 電線の 許容 電流 表 を 示し 

た。 


附属 書 JH (参考) 参考文献 


主として， この 規格の 注記， 附属 書が 引用す る 

規格の 一覧 を 示した。 



7 その他 解説 事項 

7.1 電源 接地 系統に ついて （箇条 5， 箇条 6， 箇条 18 ほか 関連） 

この 規格で は， TN 接地 系統， TT 接地 系統， IT 接地 系統な ど， 電源の 接地 系統の 用語 を 用いて いる。 こ 
れらの 意味 は， J1SC 60364-1 の 312.2 に基づいて いる。 JIS C 60364-1 の 312.2 による 定義 を 次に 示す。 回 
路図を 含む 詳しい 説明 は， JISC 60364-1 及び "電気 設備の 技術 基準の 解釈に ついて" の 第 272 条に 見る こ 
とがで きる。 

第 1 文字 電力 系統と 大地との 関係 
T ： 1 点 を 大地に 直接 接続す る。 

I ： 全 充電 部 を 大地から 絶縁す るか， 又は インピーダンス を 介して 1 点 を 大地に 接続す る。 
第 2 文字 設備の 露出 導電性 部分と 大地との 関係 

T ： 電力 系統の 接地と は 無関係に， 露出 導電性 部分 を 大地へ 直接 接続す る。 
N ： 露出 導電性 部分 を 電力 系統の 接地 点 （交流 系統で は， 電力 系統の 接地 点 は 通常で は 中性 点， 
又は 中性 点がない 場合 は， 1 相） へ 直接 接続す る。 
その 次の 文字 （それが ある 場合） 中性 線 及び 保護 導体の 扱い 

S ： 保護 導体の 機能 を 中性 線 又は 接地 側 導体 （又は 交流 系統に おいて は 接地 側 相） と 別の 導体 
で 行う。 
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C ： 中性 線 及び 保護 導体の 機能 を 一つの 導体で 兼用す る （PEN 導体)。 
TN 系統： TN 電力 系統 は， 一点 を 直接 接地し， 設備 （電気装置） の 露出 導電性 部分 を 保護 導体に よつ 
て その 点へ 接続す る。 TN 接地 系統 は， 中性 線 及び 保護 導体の 措置に 応じ 次の 3 種類が ある。 
— TN-S 接地 系統： 系統の 全体に わたって 保護 導体 を 分離す る。 

一 TN-C-S 接地 系統 ： 系統の 一部分で 中性 線 及び 保護 導体の 機能 を 同一 導体で 兼用 する。 
一 TN-C 接地 系統 ： 系統の 全体に わたって 中性 線 及び 保護 導体の 機能 を 一つの 導体で 兼用す る。 
TT 系統： TT 電力 系統 は， 1 点 を 直接 接地し， 設備の 露出 導電性 部分 を 電力 系統の 接地 極と は， 電気 的 

に 独立した 接地 極へ 接続す る。 
IT 系統： IT 電力 系統 は， 全 充電 部 を 大地から 絶縁す るか， 又は 1 点 を インピーダンス を 介して 大地へ 
接続し， 電気 設備の 露出 導電性 部分 を 単独 若しくは 一括して 接地す るか， 又は 系統の 接地へ 
接続す る。 
7.2 高温の 危険 源に ついて 

今回の 改正で 16.2.2 が 追加され た。 JIS C 60364-4-42 の 423 (表 42A) は， アーム ズ リーチ 内に ある 機器 
の 触れる ことができる 部分に 対する 通常 使用 時の 温度 制限 を， 次のように 規定して いる。 



触れる ことができる 部分 


触れる こ とがで き 
る 表面の 材質 


最高 温度 
。c 


手に 持ち 操作す る もの 


金属 
非金属 


55 
65 


手で 持たない が 意図的に 接触 


金属 


70 


する 部分 


非金属 


80 


通常 使用 時に 接触す る 必要の 




80 


ない 部分 


非金属 


90 



8 原案 作成 委員会の 構成 表 

原案 作成 委員会の 構成 表 を， 次に 示す。 



JIS B 9960-1 改正 原案 作成 委員会 構成 表 



(委員長) 
(委員） 





氏名 




所属 


塚 


本 


修 


巳 


横 浜 国立大学 


福 


田 


隆 


文 


長 岡 技術 科学 大学 


岩 


永 


明 


男 


経済 産業 省 産業 技術 環境 局 


小 


M 


1s 




経済 産業 省 産業 技術 環境 局 


毛 


利 




正 


厚生 労働省 労働 基準 局 


巿 


川 


健 




社団法人 産業 安全 技術 協会 


竹 


内 


時 


男 


社団法人 日本 印刷 産業機械 工業 会 


山 


本 


元 


芳 


社団法人 日本 工作機械 工業 会 


小 


森 


雅 




社団法人 日本 鍛圧 機械工業 会 （株式会社 小 森 安全 機 研究所) 


松 


枝 


芳 


典 


社団法人 日本 電気 制御機 器 工業 会 （ォム 口 ン 株式会社） 


前 


田 




明 


社団法人 日本 縫製 機械工業 会 (JUKI 株式会社） 




浦 


敏 


道 


社団法人 日本 ロボ ッ ト 工業 会 



解 8 



著作権法 により 無断での 核お， 転載 等 は 禁止され ております。 



(分科会 主査） 
(委員） 



(オブザーバ） 
(事務局） 
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杉 


田 


士 


広 


テュフ • ライン ランド 'ジャパン 




西 


條 


広 




オーク マ 株式会社 




十 


川 


修 


一 


川 崎 重工業 株式会社 




上湯瀨 




広 


株式会社 キトー 




竹 


原 


操 


平 


株式会社 ダイ フク 




小 見 山 


清 


心 


株式会社 安川 電機 




坂 


田 


俊 


一 


三菱 電機 株式会社 




黒- 


住 


光 


男 


ジック 株式会社 




須 


藤 


清 


隆 


株式会社 山武 


〇 


坂 


井 


正 




曰 本 信号 株式会社 （IEC/TC44 MT 60204 


〇 


士 


田 


孝 


一 


社団法人 日本 電機 工業 会 


〇 


井 


上 


洋 


一 


ビューロー ベリ タス 


〇 


石 


原 


幸 


次 


布目 電機 株式会社 


〇 


羽 


田 


健 


一 


株式会社 明電舍 


〇 


月 


花 


正 


心 


富士 電機 機器 制御 株式会社 


〇 


浦 


沢 


幸 


雄 


大和 電業 株式会社 


〇 


長 谷川 


佳 




SUNX 株式会社 


〇 


原 


田 


浩 


一 


三 井 精 機 工業 株式会社 


〇 


西 


出 


一 


雄 


三菱 重工業 株式会社 


〇 


八 


木 




Mi 


オムロン 株式会社 


〇 


渡 


辺 


昭 




安全 規格 コンサルタント 




中 


桐 




子 


経済 産業 省 製造 産業 局 




山 


崎 




浩 


社団法人 日本 機械工業 連合会 




須 


藤 


次 


男 


社団法人 日本 機械工業 連合会 



注記 〇 印 は， 分科会 委員 （分科会 専任 を 含む。） を 示す。 



(文責 須藤 次男） 
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白 紙 



解 10 



著作権法 により 無断での 複製， 転載 等 は 禁止され ております。 



★ 内容に ついての お 問 含せ は， 規烙 ^ 発 部 標难， [FAX(03)3405-554 1 TE^3)5770-1 57 1 J へ ご 速 

絡く ださい。 
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又は 下 お の 当 協会 名 古 S 支部， IM1 西 支部に おきましても 承って おります ので， お 申込みく ださい。 



JISB 9960-1 

機械 類の 安全性 —俊 w の^^ y ^-^ 1 部 ： 一般^ 求 1 ド项 



平成 20 年 6 月 1 日 ] 刷 発行 



*M」 ん Jfi 

発行 人 



島弘志 



発行所 

財団法人 日本規格協会 

〒107-S440 3! 京都 港 区 赤 坂 4 丁目 1-24 
http://www.j sel or'jp ノ 



礼繞 支部 


〒離画 


札 « 市 中央 区 北 3 条西 3 丁目 1 札 幅 大同 生命 ビル 内 
TEL (011)261-0045 FAX {011)221-4020 


東北 支部 


〒98<M)S1I 


仙 台 市 青葉 区一 恭町 2 丁目 5-22 穴 吹^! 9 仙 台 ビル 内 
TEL(022)227-S136( 代表） FAX (022)266«0«»5 


名 古 履 支部 


〒460-0008 


名古歷 市中 区栄 2 丁目 白 川 ビル 別飽内 
TEL(052 リ:! し 8316( 代^) FAX (0S2)203-4«06 


閲西 支部 


T 54 1-0053 


大陔巿 中央 区 本 町 3 丁目 4リ0 本 町 野 村 ビル 内 
TEL (06)626 M0S6( 代表） FAX (06)6261-91 14 


広 島支郎 


〒 730-0011 


広 a 市中 区 基 町 広 島 商工 会繊所 ビル 内 

TEL (0X2)221-7023 FAX (082)223-756S 


四 S3 支 » 


〒 760-0023 


K 忪巿寿 町 2 丁目 2-10 JPR^ 松 ビル 内 
TEt (087)821-7851 FAX (087)821-3261 


福 岡支郎 


〒 8 12-0025 


tei 岡 巿傅多 R 店 s 町 卜 3i 博 多ァ一 バン スクェア 内 

(092)282-9080 FAX (092)282-91 It 



Pnatea in Japan 



DI/B 



翁 作 * 法に より 臃 断での 複 《L 転載^ は 禁止され ております 4 



JAPANESE INDUSTRIAL STANDARD 



Safety of machinery- 
Electrical equipment of machines- 
Part 1: General requirements 

JIS B 9960-1: 扁 

(JMF) 



Revised 2008-05-25 



Japanese Industrial Standards Committee 

Published by 
Japanese Standards Association 

定価 4，935 円 （本体 4，700 円） 



ICS 13.110;29.020 

Reference number : JIS B 9960-1 :2008(,F) 



著作 携 法に よ り 觫 断での 》K, 酝載等 は躋止 されて おります。 



